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シールドトンネルにおける地盤の挙動と土質力学 

シールドトンネル工法は，1936年関門トンネルで本格採用されて以降，周辺地盤に影響をほとんど与えない工

法として長年，都市部のインフラ整備に用いられてきました。その間，実務適用数とともに技術も発展し，泥水

式シールド工法，土圧式シールド工法や異形断面など多くの形式・形態が開発されてきました。近年は，都市部

インフラの地下化が進み，さまざまな分野においてシールドトンネル工法が活躍する機会が増えましたが，従来

では考えられないような厳しい条件下で施工することが増えてきております。 

そのような難工事化してきたシールドトンネルにおいて切羽の安定保持は，周辺地盤への影響を最小化できる

安定したトンネル掘削の基本とされており，すなわち切羽の安定が保持されたうえで，切羽土圧が周辺地盤に有

効に作用し，掘削土量が適切に管理されることで安定した地盤の応力変形挙動の制御が可能となります。 

本特集号では，さまざまな分野におけるシールドトンネルの工事実績と研究成果を要約し，シールドトンネル

における地盤の挙動に関係する諸問題の最新の検討状況について土質力学を鍵としてとりまとめました。各分野

の第一線で活躍される方々に執筆していただきました内容が，大深度・高水圧対応，安全性確保，効率性向上な

ど，要求事項と技術的難度が高まるシールドトンネル工事に関わる技術者・研究者と，地盤工学に関わる広い読

者に有益な情報になることを期待しております。 

（渡邊  陽介，小島 悠揮，小山 彰，藤名 瑞耀，森藤 遥平，吉川 高広，昆 周作） 
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公募中の特集記事および今後の特集・講座の予定 
 

公益社団法人 地盤工学会 「地盤工学会誌」編集委員会 

公募中の特集記事 

発刊号 テーマ（仮題） 公募締切り 

 （現在公募中は無し）  

   

公募中の特集記事の詳細ならびに新規公募の最新情報は，https://www.jiban.or.jp/?page_id=12274 をご覧ください。 

 

今後の特集の予定 

発刊年月 テーマ（仮題） 公募の有無 

2025年 8月号 山岳トンネルの耐震設計およびその施工事例 無 

2025年 9月号 循環型社会と地盤工学（仮） 無 

2025年 10月号 農業水利施設の維持管理（仮） 無 

2025年 11月号 第60回地盤工学研究発表会 無 

2025年 12月号 海洋・港湾の地盤工学の新展開（仮題） 未定 

 ※以降は未定。括弧内はテーマ（予定）の分類名を示す。  

   

2026年 1月号 （調査技術・実験法） 未定 

2026年 2月号 （地盤の工学的問題の解析） 未定 

2026年 3月号 （地盤防災） 未定 

2026年 4月号 （建設プロジェクト） 未定 

2026年 5月号 （教育・技術継承） 未定 

2026年 6月号 （その他（他分野、支部、委員会など）） 未定 

2026年 7月号 （地盤材料物性・地盤挙動） 未定 

 

今後の講座の予定 

発刊年月 テーマ（仮題） 

2025年4月号～2025年9月号 地盤災害の現地調査 

2025年10月号～2026年3月号 悩めるフレッシャーズのための地盤工学（仮） 

2026年4月号～2026年9月号 物理探査技術の基礎と応用（仮） 
  

https://www.jiban.or.jp/?page_id=12274
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新入会員（5 月理事会承認） 
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森 永 貴 之 大成建設(株) 渡 邉 亮 太 名古屋工業大学 

鈴 木 知 晃 (株)アーク情報システム 芦田 梨沙子 名古屋工業大学 

相 原 一 貴 レイズネクスト(株) 林       涼 名古屋工業大学 

東    龍 道 ライト工業(株) 水 口 恭 吾 名古屋工業大学 

秋 山 尚 之 アース ・ リサーチ(有) 木 俣 千 晴 (株)日本構造橋梁研究所 

福 田 靖 浩 (株)データ・ユニオン 原 岡 志 帆 関西大学 

中 溝 大 機 早稲田大学 野口 新之助 関西電力(株) 

千ヶ崎 健司 M＆K コンサルタンツ(株) 井 上    峻 神戸大学 

和 田 克 人 自営業 矢 野 未 悠 佐賀大学 
 

国際会員 
マイケル サポン 北海道大学   

 
特別会員 （ ）：所属支部 

4 級 (一財)北海道道路管理技術センター (北海道) 4 級 関西大学 デザイン地盤工学研究室 (関西) 

4 級 東亜グラウト工業(株) 改良グループ （関東）    
 
 
 

会員現在数（令和7 年4 月末現在） 
名誉会員： 201 名（国際会員100 名含む） 正会員： 6,926 名（国際会員850 名含む） 
特別会員： 915 団体（国際会員57 団体含む） 合計 8,042 名・団体 

 

会費（年額） 
正会員： 9,600 円 国際会員（特別もしくは正会員に限る）： 2,000 円 
特別会員：特級 300,000 円 １級 240,000 円 ２級 160,000 円 ３級 100,000 円 ４級 60,000 円 
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複写をされる方へ 
地盤工学会は下記協会に複写に関する権利委託をしていますので，本誌に掲載された著作物の複写をご希望の方は，同協会より許

諾を受けて下さい。 
権利委託先：一般社団法人 学術著作権協会 https://www.jaacc.org/ 

但し（公社）日本複製権センター（同協会より権利を再委託）と包括複写許諾契約を締結されている企業等法人による社内利用目的
の複写はその必要はありません（社外頒布用の許諾が必要です）。なお，複写以外の許諾（著作権の引用，転載，翻訳等）に関しては，
同協会に委託しておりません。直接，地盤工学会へご連絡下さい。 
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広告目次 

 

株式会社 地層科学研究所  ························  ⅷ   
 
 
 
 

 

 
 

電子版「地盤工学会誌」企業・団体広告のご案内 
 

2020年4月より学会誌を完全電子化し，会員のアクセス性・利便性の向上を図り，電子版に対応し

たコンテンツや速報性を高めた記事などの充実に努めています。 

新しくなりました電子版学会誌においても，企業・団体広告を是非，ご活用ください。 

 各号学会誌の目次に設けた完全カラーの広告スペースをご提供致します。 

 学会誌は個人会員および特別会員（法人会員）に配布し，一般向けに個別販売も行います。また，

広告を含めた目次ページは，学会ホームページに掲載し，会員以外の方々にも広くご覧いただける

ようになります。 

 掲載サイズとして，1/3，1/2，全面スペースから選択いただけます（下記イメージ参照）。 

 あわせて学会ホームページポータル，学会誌電子版掲示画面のバナー掲示も承っています（ただし

学会の法人会員（特別会員）にご入会いただくことが前提となります）。 
 

掲載枠 サイズ 料金 備考 

電子版「地盤工学会誌」 

目次ページ内 

1頁 110,000円  

1/2頁 55,000円  

1/3頁 38,500円  

学会誌掲載Webページ内バナー 

（会員限定利用サイト） 

180×70 

ピクセル 
55,000円 特別会員限定 

 

【ご案内Webページ】 https://www.jiban.or.jp/?page_id=12555 
 

公益社団法人 地盤工学会 学会誌担当 

〒112-0011東京都文京区千石4丁目38番2号 

電話：03-3946-8677 FAX：03-3946-8678 E-mail：k-haishin@jiban.or.jp 

https://www.jiban.or.jp/?page_id=12555
mailto:k-haishin@jiban.or.jp
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総説 

シールドトンネルにおける地盤掘削プロセスの土質力学 
Soil mechanics-based excavation process during shield tunnelling 
 

赤木 寛一（あかき ひろかず） 早稲田大学 名誉教授 

 e-mail: akagi@waseda.jp 

 

キーワード：シールドトンネル，掘削プロセス，地盤沈下，土質力学 

 

1. はじめに 

シールドトンネル工法は19世紀前半にイギリス，テ

ムズトンネル掘削に適用された後に，日本では1964年

に大阪市営地下鉄中央線で，日本初の複線シールドト

ンネルが採用された。その後は，日本の高度成長期に

あわせた社会資本整備を目的として地下に各種の都市

施設を収容するために，膨大なシールドトンネルが建

設され，その技術水準は世界的にみて指導的な立場に

あるといえる。しかしながら，近年都市部におけるシ

ールドトンネルの地盤条件，施工条件が厳しくなるに

つれて，シールドトンネル工事で地上に達するような

陥没が観察される事例が見られている。 

筆者は，従来のシールドトンネルは比較的浅い深度

でそのトンネル横断面積の小さいものが大半であった

ので，多数のシールド工事で積み重ねられた施工経験

に基づく設計，施工管理でその安全性が技術的に十分

カバーされてきたと考えている。 

これに対して，近年のシールドトンネルは，従来経

験のない地盤条件や地表面からの深さが 50 m を上回

る大深度を対象とする場合が増えている。また，トン

ネル直径が 15 m を超える大断面で断面上部と下部で

の水圧，土圧を含めた圧力差が，トンネルの安全な施

工のポイントである掘削部先端の切羽面の安定に重大

な影響を与える状況となっている。 

このような難しい地盤条件，施工条件におけるシー

ルドトンネルの設計，施工にあたって，地盤技術者は

従来にもましてその技術の根本となる土質力学に基づ

く技術判断が求められている。このような考え方をも

とに，筆者らは土木学会トンネル工学委員会における

2026 年度をめざしたトンネル標準示方書の改訂にあ

わせて，「（仮）土質力学に基づくシールドトンネル掘

削プロセス管理」と題するトンネルライブラリー発刊

に向けて執筆を進めている。 

地盤工学会誌における本特集号「シールドトンネル

における地盤の挙動と土質力学」は，上記のトンネル

ライブラリーの執筆者を中心としたメンバーで，シー

ルドトンネルにおける地盤挙動の特徴と考え方を土質

力学の立場から豊富な現場事例，解析事例をまじえて

解説を試みたものである。 

2. ペック教授の教え 

来年6月には，国際地盤工学会（ISSMGE）の4年に

一度の一大イベントである第 21 回国際地盤工学会議

（ICSMGE）がオーストリアのウイーンで開催が予定

されている。この会議では，土質試験，模型実験，地

下掘削などの各専門分野におけるその時点でのエキス

パートが各分野の技術（Art）に関する現況報告を行う

State of the Art Report（技術現況報告）が恒例である。 

今から 56 年前の 1969 年にメキシコで開催された第

7回 ICSMFEにおいてペック教授（図－1）の行った地

 
https://peck.geoengineer.org/about/biography 

図－1 ペック教授 

 

https://peck.geoengineer.org/about/biography
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下掘削分野の技術現況報告，「Deep Excavations and 

Tunneling in Soft Ground」（軟弱地盤における深い開削

とトンネル掘削）はこの分野におけるバイブルと目さ

れているものである 1)。地下掘削分野の日本を含む世

界各国の専門家へのアンケートデータに基づくペック

教授のレポートは，当時の技術水準を網羅したもので

あり，AI万能の現代の技術者にとっても是非ご一読を

お勧めしたい名著である。 

ペック教授は，日本では星埜和先生の和訳版で有名

なテルツァーギ，ペックの教科書「Soil Mechanics in 

Engineering Practice」（土木工学実務における土質力学）

の著者の一人である。奇しくもペック教授は，この技

術現況報告の冒頭で，良好なトンネル掘削における要

求性能について土質力学の応用技術としての観点から

考察を加えることを高らかに宣言されている。この点

が，筆者がペック教授のこの技術現況報告を土質力学

に基づくトンネル掘削プロセス管理におけるペック教

授の教えと呼んでいるゆえんである。 

第 1 章で述べたようにシールドトンネル工法は，こ

の技術現況報告の行われた 1969 年当時はトンネル切

羽が大気圧または圧気圧に開放された「開放型シール

ド工法」が支配的で，日本で先駆的に泥水式シールド

工法や土圧式シールド工法の「密閉型シールド工法」

の開発が進められようとしていた頃である。したがっ

て，技術現況報告の内容的には密閉型シールド工法が

主体の現在から見ると，なじみが薄い工法，用語が多

く，また英文語彙的にも理解が難しい部分もある。と

はいえトンネル切羽の安定，掘削に伴う地盤損失やト

ンネル覆工設計に関係する事象を土質力学の応用技術

として解説された内容は示唆に富むものといえる。 

ペック教授は，良好なトンネル掘削における三つの要

求性能項目を挙げている。1つ目は，トンネルが施工可

能であること，すなわち地下トンネル空洞の健全性を

トンネル覆工により保った状態で掘進可能とする性能

項目である。具体的には，この性能は地下トンネル空

洞先端の切羽面を破壊させないで安定を保持すること

を意味している。 

この性能は，次に示すように掘削対象地盤の地盤種別，

地盤種別に応じたトンネル切羽面の自立時間と切羽面

の大きさに応じて決まることになる。 

1) Firm ground（硬質地盤） 

 切羽は，即時的な支保なしで手掘りや機械で数フィ

ート以上掘削可能である。硬質粘土，固結した粘性を

持つ粒状土で構成される。 

2) Raveling ground（ゆるみ崩壊性地盤） 

 切羽面内の土は，時間的にゆるみが生じてトンネル

坑内に崩壊するが，初期段階で支保すると安定化する。

わずかに粘性を有する砂，見かけの粘着力を有するシ

ルトや細砂，母岩に起因する構造を有する残積土で構

成される。 

3) Running ground（崩壊性地盤） 

 切羽面内の土は，無支保状態でトンネル坑内に崩壊

堆積するが安息角を持つ斜面を形成すると安定化する。

乾燥砂，細粒分を含まないゆるい礫で構成される。 

4) Flowing ground（流動性地盤） 

 ゆるみ崩壊性地盤や崩壊性地盤で切羽面に浸透水

圧が作用すると，切羽面内の土は懸濁流体となってト

ンネル坑内に流入して不安定化する。 

5) Squeezing soils（押し出し性地盤） 

切羽面内の土の押し出し速度が小さい場合には手掘

り掘削が可能であるが，押し出し速度が大きい場合に

はシールド掘削が必要である。極めて軟弱な粘土や中

程度の粘性を有する土で構成される。 

これらからわかるように，トンネル切羽面の安定には

地下水圧の制御が重要であることが明らかである。 

2つ目の要求性能項目は，トンネル掘削に伴う地盤内

の応力状態の変化に伴う土の体積変化を含むひずみや

変位に基づいて，過大な地表面の沈下すなわち地盤損

失が生じて地表面付近の施設に損傷を及ぼさないこと

である。この性能についても，次の 4 種類の地盤種別

に応じて地盤損失，地盤沈下などの変状の実測結果を

もとに考察が加えられている。 

1) 粘着力を持たない粒状土地盤 

地盤損失や地盤沈下に関する実測データが提供され

ているのは，密度の大きい締まった砂地盤なので全般

に極めて小さな地盤損失，地盤沈下量となっている。 

2) 粘着力を有する粒状土地盤 

 このような地盤では，単一トンネル掘削に伴う地盤

損失や地盤沈下は切羽地盤の流動がなければ無視し

うるものである。 
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3) 膨潤性のない硬質固結粘土地盤 

 このような地盤では手掘り掘削トンネルが一般的

であり，地盤損失や地盤沈下量はトンネル断面の大き

さ，施工手順に依存するが極めて小さい。 

4) 軟弱粘土から硬質粘土で構成される飽和地盤 

 このような地盤のトンネル掘削に伴う地盤損失や

地盤沈下量の大きさは，前述の粘着力を有する粒状土

地盤の場合の数倍になっている。 

 以上より，トンネル掘削に伴う地盤損失や地盤沈下

量を支配するのは，トンネル周辺地盤の土の応力変化

に伴う体積変化を含むひずみや変位量であることが

理解できる。 

 3つ目の要求性能項目は，良好なトンネルはその供

用期間を通して想定されるすべての影響下で地下ト

ンネル空間を保持しうることである。具体的には，ト

ンネル覆工はトンネルと周辺の地盤の間に作用する

土圧のみならず，近傍の駅や換気孔の存在や近接施工

による影響を支保する性能が必要である。 

 このようなトンネル覆工の合理的な設計にあたっ

ては，トンネル周辺地盤の土の特性，トンネルの幾何

学形状，施工法，施工細目や施工速度を含む多くの要

因を考慮する必要がある。 

 以上のような良好なトンネル掘削のための要求性

能に関するペック教授の教えを要約すると，1つ目の

トンネル切羽の安定性を支配する性能，2つ目のトン

ネル掘削に伴う過剰な地盤損失や地盤沈下を生じさ

せない性能，3つ目の健全な覆工設計のもととなる性

能はすべて地盤種別，土の特性に基づく土質力学の理

解が鍵となることが明らかである。 

3. トンネル切羽安定と掘削土量管理の

土質力学 

3.1 トンネル切羽安定の土質力学 
第 2 章で述べたようにトンネル切羽の安定性を支配

する鍵は切羽面における地下水制御なので，近年一般

的な泥水式シールドや土圧式シールドのような密閉型

シールドにおける切羽面における安定性保持条件は以

下のような項目に集約することができる。 

1) 切羽面における適切な遮水性の保持に係る条件 

泥水式シールドの場合には，チャンバー内泥水によ

る切羽面における遮水性を支配する泥膜や切羽地盤内

における泥水浸透領域の形成である。土圧式シールド

の場合には，チャンバー内土砂に添加剤を加えた安定

液浸透による切羽地盤内における難透水層の形成が重

要である。 

2) 泥水と安定液の適切な密度と流動性に係る条件 

泥水式シールドの場合には，チャンバー内泥水密度

とその流動性による切羽面に形成された泥膜や泥水浸

透領域を介した切羽面に対する適切な泥水圧のむらの

ない作用である。土圧式シールドの場合には，チャン

バー内土砂に添加剤を加えた安定液密度とその流動性

による切羽地盤内に形成された難透水層を介した適切

な安定液圧の有効な作用が重要である。 

 特に，土圧式シールドにおいて添加剤として界面活

性剤を発泡させた気泡安定液の場合の難透水層の形成

機構の模式図は，図－2 のように示すことができる 2)。 

さらに，気泡安定液を用いる場合には，下記の2項目

について考慮する必要がある。 

3) 気泡安定液の分離に係る条件 

気泡安定液はチャンバー内土砂に水と気泡を加えた

懸濁液なので，含水量や気泡の添加量が多くなると土

粒子が溶媒内で自重により沈降して分離が生じる。気

泡安定液が分離すると，チャンバー内上部に圧縮性の

大きい気泡が浮上集積して切羽面に有効な安定液圧が

作用しないのみならず，地下水がチャンバー内に切羽

地盤内土砂とともに流入して切羽の崩壊が発生する。 

この気泡安定液の分離現象は，チャンバー内土砂の

粒度分布の変化に着目することで土質力学の観点から

定量的に判断することができる。 

4) 気泡安定液の消泡に係る条件 

掘削対象地盤が例えば土丹と呼ばれる自然含水比の

 
図－2 気泡安定液の難透水層の形成 

掘削直後の切羽面のモデル 気泡浸透後の切羽面のモデル 
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小さい硬質な粘土地盤の場合には，気泡安定液に含ま

れる水分が硬質粘土に吸着されて気泡が消泡する現象

が発生する。気泡が消泡すると気泡安定液の流動性は

著しく損なわれて，切羽面に適切な安定液圧を効果的

に作用することが不可能になる結果，切羽面の崩壊を

招くことになる。 

この気泡安定液の消泡現象は，チャンバー内土砂に

含まれる細粒分の液性限界や塑性限界のコンシステン

シー特性と気泡安定液の含水比をもとにして土質力学

の観点から定量的に判定することができる。 

3.2 トンネル掘削土量管理の土質力学 
第 2 章で述べたトンネル掘削に伴う過剰な地盤損失

や地盤沈下を生じさせない性能は，トンネル掘削土量

の管理と密接に関係している。 

切羽面が大気圧や圧気圧に開放されている開放型シ

ールドの場合には掘削土量の管理は極めて困難である

ので，ペック教授の技術現況報告の中でも触れられて

いない。しかしながら，切羽面が隔壁によって密閉さ

れた密閉型シールドの場合には切羽面での掘削から排

土に至るプロセスがある程度閉じた系を構成している

ので，物理学の質量保存則に着目して考察することが

合理的である。 

一例として，図－3 に示す泥水式シールドの送排泥

機構に着目した質量保存則に基づく掘削土量管理の考

え方は次のように示すことができる。 

図－3 に示す排泥の乾燥質量 moは水の密度をρwと

すると， 

一方，送泥の乾燥質量miは， 

このとき，切羽掘削土の乾燥質量 ms は質量保存則に

より， 

であり，これは通常乾砂量と呼ばれる量を質量表示し

たものである。 

これに対して，トンネル施工計画上想定される，いわ

ゆる理論掘削土の乾燥質量 Msは湿潤体積 V0と湿潤質

量M0と現場の土質調査結果から求めた湿潤密度ρ0と

含水比w0（%）を用いて，次のように求めることがで

きる。 

なお，理論掘削土の湿潤体積 V0 は，シールド掘削断

面積A0と掘削長さL0を用いて次式で求められる。 

したがって，掘削土の乾燥質量に基づく排土率R0（%）

は次式のようになる。 

トンネル掘削土量の管理にあたっては，この排土率R0

を100（%）とすることが土質力学の観点から考えて合

理的である。 

4. まとめ 

本稿では，特集号「シールドトンネルにおける地盤

の挙動と土質力学」の導入として，その趣旨を述べる

とともに，その基礎となるペック教授の教えを詳細に

レヴューしてシールドトンネル掘削プロセスにおける

土質力学の重要性を述べた。さらに，具体的なアプロ

ーチとして，土質力学の観点からシールドトンネル切

羽の安定条件と質量保存則に基づく掘削土量管理の重

要性を要約した。 

参考文献 
1) Ralf, B. P.: Deep Excavations and Tunneling in Soft Ground, Proc.7th 

International Conference on Soil Mechanics and Foundation 
Engineering, Mexico, ISSMFE, pp. 225-290, 1969. 

2) 近藤義正・仲山貴司・赤木寛一：掘削土砂に気泡と水を添加し

た地盤掘削用安定液の開発と適用，土木学会論文集 C , Vol. 64 
No. 3, pp. 505-518, 2008. 

（原稿受理 2025.4.20） 

mo = 𝑄𝑄𝑜𝑜(𝜌𝜌𝑜𝑜 − 𝜌𝜌𝑤𝑤) (1) 

mi = 𝑄𝑄𝑜𝑜(𝜌𝜌𝑖𝑖 − 𝜌𝜌𝑤𝑤) (2) 

ms = mo − mi = 𝑄𝑄𝑜𝑜(𝜌𝜌𝑜𝑜 − 𝜌𝜌𝑤𝑤) − 𝑄𝑄𝑖𝑖(𝜌𝜌𝑖𝑖 − 𝜌𝜌𝑤𝑤) (3) 

Ms =
𝑀𝑀0

1 + � 𝑤𝑤0100�
=

𝜌𝜌0𝑉𝑉0
1 + � 𝑤𝑤0100�

 (4) 

𝑉𝑉0 = 𝐴𝐴0 × 𝐿𝐿0 (5) 

𝑅𝑅0 =
ms

Ms
× 100(%) (6) 

 

 

 

 

 

 

図－3 泥水式シールドの送排泥機構 

送泥体積Qi, 密度ρi 

排泥体積Qo 密度ρo 
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1. まえがき 

本稿では，シールドトンネル掘削における地盤挙動

の数値解析について，主に，掘削要素を用いた有限要

素法解析（以下では，掘削解析という）を取り上げ，

いくつかの解析の例を示す。更に，掘削解析によって

明らかになった，地盤挙動に与えるさまざまな影響要

因を考慮できる簡便な有限要素法解析モデルを示し，

施工時に現場において数値解析によって地盤挙動を逐

次予測し，その予測を施工時のオペレーションに役立

てる方法について考察する。 

本稿では，土や地盤を連続体と仮定する。厳密にい

えば，固体である土粒子と液体である水（間隙水）と

気体である空気（間隙空気）の混合体である土は連続

体ではなく，土を連続体として取り扱うことの是非に

ついては，さまざまな意見があることは事実である。

しかし，本稿では，例えば，物理学者の Jacques Duran

（デュラン）の著書 1)にある「ほとんどの土質力学のエ

ンジニアは，粉粒体物質を連続体と見なす傾向があり，

それを均質な地質の固体に適用されるような通常の古

典力学の法則（摩擦や応力・歪みの塑性変形など）に

従うものとしてとり扱う。この方向性には深刻な問題

を引き起こす場合がある。しかし，実際的な観点から

は利点がある。即ち，十分な安全係数を取りさえすれ

ば，これを用いた単純な計算から，道路のような粉粒

体物質でできたさまざまな構造物の振る舞いを，一般

に予想できるのである。」と同じ立場をとる。なお，筆

者らは 2)，Duran の著書以前に，土質力学が取り扱う内

容を一貫して微分・積分を用いて説明し，この立場を

明確に示している。 

また，本稿では，連続体力学に基づく力学場の保存

則と構成則の連立微分方程式の近似解を数値的に得る

方法の一つである，有限要素法 3)を用いた数値解析の

みを取り上げる。連続体力学に基づく有限要素法解析

において，混合体としての土の挙動を合理的にモデル

化したものとして，飽和地盤を対象とした土〜水連成

解析法がある。飽和地盤の力学挙動を表す土質力学モ

デルは，初めTerzaghi4)（テルツァーギ）によって提案

された。Terzaghi の理論が土要素の連続条件から過剰

間隙水圧を未知数にもつ支配方程式を導いているのに

対し，Biot5)（ビオ）は変位と過剰間隙水圧を未知数に

もつ微小な土要素のつり合い式および要素の体積変化

と排水量の関係を表す連続条件式を導き，二相混合体

の多次元圧密理論を展開した。この土粒子骨格と間隙

水の相互作用を含む力学挙動を表現するBiotが導いた

支配方程式を，有限要素法を用いて解析し，未知量と

しての土粒子骨格の変形と間隙水圧を求める方法が，

Sandhu（サンドゥ）とWilson6)（ウィルソン），Christian

（クリスチャン）とBoehmer7)（ベーマー）によって提

案されている。節点における未知量として得られた土

粒子骨格の変位および間隙水圧をさらに時間的に離散

化する有限要素法解析法を提案した Sandhu らの方法

は数学的に高度に完成されたものであるが，一方で係

数行列内に土粒子骨格の剛性と間隙水の浸透性が混在

しているために，外力載荷直後の非排水解析時には係

数行列の対角線上に 0 項が多く出現し精度の良い解を

得るのが困難であるという欠点を有している 8)。一方，

間隙水圧を要素の重心点で評価するChristian らの方法

は Sandhu らの方法に比べて未知量としての間隙水圧

の計算の精度はやや劣るが，載荷直後の非排水解析が

容易であり，シールドトンネル掘削のように何段階も
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載荷が繰り返される問題には適していると考えられる。

本稿で取り上げる有限要素法解析において，間隙水圧

の挙動を扱った数値解析ではChristian らの方法を用い

ている。 

2. 掘削要素を用いたシールドトンネル

掘削の有限要素法解析 

シールドトンネル工事に伴い発生する地盤の変形挙

動を有限要素法を用いた数値解析によって予測しよう

とする試みは，昔から盛んに行われていた。それらの

解析の多くは，シールドトンネル工事をトンネル横断

面方向あるいは縦断面方向の平面ひずみ問題・軸対称

問題として取り扱い，工事に伴う周辺地盤の変形に影

響を及ばすさまざまな要因を節点外力や節点変位でモ

デル化して解析を行うものである。これらの要因には，

シールド機切羽面における押さえ圧力と土圧の差，シ

ールド機切羽面の切削による応力解放，シールド機周

面とそれに接する地盤との間の摩擦，テールボイドの

発生による応力解放および裏込め注入圧の負荷等があ

る。 

シールド機切羽面における押さえ圧力と土圧の差が

地盤の挙動に及ばす影響に関する解析の例は多くみら

れ，それらの大部分は橋本・高見ら 9)研究に代表され

るようにシールド機切羽面に作用する土圧や切羽の押

さえ圧力を等価な節点力に置き換えて地盤の変形解析

を行い，シールド機接近時の地盤の先行隆起や先行沈

下を解析したものである（図－1参照）。テールボイ

ドの発生，裏込め注入時の応力解放および地盤の押し

拡げに伴う地盤変形を等価節点力を用いて解析した例

には森ら 9)がある。その他の要因に伴う解析も，多く

が等価節点力を用いる方法で行われており，シールド

機切羽面の切削現象 11)，シールド機の掘進に伴う地盤

の変形状況 12)，シールド機周面とそれに接する地山と

の摩擦現象 13)等に関する解析がある。これらは，掘削

以前の地盤の状態を初期条件として個別の要因に基づ

く解析を行っているものである。シールドトンネル工

事の施工過程を考慮した解析の例としては，太田・勝

又ら 14)や亀村・桑田 15)が切羽面における土圧のつり

合いとテールボイド発生に伴う地盤の応力解放と裏込

め注人の両者を等価節点力に置き換えて地盤の経時的 

 
図－1 従来の解析方法のイメージ 

 
な変形解析を行っている。これらの解析は，シールド

トンネル工事に伴い発生する地盤の変形挙動の予測の

ために多くの成果をあげているが，シールドトンネル

工事の施工状況を再現するには至っていない。 

実際のシールドトンネル工事では，シールド機の接

近・通過過程において地盤の応力状態やひずみ状態は

経時的に変化する。また，シールド機の姿勢の変化の

影響とシールド機の周面摩擦の影響がそうであるよう

に，複数の要因が同時に地盤に影響を及ぼす場合が多

く存在する。さらに，シールドトンネル施工時の地盤

変形に加えて，シールドトンネル施工後長期間にわた

って発生する後続沈下等の地盤変形の大部分が，シー

ルド機通過時に生じる地盤の変形や応力状態・ひずみ

状態の変化に起因していると考えられる。したがって，

シールドトンネル施工過程を考慮した解析を行い，シ

ールド機の接近・通過に伴う地盤の応力状態・ひずみ

状態の変化を精度よく定量的に求めることが，シール

ドトンネル掘削に伴う地盤挙動を合理的に予測するう

えで重要である。 

従来，有限要素法によるシールドトンネル工事の施

工過程を考慮した解析が困難であった理由は，シール

ド機掘進状況のモデル化，特にシールド機切羽面にお

ける掘削地山の取り込み現象のモデル化が困難であっ

たためと考えられる。例えば泥水式シールド機切羽面

ではカッターによって切削された地盤が泥水等と共に

シールド機切羽面の取り込み口からシールド機内部に

取り込まれる。有限要素法を用いてこのような現象を

厳密に解析することは，解析の複雑さから現状では不

可能と言わざるを得ない。 

実際のシールドトンネル工事では，シールド機切羽

前方部分のカッター切削等によって地盤が撹乱された

領域が常にシールド機切羽に存在する。著者らは，有

Removing the finite 

elements

Removing the finite 

elements

切⽻圧⼒に相当する
節点⼒を作⽤させる
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限要素法解析において，シールド機要素の切羽部分に

この撹乱領域を想定した掘削要素を配置し，各計算ス

テップで掘削要素および地盤要素を再分割することに

よって，シールド機が掘削地山を取り込みながら掘進

する状況のモデル化を提案した 16)。そして，提案した

解析法を用いて実際の泥水加圧式シールドトンネル工

事の三次元土〜水連成弾粘塑性有限要素法解析を行い，

シールドトンネル掘削における地盤変位，間隙水圧挙

動，シールド機の姿勢の変化挙動の計測値との比較か

ら，これらが精度よく解析できることを示した 17)。さ

らに，シールド機通過時の周辺地盤の有効応力経路等

を明らかにした 18)。以下に掘削解析の概略を示す。 

図－2(a)〜(c)は，掘削解析の切羽掘削と掘削土砂の

取り込みの有限要素法のモデル化を示したものである。

図中赤の斜線がある要素が掘削要素である。 

ある時刻 t において図－2(a)の状態にあるシールド機

要素にジャッキ推力に対応する節点力を作用させると，

シールド機要素は掘削要素および切羽近傍の地盤要素

を押して変形させ，1 計算ステップ dt 時間後には図－

2(b)の状態になる。ここで次の計算ステップ実行の前

に，掘削要素と地盤要素について，シールド機要素の

切羽部分に図－2(a)の掘進前と同じ厚さと形をもつ掘

削要素が存在するように要素の再分割を行うと，結果

的にシールド機が地山を取り込みながら掘進した状況

をモデル化することができる（図－2(c)参照）。この方

法では掘削要素が常にシールド機切羽前面に配置され

るため，泥水加圧式シールド工事の泥水圧力や気泡シ

ールド工事の気泡圧力に相当する圧力を掘削要素に作

用させて，シールド機切羽の泥水圧力や気泡圧力等の

影響を考慮することが可能である。また三次元掘削解

析では，シールド機のジャッキ推力を，現場と同じジ

ャッキ力とジャッキパターンで与えることができる。

このため，シールドトンネル掘削に伴うシールド機の

姿勢の変化が解析できる。 

図－3 は，土〜水連成弾粘塑性三次元掘削解析で得

られた，シールド機掘進に伴うシールド機の姿勢の変

化状況のうち，シールド機の鉛直方向の傾斜角度（ピ

ッチング角度）を示したものである 17)。図中の実線が

現場での実測値，破線が解析値であり，また赤矢印は

工事においてシールド機の掘進が行われた時点である。 

図－2 掘削要素を用いた有限要素法解析 

 

 
図－3 シールド機の傾斜角度 

 

図－3 から明らかなように，シールド機の姿勢の変化

はシールド機掘進時に大きく発生しており，シールド

機停止時にはシールド機の姿勢の変化はほとんど見ら

れない。解析の対象とした工事ではシールド機は水平

方向よりも上向きに掘進しており，その傾斜角度はシ

ールド機の掘進に伴って増加している。このようにシ

ールド機が上向きに掘進しピッチング角度が増加する

状況では，剛性の大きなシールド機の姿勢の変化に伴

いクラウン部ではシールド機が地盤から離れるように

移動するため地盤の応力は減少し，一方インバート部

では地盤の押し拡げによって地盤の応力が増加するこ

とが予想される 19)。そこで，シールド機切羽通過時か

らテールが通過するまでの，解析で得られたシールド

機に接する地盤の応力状態を見ると 18)，シールド機上

方の地盤の有効応力は除荷され，逆にシールド機下部

の地盤は負荷を受け，有効応力は降伏点に達し弾塑性

(a)  t=t0

ジャッキ
推力シールド機

地盤
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挙動が生じていた。このように，シールドトンネル掘

削過程をモデル化した掘削解析を行えば，地盤の変位

や変形，有効応力や間隙水圧の挙動が明らかになり，

シールドトンネル掘削に伴う地盤挙動を土質力学を用

いて詳細に考察することが可能となる。 

3. 掘削解析の例 

3.1 取り込み土量と地盤変位 

掘削解析では，掘削要素の変形と有限要素メッシュ

の再分割の両者を利用することによって，シールド機

が掘削土を取り込みながら推進する状況をモデル化し

ている。掘削要素の体積は各計算ステップ前に有限要

素のリメッシュによって常に同じになるため，例えば，

図－4 に模式的に示すように，掘進前の掘削要素の体

積をV0，掘進後に変形した掘削要素の体積をV1とすれ

ば，V0－V1 が掘削され取り込まれた土量になる。計算

ステップごとの掘削要素の変形量は，掘削要素の剛性

（変形特性）を変化させることによって制御すること

ができるので，掘削要素の材料特性を変えて，シール

ド機の推進速度や取り込み土量を任意に設定できる 21)。

したがって，掘削要素を用いた有限要素法解析では，

シールドトンネル工事の施工管理でよく用いられる次

式の排土率R（%）を自由にコントロールした解析を行

うことができる。 

𝑅 ൌ ௏బି௏భ
൫シールド機の断面積ൈ掘進距離൯

ൈ 100ሺ%ሻ  (1) 

図－5（a）〜（c）は，それぞれ(a)排土率R＜100%，

(b)排土率 R＞100%，（c）排土率 R＝100%の解析にお

ける，シールド機直上の地盤変位の解析結果である。

R＜100%の場合はシールド機切羽前方地盤には隆起が

生じ，逆に R＞100%の場合は沈下が生じている。R＝

100%の場合は地盤変位はほとんど生じていない。仮に，

掘削要素の剛性を極端に小さくすれば，シールド機切

羽前方の地盤が大きく取り除かれたような状況下での

地盤や既設構造物の挙動を，解析で明らかにすること

も可能である 22)。 

この他，掘削要素と地盤の間に泥膜を模した要素を

配置し，その透水係数を変化させることによって泥膜

の形成がシールド機切羽前方地盤の土圧や水圧に与え

る影響 23)を明らかにした例，掘削要素に切羽泥水の密 

 
図－4 取り込み土量の計算 

 

 

図－5 排土率と地盤挙動 

 
度を与え大断面シールド工事における地盤の密度とチ

ャンバー内の泥水の密度の差から生じる地盤挙動を明

らかにした例など，解析結果を用いて掘削に関するさ
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まざまな土質力学的な問題の考察が行われている。 

3.2 三連マルチフェースシールド等の解析 

掘削解析では，双設シールド工事や多円形断面シー

ルド工事のような，複雑な境界条件を有するシールド

トンネル掘削に伴う地盤挙動や既設構造物の影響を解

析することができる。双設シールドトンネル工事の掘

削解析は既に本紙で紹介しているので 27)，ここでは三

連マルチフェースシールド工事および非円形断面の掘

削解析の結果を示す。 

図－6 は，沖積粘性土地盤における三連マルチフェ

ースシールド工事の三次元掘削解析 25)で得られた，地

表面の地盤沈下の計測値と解析値を，シールド機切羽

通過時（1 月 24 日），テール通過時（2 月 1 日），圧密

沈下終了時（4月20日）の時系列で表したものである。

図から，シールド機通過後の圧密沈下を含め，計測値

に近い解析結果が得られていることがわかる。 

この他，非円形（複合円形）円形断面シールドトン

ネル掘削の掘削解析 26)では，横断方向の地盤沈下の影

響範囲が，円形シールド工事における地盤沈下の影響

範囲に類似していることが明らかにされている。 

4. 今後の展開 

筆者らは1996 年から，図－7 に示すように，施工中

にリアルタイムで数値解析を行い，解析結果を逐次工

事のオペレーションに反映させることができれば，工

事に伴う地盤挙動を合理的に小さく抑えることができ

ると考え，研究を行ってきた 28),29)。また，当初は掘削

解析をこれに活用することを想定した。しかし，掘削

解析は，有限要素の再分割のために大きな計算時間を

要するため，近年のパーソナルコンピューターの進歩

をもってしても，現場での施工のオペレーションに使

えるだけの計算速度が得られていない。そこで，掘削

解析等によって明らかになった知見を従来の解析法に

フィードバックし，シールドトンネル掘削における施

工過程を考慮できる簡便な有限要素法解析モデルを提

案しているので，その一つを示す。 

高橋ら 30)は，592 の掘進データと地盤変位の計測デ

ータから，泥土圧式シールドトンネル工事のシールド

機切羽直前の地盤変位には，切羽おさえ圧力と共に掘 

図－6 三連マルチフェースシールド掘削に伴う地盤沈下 

 

 

図－7 マシンオペレーションを補足する数値解析 

 

図－8 考慮する外力（三次元解析） 

 

削土砂を取り組むためのスクリュー圧力が影響してい

ることを明らかにした。そこで，切羽圧力に加えてス

クリュー圧力を外力として用い，シールド機と地盤の

境界を変位境界として，図－8 に示す外力条件で施工

過程を考慮した有限要素法解析を行った。シールド機

の姿勢の変化は節点の強制変位で与えた。また，シー

ルド機の周面摩擦力は掘削解析によって明らかになっ

た値を用い，テールボイドの発生に伴う地盤の応力解

放と裏込め注入は掘削解析と同じ方法で解析した。更

に三次元解析で用いる外力を，単位奥行き当たりの等

価な節点力として作用させた二次元平面ひずみ有限要

素法解析を行い，三次元解析と二次元解析の計算時間 
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図－9 解析結果と計測値の比較 

 

 

図－10 計算時間（秒）の比較 

 

や精度を確認した。 

図－9 は解析結果と計測値の比較の一例を示したも

のである。図から，三次元解析と二次元解析の結果に

大きな違いは見られないことがわかる。どちらも解析

結果は現場計測結果よりもやや大きい変位量を示して

いるが，シールドトンネル掘削に伴う地盤の変位挙動

が解析において概ね再現されていることがわかる。 

図－10 は，提案した三次元と二次元の有限要素法解

析と，同じ工事について行った三次元掘削解析の計算

時間を比較したものである。縦軸は対数軸である。提

案した解析法は，計算時間が飛躍的に短縮されている。

今後は，このように短時間に精度よく地盤挙動を得ら

れる数値解析を，実際の現場のシールド機のオペレー

ションに組み込むことによって，情報化施工の発展に

も寄与できると考えている。 
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1. はじめに 

日本の地下鉄は全国9都市10社で営業しており，42

路線，総延長765km1（2022年）に及ぶ。 そのうちト

ンネル区間は約 90%の 679 km である 1)。東京地下鉄

（株）（以下，東京メトロと呼ぶ。）ではトンネル区間

166.8km の約 30％の 49.3 km がシールドトンネル 2)，

また，大阪市高速電気軌道（株）（以下，大阪メトロと

呼ぶ。）はトンネル区間 115.0 km の約 39％の 44.8km

（リニア地下鉄含む）がシールドトンネルである 2)。地

下鉄工事では，古くから開削工法が適用されてきたが，

高度経済成長期を経て，路上の交通混雑や浅層地下の

インフラ設備の輻輳（ふくそう）に伴い，開削工法の

適用が困難になってきたことから，近年ではシールド

トンネルの適用が主力になっている。 

シールドトンネル工事は，適切に施工されれば，山

岳工法や開削工法等他の工法と比べて，周辺地盤への

影響が少ないことに加え，切羽崩落，ヒービング，盤

ぶくれ等が発生する可能性は稀であり，土質力学から

見て都市部における安全な工法である。また，騒音，

振動等の環境への影響も少ない工法である。 

これまで，地下鉄のシールドトンネル工事は大きな

事故もなく安全に施工されてきたが，都市高速鉄道13

号線（東京メトロ副都心線2008年竣工）を最後に，国

内の工事量は減少し，地下鉄各社ともシールドトンネ

ル工事に携わる技術者が減少している。東京メトロで

は，地下鉄連絡線設置に伴うシールドトンネル工事や

推進工事などにより技術を継承してきたが，将来に渡

りシールドトンネル工事を安全に施工していくために

は，シールドトンネル技術者の育成・教育が不可欠と

考えている。 

2. 地下鉄シールドトンネルの特徴 

地下鉄シールドトンネルの断面は，トンネル通過地

の施工条件のほか，経済性等を考慮したうえで，単線

断面，複線断面等から選定している。具体的には，車

両限界，建築限界のほか，保守待避空間，列車運行に

必要な設備，照明，排水等の諸設備に必要な空間を考

慮して決定されている。各社の車両寸法に大きな差異

がないため，断面の大きさや形状もある程度定まって

いる。東京メトロの場合，単線シールドトンネル外径

約6600 mm，複線シールドトンネル外径約9800 mmで

ある 2)。 

近年，経済性の問題から車両にリニアモーターを用

いたリニア地下鉄を採用する例も増えており，この場

合は大阪メトロの例で単線シールドトンネルの外径が

約5300 mmと小さくなっている 2)。曲線半径や縦断勾

配等は，鉄道の技術上の基準を定める省令 3)により制

限があるため，トンネル通過地の地形・地質や既設構

造物に配慮したトンネルルートの選定が求められる。

近年，都市部の地下は大型埋設物，道路橋や建築物の

基礎等が輻輳しているため，新設するシールドトンネ

ルは，その間を縫うようにルート選定しなければなら

ず，おのずと近接施工が多くなる。この場合には，管

理者の条件に従って近接影響解析を実施し，当該シー

ルドトンネルの応力解放率等を定めて影響を把握して

いる。また，地下鉄は都市部を中心に造られるため，
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図－2 東京メトロにおける路線別建設工法の変遷 4) 

 

 

 

 

 
写真－1 ルーフシールド工法 5) 

 

鉄道や道路の山岳部のトンネルと比べて対象都市の建

設工事のデータや既往の地質調査結果から地盤の特徴

を把握しやすく，過去のシールドトンネル工事を含め

た経験が工事を進めるうえで非常に重要になってくる。 

3. 地下鉄シールドの変遷 

地下鉄のシールドトンネル工事では，1970年代まで

は圧気を併用した開放型シールド工法やブラインドシ

ールド工法により施工されていた。1980年代から密閉

型シールドの泥水式シールド工法，2000年代からは土

圧シールド工法が多く用いられるようなった。 

東京の地下鉄の路線別地下駅の平均深さを図－1に 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 東京における路線別駅（地下部）平均深さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

表－1 東京メトロにおける路線別建設工法の変遷 
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示す。地下鉄は浅深度から築造され，年代を追うごと

に深くなっている。これに伴い，年代別・路線別に建

設工法も変化してきた。東京メトロの例を図－24)に示

す。地下鉄建設で，シールドトンネルが初めて建設さ

れたのは，1957年に施工された丸ノ内線国会議事堂駅

前付近のトンネルの一部であり，断面が半円形上のル

ーフシールド工法であった（写真－1）5)。なお，地下

鉄シールドトンネル工事において円形トンネルが初め

て採用されたのは，1961年，名古屋市営地下鉄覚王山

トンネル工事であった。東京では1964年に東京メトロ

東西線で海に近い軟弱地盤でシールドトンネルが施工

された。同年大阪メトロでも谷町線谷三シールドが建

設されている。東西線では，開放型の圧気式シールド

工法が採用されたが，すべてが手探りで難工事となっ

た。セグメントの設計法もまだ確立されていなかった

ため，若干内空に余裕を持たせていたが，後にこの余

裕代を用いて内巻補強が行われたのは，当時の技術者

に先見の明があったといえる 6)。このように，シールド

工法黎明期は開放型や東京や大阪の軟弱地盤でブライ

ンドシールド工法が用いられていた（表－1）。 

しかし，切羽の土圧管理が難しく安定保持が困難で

あったことや，圧密沈下などの周辺地盤への影響の問

題から，シールド技術の進歩とともに密閉型の泥水式

シールド工法が用いられるようになった。東京メトロ

では，1967年に千代田線でパイロットトンネルをφ

3.1 mの泥水加圧式シールドで施工している。1970年

代後半からは泥水式シールドが多く用いられるように

なり，1978年には，世界に先駆けて有楽町線氷川台

駅付近に直径10 m級の大断面泥水式シールド工法を

採用している（写真－2）5)。この付近の地盤は，地下

水が非常に多く，また地層は砂と礫が交互に層をなし

ており，礫層には直径30 cmほどの玉石が多く混じっ

ていた。このような地盤条件および環境条件から，地

盤沈下等を発生させない工法として泥水式が採用され

たが，当時泥水式は導入初期の時期で中小断面でも切

羽の崩落事故が見られた。そこで，事業者，施工業

者，メーカーで施工研究会を作り，実験のデータを基

にした安全な掘削の検討を行い，現地試験で確認して

から実施工に導入した 7)。 

このころ切羽の安定化以外に，大阪や東京の軟弱地 

 
写真－2 氷川台駅付近泥水式シールド機 5) 

 
盤での地表面の沈下対策で可塑状固化タイプの裏込め 

材の開発やテールブラシの開発が進み，大阪メトロの

中央線の工事で1982年にはじめて裏込め材の同時注

入が用いられた 8)。また，東京メトロでは，沈下の問

題に対してシールド掘進に伴う地盤の変形計測を実施

し，地盤変形の発生機構を明らかにして，予測解析手

法を提案している 9) , 10)。 

1999年に，半蔵門線水天宮前～押上間に東京メトロ

で初めて土圧式シールド工法を採用した 5)。土圧式シ

ールド工法は泥水式シールド工法と比較して掘削土砂

の処理設備がコンパクトにでき，その結果コストを抑

えられるという利点がある一方で，掘削残土の処理方

法によっては工事費が高くなることがある。当該地域

の地層に目を向けると，粘性土層と砂質土層の両方を

含む工区と，ほぼ均一な粘性土層のみの工区に分けら

れた。前者では掘削した土砂を砂礫分と粘性土に分離

して処理できる泥水式が有利であるのに対し，後者で

はその必要がない土圧式で十分と判断した。しかし，

掘進では，切羽圧および土量管理に加えて，裏込め注

入量の管理を確実に行うことが必要不可欠であった。 

4. 地下鉄シールドの変遷 

4.1 側部先行中央搖動三連型駅シールド（東京

メトロ半蔵門線水天宮前駅・留置線部） 
東京メトロの半蔵門線清澄白河駅には，軟弱な地盤

中に留置線の設置が必要であった。道路幅は狭く，道

路交通量も非常に多いことから駅始終端部と留置線端

部に設置する変電所部を立坑型にして開削トンネル区

間を最小限にとどめ，駅部立坑間および留置線部を三

連型シールドで施工した（図－3）。世界初の側部先行 
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図－3 清澄白河駅・留置線部平面図 

 

 
写真－3 泥水式三連シールド機 

 
（回転作動），中央揺動型の泥水式三連シールド機を採

用するとともに，セグメントについても三連シールド

トンネルとしては初めて，鉄筋コンクリートセグメン

トとしたことが特長である（写真－3）。これにより軟

弱地盤でも周辺への影響も少なく安全に施工が行えた。 

4.2 三心円複合円形シールド機（東京メトロ副

都心線明治神宮前～渋谷間） 
東京メトロ副都心線の明治神宮前駅と渋谷駅を結ぶ

複線トンネル（延長738.5m）では，東京メトロにおけ

る最後の新線建設工事として，鉄道複線シールドトン

ネルのあるべき姿を追求し，以下に記述する「複合円

形断面」の複線トンネルを採用したのが特長である。

一般的な円形複線シールドトンネルの直径は約10mで

あるが，列車走行に必要な空間の確保という観点では，

トンネルの上部および下部に鉄道トンネルとしてはあ

まり利用されない空間ができてしまうといった課題が

あった。この空間を可能な限り減らす一方，構造的に

有利な円形の形状特性を活かすことが可能な断面形状

の検討を行った。図－4に示すように，上部，下部およ

び側部の各々に異なる半径を設定し，これを連続的に

組み合わせることで円形断面を押しつぶしたような形

状（複合円形断面）を構成させてトンネル高さを縮小

することを試行した。ここで，トンネル高さを縮小す 

 
写真－4 複合円形断面シールド機 

 

 

図－4 複合円形断面の考え方 

 
ると必然的に断面形状に隅角部が発生してしまうため，

構造的には円形断面の特性を有することに留意しなが

らトンネル幅は 9.7 m に固定する条件で三つの半径の

組み合わせについて検証した結果，幅 9.7 m，高さ 8.4 

mの複合円形断面を導出した。 

また，インバートや側道コンクリート部分の占有面

積を控除した内空面積（トンネル純空間）は円形断面

とほぼ同等程度確保しながら，トンネル断面積は約

10％低減するとともに，さらに，この複合円形断面を

採用したことにより，シールド掘進に伴う発生土量の

抑制という環境負荷低減にも寄与するとともに，都市

部の限られた地下空間をより有効に利用できる一つの

考え方を提案した（写真－4）。 

5. おわりに 

我が国のシールドトンネルの建設技術は，発展を遂

げ，世界でもトップレベルに位置していると考える。

地下鉄のシールドは，これまで多数の工事実績があり，

地盤に応じて適切な工法で安全に工事を遂行してきた。   

しかし，近年では，鉄道事業や道路事業において地表

面に影響を与える事故が発生した。再発防止策を含め 
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a）1980年～2001年 

 

b) 2001年～2024年 
図－5 日本の工法別大断面シールドの実績（φ10m以上） 

た対策など，さまざまな施策に取り組んでいるが，こ

れには国内のシールドトンネル工事が減少し，技術の

継承や技術者の育成が順調に進んでいないことや，急

激な大断面化などが要因と考えられる （図－5）。今後，

国内のシールドトンネルは，大プロジェクトが計画さ

れており，大断面化，大深度化，長距離化など，技術

のさらなる高度化に取り組まなくてはならない。また，

今後は残された地下部分を活用していくことになるた

め，一様の地盤ではなく，巨礫や軟弱地盤等が混在か

つ地下水を有するような地盤の掘削も検討する必要性

が発生する場合も考えられる。シールドトンネルの基

本は切羽の安定を図り，安全に工事を進めることであ

る。ここ数年，建設現場では，生産性の向上や DX に

よる自動化が進んでいるが，改めてシールドンネルの

原理原則に立ち返り，土質工学を含めた工学的視点を

もって，安全に工事を進めていかなければならない。 
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遠藤 啓一郎（えんどう けいいちろう） 首都高速道路（株）更新・建設局 土木設計課 課長代理 

 

キーワード：高速道路，シールドトンネル，地盤挙動，近接施工，併設シールド 

 

1. はじめに 

近年，首都圏をはじめとする都市部において道路な

どのインフラを建設する場合，都市空間の有効活用や

環境負荷軽減の観点などから，トンネルの採用が増え

ている。その際，周辺環境，特に地上への影響を最小

限にするため，非開削工法の中からシールド工法が，

標準的な工法として採用されている。一方，高度に開

発された都市部では既に地下構造物が輻湊（ふくそう）

しているため，こうした構造物に近接した施工となる

ことが多い。また，複数の車線を有する道路トンネル

では，直径10 m以上の大断面トンネルとなる。 

このため，大断面シールドの掘進において，地盤の

挙動を踏まえた近接構造物に対する影響を正確に把握

することは，安全に工事を進めるうえで極めて重要で

ある。しかし，近接による影響は，対象構造物や地盤

条件などによって異なることから，標準的な検討手法

が確立しているとは言い難い。 

本稿では，首都高速道路のシールドトンネルの施工

事例を基に，特に併設シールドトンネルに着目して，

近接施工による地盤挙動，影響検討について述べる。 

2. 地盤挙動を踏まえた近接施工 

2.1 高速道路におけるシールドトンネル 
シールドトンネルは，日本において1900年代前半か

ら採用実績があり，時代とともに実績を重ねてきた。

一方，高速道路におけるシールドトンネルの採用は， 

1997年に開通した東京湾横断道路が初めてであり，他

のインフラと比較して，シールド工法の採用に時間を

要している。これは，高速道路の空間を確保するため

にシールドトンネルが大断面となるため，高度な掘削

技術が求められたことから，技術開発に時間を要した

経緯がある。東京湾横断道路は，当時世界最大径とな

る 14.14 m の泥水式シールド工法で，最新の技術を開

発，取り入れることで無事完工し，大断面シールド技

術の実用化と発展に重要な役割を果たした。 

その後，当初は橋梁構造を想定していた首都高速道

路中央環状新宿線において，沿道環境負荷を最小限に

するためトンネル構造を採用することとしていたが，

さらに地上の交通への影響，コストや工期のバランス

などから，全線の約 7 割にシールドトンネルを採用し

た。その中でも，中落合シールドトンネルでは，建設

当時，世界最大級となる泥土圧式シールドトンネルの

技術が開発され，現在の東京外環自動車道等に至るま

で，多くの実績を残している。また，現在掘進準備を

進めている枚方トンネルでは，トンネル外径約17.4 m，

シールド外径17.6 mの工事が進められており，これま

で以上に大断面化が進んでいる。 

2.2 道路シールドトンネルにおける近接施工 
前述のとおり道路シールドトンネルは一般的に大断

面となるため，特に地下化が進む都市部においては，

道路空間の確保が課題である。加えて，道路空間が確

保できた場合においても，既に存在する地下構造物と

近接した施工となることが多い。 

また，道路シールドトンネルの多くは，上り線や下

り線を構築するために，2 本の大断面シールドトンネ

ルを併設して施工することが，大きな特徴として挙げ

られる。なお，併設においては，地下空間の制約や区

分地上権の設定などから，双方のトンネル離隔が小さ
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くなる箇所や，特殊な位置関係となる箇所においては，

近接施工に起因する相互影響の評価と対策が，特に重

要な課題となる。 

2.3 併設シールドトンネルにおける地盤挙動

のメカニズム 
首都高速道路では，併設シールドトンネルによる影

響検討について，先行トンネルと後行トンネルの離隔

が，後行トンネルの外径（D）の1D以上確保される場

合，先行トンネルへの影響が小さいものと判断し，検

討を省略しており，離隔が0.5D未満の場合，詳細な検

討を実施することとしている。ただし，検討対象地盤

が軟弱地盤の場合や，施工により周辺に重大な影響が

生じる可能性があると考えられる場合には，0.5D～1D

の離隔であっても詳細な検討を必要としている。 

併設シールドトンネルの影響検討においては，後行

トンネルの通過に伴い先行トンネルに一時的に生じる

影響に加え，先行トンネルと後行トンネル双方に長期

的に及ぶ相互干渉の影響を考慮しなければならない。

一時的な影響は，後行トンネルの掘進に起因して発生

する影響であり，切羽の不安定化による地山の呼込み

および押込み，曲線および勾配を有した施工に伴うシ

ールド側面からの地山の押込み，裏込め注入圧などが

主な要因として想定される。一方，長期的な影響とし

ては，双設トンネル構築による土圧および地盤反力が

単一トンネルの場合とは異なる状態となることに起因

する影響を考慮している。これらの影響は，地盤状況

や各トンネルの併設パターンによって異なることが想

定される。  

例えば，トンネルの離隔距離が小さい場合，後行ト

ンネルの掘進による推力等が，先行トンネルに影響を

与える可能性があることから，トンネル周辺の地盤挙

動に留意する必要がある。また，左右にトンネルを併

設する場合，後行トンネルは，先行トンネルの隣接地

盤中を掘削するため，応力の再配分による先行トンネ

ルへのゆるみ土圧が増加する傾向にある。一方，先行

トンネルの位置によって，後行トンネルに作用する側

方からの土圧や地盤反力は，地盤の変位や地山の乱れ

による強度低下に伴い増減する。さらに併設が上下お

よび斜めになる場合には，より複雑な現象となる。 

このため，併設トンネルの位置や離隔が三次元的に

変化する場合は，その影響が複合的に作用し，近接施

工による影響評価がさらに困難となることが想定され

るため，施工にあたっては事前の詳細な調査，三次元

的な検討が求められる。 

2.4 近接影響の検討手法 
首都高速道路では併設トンネルの影響検討にあたっ

ては，実績の多い FEM 解析を基本的な手法としてい

る。影響検討フローを図－1に示す。はり－ばねモデル

を用いて算出される単設トンネルの断面力に，FEM解

析から算出される併設の影響による断面力の増分を加

 
図－1 併設トンネル影響検討フロー 

＜はり－ばねモデルの計算＞
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算し，設計断面力を決定する方法を基本としている。 

FEM解析は二次元での検討を基本としており，先行

トンネルの掘削と覆工，後行トンネルの掘削や裏込め

注入圧の作用を考慮して断面力を算出している。また，

応力解放率の設定は，中央環状新宿線の現場計測結果

とのフィッティング解析によって算定された応力解放

率を参考値として用いることもある 1)。 なお，応力解

放率の設定は，解析結果に大きく影響するため，検討

にあたっては，現場の地盤条件や施工条件が工事によ

って異なることを考慮し，過去の類似事例における検

討結果と整合性を図りながら，各種定数等を設定し，

施工に活かすことが望ましい。   

その他，検討手法において特筆すべき点を以下に示

す。なお，設計においては過去の実績に基づき定めて

いるものが多いが，個々の現場条件との適合性につい

ては検証が十分でない場合もある。したがって，現場

条件が異なる場合，併設トンネルへの影響が設計の想

定を超える可能性を考慮する必要がある。このため，

過去の実績と異なる特殊な線形，地盤条件等が考えら

れる場合には，特に注意が必要である。 

(1) 先行トンネル覆工時の応力解放 
先行トンネルの覆工時においては，後行トンネル掘

削時により後行トンネル側に引き込まれる状態を考慮

するために，（1－α）の応力解放は行わない。 

(2) FEM解析における覆工剛性（EI） 
覆工の剛性については，剛性を小さく設定した場合，

覆工に発生する断面力が小さくなり危険側の設計とな

る傾向があるため，安全側となる適切なEIを設定する。 

(3) FEM解析モデルの領域設定 
モデルの解析領域の設定は，過去の類似する解析実

績に基づき，水平方向の全体幅はトンネル側部から

45 ﾟ＋αの範囲，鉛直方向の下方境界高さは2Dとする。 

3. 併設トンネルの施工事例 

3.1 施工概要 
首都高速道路は，これまで数多くの併設シールドト

ンネルの施工実績を有する。ここでは，その中でもラ

ンプトンネルの線形，位置関係，離隔が三次元的に複

雑に変化しながら先行トンネルに近接するという特殊

な条件下で施工された首都高速神奈川 7 号横浜北線

（以下，横浜北線）の中央に位置する馬場出入口トン

ネルの事例について紹介する。 

横浜北線は，2017年3月に開通した延長約8.2 kmの

自動車専用道路であり，その7割以上の約5.9 kmがト

ンネル構造で，うち約5.5 kmにシールド工法が採用さ

れている。本路線は，横浜市の交通ネットワークの骨

格を形成する横浜環状道路の北側区間に位置し，第三

京浜道路「横浜港北インターチェンジ」から首都高速

神奈川 1 号横羽線「生麦ジャンクション」をつなぎ，

2024年度に事後評価報告書がまとめられた 2)。  

馬場出入口は，横浜北線の港北および生麦の両方向

へのアクセスが可能な 4 枝のランプウェイが現道に接

続するフルランプ構造である。 その平面図を図－2に

示す。横浜北線本線トンネル（以下，本線トンネル）

に接続する馬場出入口は，土被りが40～50 mの位置と

なる。このため，4つの出入口から本線トンネルに接続

する出入口トンネルについても，周辺環境への影響を

最小限に抑えるため，シールド工法が主に採用された。 

限られた用地の制約条件の下，かつ大深度の本線ト

ンネルへ接続するため，各出入口トンネルは，図－2に

示すように急曲線かつ急勾配という特徴を有している。

各出入口トンネルの最大縦断勾配は7%以上で，最小曲

線半径は約50 mである。また，本線トンネルと出入口

トンネルの接続部は，切拡げ工法を用いて本線トンネ

ル側から拡幅している。出入口トンネルのランプシー

 
図－2 馬場出入口全体平面図  

至 横浜港北 

至 生麦 

港北行き出口(B ﾗﾝﾌﾟ) 

生麦行き入口(C ﾗﾝﾌﾟ) 

生麦行き出口(D ﾗﾝﾌﾟ) 

港北行き入口(A ﾗﾝﾌﾟ) 

到達部  

Aランプ Bランプ Cランプ Dランプ

最大縦断勾配 7.38% 7.62% 8.12% 7.47%
最小曲線半径 80.0m 50.2m 50.5m 109.0m
本線トンネルとの最小離隔 1.2m 0.3m 1.0m 0.6m
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ルドが本線トンネルに到達する概要を図－3に示す。 

出入口トンネルは，掘進開始から本線トンネルに到

達するまで急曲線かつ急勾配で離隔が三次元的に変化

しながら本線トンネルに近接するため，出入口トンネ

ルと本線トンネルの位置関係は常に変化する。したが

って，到達部以外においても全掘進区間における本線

トンネルへの影響を正確に把握することが重要となる。 

本稿では，平面的な離隔が約 1.2 m まで近接すると

いう条件に加え，本線トンネルが供用中という条件下

で掘削されたAランプシールドを代表例として述べる。 

3.2 掘進管理 

 到達部における掘進においては，本線トンネルへの

影響を最小限にするため，掘進にともなう周辺地盤の

緩みを極力低減することが重要である。そのため，切

羽土圧の適切な管理とテールボイドへの裏込注入材の

確実な充塡管理および早期の硬化が必要であると考え

た。上記方針にしたがい，A ランプシールドの到達部

の掘進では，図－4に示す掘進管理を実施した。 

3.3 先行トンネルに対する影響検討 
先行する本線シールドトンネルに対する影響検討は，

図－1 に示す首都高速道路の標準的な影響検討フロー

に基づき実施した。二次元FEM解析を用いて，ランプ

シールド掘削による本線トンネルへの影響を増分断面

力として算出し，これに別途はり－ばねモデルによる

自重，土圧，水圧等による断面力と合成することで，

本線トンネルのセグメントの安全性の照査を実施する

手法を採用した。検討の概要を表－1に示す。 

3.4 影響検討を踏まえた施工実績 
影響検討の結果，A ランプシールド掘進時の本線ト

ンネルの許容変形量について，スプリングライン部に

おける水平変形量の最大値を，本線トンネル内空側に

12 mm，外面側に18 mmと定め，これを掘進における

管理値の基本とした。 

A ランプシールド掘進による本線トンネルの最大変

形量は，スプリングライン部で外面側に11.8 mmであ

り，これは事前に算出した最大変形量の 7 割未満とな

 
図－4 Aランプシールド到達部掘進管理 
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：計測点 トータルステーション 基準点 

ランプシールド 

本線トンネル 

平面最小離隔1200 mm 

0m～1.5m 1.5m～2.6m 2.6m～45m 到達までの距離

ロックボルトに接触 薬注ゾーン侵入 到達掘進開始 位置

仮壁の変位を見ながら
低減

切羽土圧

10mm/分～25mm/分 掘進速度

裏込め注入圧

裏込め注入量

裏込め材配合

10mm/分 以下

注入位置の切羽土圧＋0.2 MPa

目標値：テールボイドの130%

早期強度発現型（σ1hr＝0.05N/mm
2
、σ28＝2.50N/mm

2
）

平衡土圧＋予備圧(0.03MPa)
（マシン中心で管理）

 
図－3 ランプシールド到達部概要図 
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った。この施工結果が得られた要因は，事前検討を踏

まえた綿密な掘進管理の実施に加え， Aランプシール

ドが最後の掘進であったため，先行する 3 本のシール

ドの掘進による本線トンネルへの影響を考慮した掘進

管理計画を事前に立案できたことも要因の一つである。 

また，全てのランプシールド掘進に共通した変形量

の特徴として，掘進時の影響は小さく，掘進後に影響

が大きくなり，シールド通過後の残留変位が最大変位

を示す結果となった。  

4. 施工実績を踏まえた影響検討 

馬場出入口シールドは，本線シールドと位置や離隔

が三次元的に変化しながらに近接し，併設して掘削さ

れるため，シールドの掘進による地盤および併設する

トンネルへの影響は三次元的な挙動となる。この影響

を適切に把握するためには，三次元モデルによる解析

を実施することが望ましいと考える。そこで，施工後

に施工状況を踏まえた三次元 FEM 解析を用いて地盤

挙動の再現を試みた。本線トンネル内に設置した代表

的な計測点［1］から［3］3)における計測値，はり－ば

ねモデルによる検討結果，三次元 FEM 解析を比較し

た結果を図－5および図－6に示す。 

比較の結果，はり－ばねモデルによる検討結果は安

全側の評価となるものの，特に計測点通過前の挙動を

過大に評価する傾向がある。三次元FEM解析では，現

場の状況や施工時のトンネル掘進の影響を考慮するこ

とで，地盤挙動をより適切に再現できることがわかる。 

5. おわりに 

本稿では，地下高速道路のシールドトンネル掘進に

おける地盤の挙動ならびに影響検討について，施工実

績に基づき，併設されるトンネルに求められる留意す

べき事項をまとめた。 

高速道路のシールドトンネルは，大断面であること，

加えてシールドトンネル同士の併設，既存の構造物へ

の近接施工といった特有の条件下で施工されることが

多く，施工による影響が複雑となる要因が多い｡首都高

速道路においては,今後都市内で,日本橋シールドや新

京橋連結路シールドの施工が予定されている。地下鉄

をはじめ多くの輻湊する地下構造物に近接するため,

これまで以上に精度の高い影響検討,施工が求められ

る｡また，他高速道路会社においても国内最大級のシー

ルドトンネルの発進が予定されており，安全なシール

ドトンネルの施工に向けた技術の一層の発展が望まれる。 

本稿が，今後のシールドトンネルの掘進管理に関す

る検討の一助となれば幸いである。 

参考文献 
1) 田嶋仁志・岸田政彦・川田成彦・小林靖典・斉藤正幸：併設シ

ールドトンネルの影響評価方法に関する検討，トンネル工学

研究・報告集，第13巻，pp. 407-412, 2003. 
2) 首都高速道路株式会社，https://www.shutoko.co.jp/company/ente

rprise/road/committee/2024 
3) 遠藤啓一郎・赤木寛一・Alireza AFSHANI・土橋浩：離隔が三

次元的に変化する併設トンネルおける新設シールド掘進の影

響評価，土木学会論文集F1（トンネル工学），Vol. 77，No. 1，
pp. 60-75，2021.  

（原稿受理 2020.5.1） 

表－1 二次元はり－ばね解析の検討概要 

 シールド掘進時 シールド通過後 

荷重 

土水圧+掘進時の計画切
羽圧の 30%～100%が側
方から作用 
計画切羽圧は主働土圧＋
水圧 

土水圧 
（A ランプ近接側の側方
土圧を0%～50%に低減） 

地盤ばね 全周設定 Aランプ通過側90度を除
いた範囲 

許容応力度 長期許容応力度に対して評価 

 

 
図－5 本線トンネル天端（クラウン部）の鉛直変位の比較 

 

図－6 本線トンネルスプリングライン部の水平変位の比較 

 

-14
-12
-10

-8
-6
-4
-2
0
2

7/18 7/28 8/7 8/17 8/27 9/6

本
線

上
部

の
鉛

直
変

位
量

(m
m

)

計測日

解析値① 解析値② 解析値③
計測値① 計測値② 計測値③

本線

( - )

Aランプ

(+)

はり―ばね解析値

[2] [3][1]

解析値[1] 解析値[2] 解析値[3]
計測値[1] 計測値[2] 計測値[3]

-19
-16
-13
-10
-7
-4
-1
2
5
8

11

7/18 7/28 8/7 8/17 8/27 9/6

本
線

車
道

部
の

水
平

変
位

(m
m

)
計測日

解析値① 解析値② 解析値③
計測値① 計測値② 計測値③

本線
(+)( - )

Aラン

プ

はり―ばね解析値

[2] [3][1]

解析値[1] 解析値[2] 解析値[3]
計測値[1] 計測値[2] 計測値[3]

https://www.shutoko.co.jp/company/enterprise/road/committee/2024
https://www.shutoko.co.jp/company/enterprise/road/committee/2024


 

 21 73 (7), 2025 

 

報告 
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キーワード：シールドトンネル，掘進管理，影響予測 

 

1. はじめに 

 本稿では，鉄道シールドトンネルを対象として，掘

進管理と影響予測解析に関する取組みを報告する。 

 2章「掘進管理に関する取組み」では，まず中央新幹

線におけるシールドの概要を紹介するとともに，シー

ルド掘進における主たる管理項目のうち，切羽土圧，

泥土の品質・性状，掘削土量および裏込め注入に関す

る実現場での取組み例を紹介する。一方，3章「影響予

測解析に関する取組み」では，鉄道分野における基準

や関連図書を紹介するとともに，鉄道総研が取り組ん

でいる研究のうち，トンネル交差部の影響予測解析，

軟弱地盤における長期挙動予測解析について紹介する。 

2. 掘進管理に関する取組み 

2.1 はじめに 

中央新幹線は，既に高度に市街化された首都圏，中

京圏において，鉄道で初めて大深度地下使用の認可を

受け，シールド工法でトンネルを構築している。 

しかし近年，シールド工事に起因した陥没事故が複

数事例発生し，これを受けて 2021（令和 3）年には設

計・施工に関する技術的知見を取りまとめた「シール

ドトンネル工事の安全・安心な施工に関するガイドラ

イン」（以下，「ガイドライン」と記す）が作成された。

本章では，類稀な大口径，大深度，高水圧，長距離シ

ールド工事における掘進管理計画の概要を報告する。 

2.2 中央新幹線のシールドの概要 

 首都圏では，東海道新幹線の駅直下に設ける品川駅

から神奈川県相模原市内に設ける次の駅までの約 37 

kmを4工区に，その駅から相模川左岸までの約 3.6 km

を 1 工区，中京圏では，愛知県春日井市内から名古屋

駅までの約20 kmを3工区に分け，シールド工法で施

工する（図－1，図－2）。 

 シールド形式は地盤条件，施工条件等を考慮し，中

京圏の一部で泥水式を採用したが，他の工区では，主

たる添加材を気泡とする泥土圧としている。 

 

  
                     図－1 首都圏の位置図                                図－2 中京圏の位置図 
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2.3 シールド掘進管理計画 

 ガイドラインに準拠したうえで，各工区特有の施工

条件を考慮し，かつ，有識者で構成される「トンネル

施工検討委員会シールドトンネル部会」での審議を踏

まえ，掘進管理計画を策定している。このうち，首都

圏で主として固結シルト層を掘進している工区の主な

考え方を示す。 

(1) 切羽土圧管理 

切羽土圧の管理は，数多の掘進管理項目の中でも特

に重要であると考えている。固結シルト層とその一部

に介在している砂質土層では，それぞれ作用する水圧

も土圧も異なると考えるが，地盤そのものは硬質で自

立性が高いことから，介在砂質土層の間隙水圧を保持

することで切羽の安定は確保できると考えている。そ

して，その間隙水圧は掘進停止時に計測される停止時

土圧とほぼ等しいものと考え，正しい停止時土圧の把

握に努めている。 

よって，管理土圧は，停止時土圧に土圧と変動圧を

見込むこととし，土圧は緩み土圧程度の鉛直土圧に適

度な土圧係数を見込み，粘着力は評価していない。 

 なお,このような条件下で掘進した事例はなく,既往

の知見もないことから,絶えず,掘進データの分析と検

証に努め，必要に応じて適宜見直しを図る予定である。 

(2) 泥土の品質，性状管理 

 安定した泥土圧シールドの掘進に不可欠である泥土

の塑性流動性を管理するため，チャンバー内から泥土

を直接採取できる「土砂サンプリング装置」を新たに

開発し，すべての泥土圧シールドに装備した（図－3）。   

装置の構造は工区によって異なり，加圧状態でサン

プリングできるものとできないものがあるが，各工区

で適切に活用し，掘進管理に反映している。詳細は今

後改めて報告したい。 

(3) 掘削土量管理 

掘削土量は理論土量を設定したうえで，これと計測

された排土量とを比較する，取込み率で管理すべきで

あるが，平均からのばらつきで評価する，所謂トレン

ド管理で行われることが一般的であった。それは，理

論土量は事前調査では完全に地盤を再現できないこと

や，間隙水や添加材の挙動，更には余掘りした土量の

取込み等について高精度に把握する方法が確立されて 

 
図－3 土砂サンプリング装置の例 

いないことによると考えている。 

しかし，ガイドラインには「排土量管理の精度の維

持・向上（中略）に努めることが必要である」と記載

された。このため，土砂サンプリング装置を活用し，

各種条件を仮定するなどして理論土量と取込み率の精

度向上を目指して取り組んでいる。こちらも詳細は改

めて報告したい。 

(4) 裏込め注入管理 

 従来の一般的な浅深度シールドでは，裏込め注入率

はテールボイドの 130～170%程度，注入圧は切羽圧＋

200 kN/m2とされている。しかし，大深度硬質地盤で自

立性が高く，地表面の変状計測の結果を掘進管理に直

ちにフィードバックできないこともあり，これまでの

延長線で管理することはできないと考えている。 

現在，初期掘進および本掘進で得られたデータを検

証しているが，注入圧については切羽土圧の変動やテ

ールシールの状況に注視しながら設定している。また，

注入率についてはコピーカッターで余掘りした分を含

めた掘削外径を基準としたうえで，余掘り土量の取込

み率を考慮しながら整理している。 

2.4 まとめ 

 大口径，大深度，高水圧，長距離というこれまでに

例のないシールド工事における掘進管理計画の概要を

簡単に紹介した。現時点（令和 7年 3月末）での総掘

進延長は首都圏が約2.7 km，中京圏が約0.5 kmで全体

の一割にも至っていない。しかし，これまでのシール

ド工法の基本を忘れずに，中央新幹線特有の条件を踏

まえつつ，データの分析と検証に努め，掘進管理の精

度を高めていきたいと考えている。 
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3. 影響予測解析に関する取組み 

3.1 はじめに 

 現在，鉄道分野におけるシールドに関わる基準や関

連図書はさまざまなものがある。主なものとして，新

設設計の基準については，近年，性能照査型設計体系

が導入された「鉄道構造物等設計標準（トンネル）」に

統合された。より具体的な方法については「鉄道構造

物等設計標準・同解説（トンネル） シールド工法編」

1)にて解説するとともに，計算例なども整備したところ

である。また，他の構造物と共通でまとめた書籍であ

るが，維持管理については「鉄道構造物等維持管理標

準・同解説（構造物編）トンネル」2)において，近接施

工については「都市部鉄道構造物の近接施工対策マニ

ュアル」（以下，「近接施工マニュアル」と記す）3)を整

備している。これらの2冊については，発刊から15年

以上が経過しているものの，現在もさまざまな場面で

広く活用頂いている。 

 近接施工マニュアルについて更に触れると，この書

籍では，新設構造物の種類毎に図－4 のような近接程

度の区分図を示しており，近接施工にあたるか否かを

簡易に判定することができる。新設構造物が「要注意

範囲」または「制限範囲」と重なる場合が近接施工に

あたる。また，近接施工にあたる場合には，影響予測

と対策検討を行うこととしており，このための影響予

測解析法や対策事例，計測監視の方法も掲載している。 

 図－4のような基軸となる影響評価の方法について

は，汎用性が非常に高く，永続的に利用され続けると

考えられている。しかし一方で，影響予測解析法や対 

 

図－4 近接程度の判定区分図の例 3) 

策事例，計測監視の具体的な方法の部分については，

技術の進歩とともに改良が進められ，さまざまな方法

が提案されている。 

 新設設計については，前述したように近年に基準が

改訂されたため，このような新たな方法は概ね文献 1)

に取り込まれている。本章では，近接施工，維持管理

に関わる影響解析法の研究の取組みとして，著者らが

取り組んでいるトンネル交差部の影響予測，軟弱地盤

における長期挙動予測についての概要を紹介する。 

3.2 トンネル交差部の影響予測解析 4) 

 都市部にトンネルを新設する場合，既設トンネルの

ごく近傍に交差して建設せざるを得ない場合があるが，

近年は，地下空間利用の過密化に伴い，その離隔が小

さくなる傾向にある（図－5）。このような近接施工の

場合，地盤変位を抑制するため，あらかじめ薬液注入

による地盤改良などの実施が検討されるが，特に，既

設トンネルとの離隔が 10 m 以下のような非常に近接

する場合は地盤の変形を予測することが難しいため，

地盤条件に応じた定量的な検討が困難であった。 

 文献 4)は，このような場合にも定量的に影響程度を

予測し，合理的に設計施工するための影響予測解析を

検討した事例である。この解析手法には，トンネルを

三次元モデルで精緻にモデル化しつつ，中間地盤の相

互作用はばねで表現したという特徴がある（図－6）。 

 

図－5 トンネル同士の交差のイメージ図 

 

図－6 影響評価のシミュレーション例 

Ⅰ：無条件範囲
Ⅱ：要注意範囲
Ⅲ：制限範囲
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a) シールド通過前 

 
b) シールド通過後 

図－7 相互作用ばね値の算定方法の概念図 

 新設シールドと既設トンネルが非常に近接する場合

には，トンネルの形状や構造とともに，新設シールド

近傍に少なからず発生する緩み領域の影響が無視でき

ない。これらを全て精緻にモデル化すると計算コスト

が膨大となるため，文献 4)では，シールド通過後は安

全側に緩み領域内の地盤はないものと仮定し，シール

ド通過前後の地盤の安定度に応じてばねの硬さを変化

させることで表現している（図－7）。この精度につい

てはトンネルの近接工事を模擬した土槽実験により検

証しており，交差位置に近づくにつればねが軟らかく

なる傾向や既設トンネルに生ずるひずみなどを適切に

再現できることを確認している。 

3.3 軟弱地盤における長期挙動予測解析 5), 6) 

 都市部の軟弱地盤中に建設されたシールドトンネル

には，トンネル施工後に生じた変状と施工中に生じた

変状がある。トンネル施工後に生じた変状の場合は，

セグメント覆工に生じる変形やひび割れ等の変状の進

行性が大きい場合が多く，対策が必要となる場合があ

るが，施工中に生じたひび割れとの区別が困難である

という課題があった。文献 5)，6)は，圧密に伴うトン

ネル施工後の変状進行を予測できる再現解析法と，ト

ンネル施工中に生じた変状を推定する接触解析法を検

討した事例である。再現解析法は，トンネルの長期間

の地盤の圧密に伴って生じる変形の解析とひび割れ進

展解析を組み合わせたもので，圧密によって生じたひ

び割れの位置が特定でき，時系列で覆工の応力増分を

把握することができることを確認している（図－8）。

また，接触解析法によるシールド機と覆工の接触シミ 

 

図－8 再現解析法の流れ 

 

図－9 接触解析法の概念 

ュレーションにより，施工中のシールド機の姿勢コン

トロールによって生じたひび割れを検証することがで

きることを確認している（図－9）。 
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報告 

電力シールドトンネルにおける地盤挙動と土質力学 

Ground behavior and geotechnical mechanics on the power shield tunnel 

 

岡 滋晃（おか しげあき） 東京電力ホールディングス（株） 土木・建築統括室 

 e-mail: oka.shigeaki@tepco.co.jp  

伊藤 喜広（いとう よしひろ） 東電設計（株） 社会基盤ユニット ジオフロント本部 

 

キーワード：地中送電用トンネル，中位の粘性土，有効土圧 

 

1. はじめに 

東京電力パワーグリッド（株）（以下，東電PGと称

する）は，1964 年の東京五輪前後から始まった首都圏

の電力需要増に対応するために，地中送電線路の建設

を進めてきた。図－1に示すように，地中送電ケーブル

を収容し管理用の通路を有する地中送電用トンネルの

設備量は，2018年度末で約420 kmに達している。 

東電 PG の地中送電用トンネルは都市部に多いこと

から，建設工法も都市トンネル工法であるシールド工

法によるものが全体の半分程度を占めている。図－2

に示すように，地中送電用トンネル内には電力用ケー

ブルが収容されるが，外径は最大でも5 m 程度で規模

としては中小径である。しかし，都心湾岸部の深度40 

m 付近には，N 値が4≦N＜8 の中位の粘性土と呼ばれ

る粘性土地盤が分布する場合がある。このため，トン

ネル掘進後にセグメントに発生する荷重を把握し，適

切な荷重のセグメント設計への反映が課題となってい

た。 

セグメント設計時に考慮すべき荷重については，ト

ンネル周辺の土質条件や地下水位等の条件のほか，既

往の設計実績に基づく緩み土圧の適用等が挙げられる

が，詳細は設計者の工学的判断に委ねられている。し

たがって，安全側となる考え方を採用して土水一体か

つ全土被り圧による設計を行うと，セグメント厚さが

不合理に厚くなることや，RC セグメントでは構造が成

立せず合成セグメントの採用を検討する場合がある。 

一方，中位の粘性土地盤に建設されたシールドトン

ネルで，過去に実施された土水圧の計測結果によれば，

セグメントには静水圧程度の水圧が作用し，鉛直有効

土圧は全土被り圧以下であったとの報告がある。この

ことから，自立性が高い場合の中位の粘性土地盤では，

全土被り圧以下の鉛直有効土圧を設計で適用できる可

能性があると考えられる。 

以上を背景として，東京電力ホールディングス（株）

では過去，中位の粘性土地盤での 3 か所のシールド工

事における土水圧の計測を実施している。本稿では，

計測事例とともに中位の粘性土地盤でセグメントに発

生する土圧の挙動を検討した内容について報告する。 

 

図－1 地中送電用トンネルの設備量1) 

 

 

図－2 電力と通信のインフラトンネルの比較1) 
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2. 中位の粘性土地盤における掘進時の

土水圧の現場計測 

2.1 計測概要 

図－3～図－5に，地中送電用トンネルにおいて，中

位の粘性土地盤を通過し，かつ土水圧の計測を実施し

た 3 か所のトンネル（以降，トンネル A～C と称す）

の計測断面と土水圧の計測配置を示す。トンネルCは，

地質区分上は有楽町層（粘性土層）で施工されたが，

N 値は 4 以上であり，七号地層（粘性土層）に相当す

る地盤条件であった。また，いずれのトンネルにおい

ても土圧計測にはパッド式土圧計，水圧計測には間隙

水圧計を用いた。特に，土圧計ではテール通過時の裏

込め注入材を介して，地山側からセグメントに作用す

る圧力を計測した。一方，間隙水圧計では，後続台車

が通過した後，セグメントおよび裏込め注入層を削孔

し地下水をシールド内に導水して水圧を計測した。し

たがって，土圧計の計測値は，セグメントに作用する

土圧と水圧の合計であり，間隙水圧計で得られる計測

値は，セグメントに作用する水圧となる。このことか

ら，土圧計の計測値から間隙水圧計の計測値を差し引

いた値をセグメントに作用する有効土圧とみなした。 

2.2 計測結果 

図－6 にトンネル A～C の土圧計測結果と間隙水圧

計測結果を示す。 

図－6 に示したトンネル A～C の間隙水圧計測結果

より，全てのトンネルで裏込め注入圧の影響を受ける

が，数日後にはほぼ一定値に収束していた。また，い

ずれのトンネルにおいても間隙水圧は静水圧とほぼ同

等となった。そこで，図－6 には，土水圧が概ね一定と

なる時期における，土圧計の計測値から間隙水圧（間

隙水圧計の計測値を土圧計位置の静水圧に換算した値）

を差し引いた有効土圧を併記した。 

図－6 の土圧計測結果と間隙水圧計測結果の比較よ

り，セグメントに作用する土水圧の大部分は間隙水圧

が占めたことがわかる。さらに，土水圧から間隙水圧

を差し引いた鉛直有効土圧は数十 kN/m2程度であり，

今回の土被り厚さが 20 m 以上ある現場の全土被り圧

と比較しても非常に小さな計測結果となった。 

以上より，トンネル掘削深度付近の中位の粘性土地

盤は土水分離地盤として扱うことができ，セグメント

には，土水圧から静水圧相当の間隙水圧を差し引いた

鉛直有効土圧が作用すると考えられる。 

     

（a） 計測断面              （b） 土水圧の計測配置 

図－3 トンネルAの計測概要 2) 

 

     

（a） 計測断面              （b） 土水圧の計測配置 

図－4 トンネルBの計測概要 3) 

 

     

（a） 計測断面              （b） 土水圧の計測配置 

図－5 トンネルCの計測概要 4) 
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3. 二次元剛塑性解析による有効土圧の

挙動の把握 

3.1 挙動把握に使用する解析モデル 

前章に示した現場計測結果より，中位の粘性土地盤

のシールド工事では，セグメントに作用する鉛直方向

の土水圧を分離して扱うことができ，土圧を鉛直有効

土圧，水圧を静水圧として扱うことができると考えら

れる。そこで，金子ら 5)の研究を参考に，トンネル横断

面を対象とした二次元剛塑性解析により，地盤の有効

土圧の挙動を確認した。 

構成則には，関口と太田 6)が提案した粘性土の降伏

関数を破壊基準に適用する，いわゆる関口・太田モデ

ルを使用した。また，図－7に示すように，解析モデル

はトンネル断面を二次元の半断面でモデル化した。解

析領域の大きさについては，解析領域の右端および下

端の境界の影響がトンネル位置で現れていないかを，

解析における変位速度の発生状況を参考にして設定し

    
（a） トンネルA2） 

 

    
（b） トンネルB3) 

 

    
（c） トンネルC4) 

図－6 各トンネルの土圧計測結果（左）と間隙水圧計測結果（右） 

 

0
100
200
300
400
500
600
700
800

0 28 56 84 112 140

土
圧

(k
N

/m
2 )

計測日数(日)

計測結果(甲リング)

テール通過

計測結果(乙リング)

甲リング 乙リング

土圧計の位置

裏込め注入

【有効土圧算定】

甲:440-392=48(kN/m2)
乙:426-392=34(kN/m2)

0
100
200
300
400
500
600
700
800

0 28 56 84 112 140

間
隙

水
圧

(k
P

a)

計測日数(日)

計測結果

静水圧

裏込め注入

水圧計の位置

【有効土圧算定】

計測値を土圧計位置の静水圧

に換算すると392(kPa)となる．

0
100
200
300
400
500
600
700
800

0 5 10 15

土
圧

(k
N

/m
2 )

計測月数(月)

計測結果(左)

計測結果(右)

土圧計の位置

テール通過

左 右

【有効土圧算定】

左:219-200=19(kN/m2)
右:223-213=10(kN/m2)

※テール通過直後から0.5月ピッチでプロットした結果

0
100
200
300
400
500
600
700
800

0 5 10 15

間
隙

水
圧

(k
P

a)

計測月数(月)

計測結果(左) 静水圧(左)

水圧計の位置

計測値を土圧計位置の静水圧

に換算すると，以下となる．

左は200(kPa)，右は213(kPa)

※計測開始後から0.5月ピッチでプロットした結果

計測結果(右)

静水圧(右)

左
右

0
100
200
300
400
500
600
700
800

0 2 4 6

土
圧

(k
N

/m
2 )

計測日数(日)

計測結果

テール通過

土圧計の位置

裏込め注入

【有効土圧算定】
655-608=47(kN/m2)



 

 28 73 (7), 2025 

 

た。その結果，水平方向の解析領域の大きさはトンネ

ルの土被り厚さ程度とし，トンネル下端から解析領域

下端までの大きさは外径の3 倍程度とした。 

地盤掘削のモデル化は，掘削面に均一の単位変位速

度 1.0 をトンネル中心方向に向けて各節点に強制的に

与えることで模擬した。 

表－1 にトンネル通過地層における入力物性値を示

す。入力物性値は，地質調査結果による設定を基本と

したが，一部の入力物性値は有効土圧の計測結果から

の逆解析により同定した。 

なお，地下水面は図－3～図－5に示すように，トン

ネルAとトンネルC は地表面付近にあることから，解

析では便宜上，地下水面を地表面に設定した。また，

トンネルB は海水面に設定した。 

3.2 解析結果と挙動の考察 

トンネル周辺地盤の挙動として，図－8 にせん断応

力比が極大となり破壊する要素の解析結果を示す。同

図でせん断応力比が極大となり破壊する要素のみを示

した理由は，今回ターゲットとしているトンネル上半

に作用する鉛直有効土圧との関連が強いと考えられる

ためである。図－8に示すように，せん断応力比が極大

となり破壊する範囲は，トンネル上半から斜め方向に

立ち上がり，ある程度進んだ位置から地表面に向かっ

て鉛直に立ち上がるエリアが該当する。以上のような

地盤の挙動により発生した有効土圧は，表－2 に示す

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a） トンネルA                         （b） トンネルB                        （c） トンネルC 

図－7 解析モデル 

 

表－1 入力物性値 

物性値 単位 トンネルA トンネルB トンネルC 設定根拠 

湿潤単位体積重量 γt kN/m3 17.0 17.0 17.2 地質調査結果より設定 

非可逆比 Λ － 0.890 0.900 0.940 地質調査結果より設定 

限界応力比 Μ － 1.109 1.2 1.28 𝑀 ൌ 6 sinሺ𝜙ᇱሻ /（3െ sinሺ𝜙ᇱሻ） 

過圧密比 OCR － 1.70 2.0注1） 1.30 地質調査結果より設定 

先行時静止土圧係数 K0 － 0.53 0.50 0.46 𝐾଴ ൌ 1 െ sinሺ𝜙ᇱሻ 

原地盤静止土圧係数 Ki － 0.68 0.69 0.53注2) 𝐾୧ ൌ 𝐾଴ ൈ 𝑂𝐶𝑅
଴.ହସ ୣ୶୮൫ିூ౦/ଵଶଶ൯ 

有効内部摩擦角 ϕ' ° 27.9 30.0 35.5 地質調査結果より設定 

塑性指数 Ip － 15.4 20.0 - 地質調査結果より設定 

注1) トンネルBは逆解析により同定した。 

注2) トンネルCは既往文献をもとに設定した。  
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ように，2 章で示した計測結果とほぼ一致する。この

ことから，自立性が高い場合の中位の粘性土地盤では，

全土被り圧以下の鉛直有効土圧を設計で適用できると

考えられる。 

4. おわりに 

現場計測結果より，中位の粘性土地盤のシールド工

事では，セグメントに作用する鉛直方向の土水圧を分

離して扱うことができることが示唆された。また，二

次元剛塑性有限要素解析により，自立性の高い中位の

粘性土地盤における地盤の挙動を表現することができ

た。紙面の都合上割愛したが，上述の成果をもとに著

者らは手計算により有効土圧の計算手法も開発してい

る 7)。このような地盤におけるシールド掘削工事は今

後も発生すると考えられる。したがって，今後も引き

続き，安全かつ安心なトンネル構造物の施工および構

築のため，設計上考慮すべき土圧の精度向上を検討す

る予定である。 
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表－2 有効土圧の解析結果と計測結果の比較 

トンネル 
解析結果 計測結果 

(kN/m2) (kN/m2) 

トンネルA 55.8 34 

トンネルB 47.8 47 

トンネルC 18.6 8~16 

 

         

（a） トンネルA                        （b） トンネルB                       （c） トンネルC 

図－8 せん断応力比が極大となり破壊する要素の解析結果 
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泥水式シールド工事における地盤挙動と土質力学 
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キーワード：泥水式シールド，地盤挙動，泥水性状管理，切羽圧管理 

 

1. はじめに 

本稿では，泥水式シールド工事における地盤挙動と

土質力学と題して，シールド掘進時における泥水性状

管理，切羽圧管理，掘削土量管理と地盤挙動に着目し，

具体的な施工事例を含めて土質力学の観点から泥水式

シールドの掘進管理について紹介する。 

2. 泥水式シールドの切羽安定機構 

2.1 泥水式シールドの切羽安定メカニズム 
泥水式シールドのチャンバー内は管理された泥水圧

と比重等を持つ泥水によって満たされ，密閉加圧状態

において切羽安定を図っており，次に示す三つの作用

の総合的な効果によって保持されている（図－1）。 

 

・泥水圧により土圧および水圧に対応する 

・泥水が切羽面に不透水性の泥膜を作り，泥水圧を

有効に作用させる 

・泥水が切羽面からある程度の範囲の地盤に浸透し

て切羽に粘着性を与える 

したがって，切羽安定機構には，切羽安定に最も有

効な泥水性状（比重，ろ過特性，粘性，砂分含有率等）

の調整と切羽の土圧および水圧に対抗した泥水圧の調

整保持機能が必要不可欠となる。 

2.2 泥膜および泥水浸透域による切羽安定 
泥水式シールドでは，チャンバー内の加圧された泥

水が地山への浸透に伴い，泥水中の砂分や粘土分が地

山の間隙に目詰まりし，ろ過されることにより，切羽

面に透水係数が非常に小さい泥膜が形成される。この

泥膜形成によって，切羽面における圧力損失が軽減さ

れるため，泥水圧力が有効に作用し，切羽面の変形お

よび崩壊を防いで安定を確保している。 

Müllerらは切羽のろ過形態１） を以下の3タイプに分

類している。 

・タイプ1：泥水の浸透がほとんどなく，泥膜のみ形成 

 されるもので，透水係数の小さい粘性土が該当する 

・タイプ2：地山の間隙が大きく，泥水は浸透するのみ 

 で表面ではろ過されず，泥膜の形成がないもので， 

透水係数の大きな砂礫層が該当する 

・タイプ3：タイプ1とタイプ2の中間で泥水が浸透 

しつつ泥膜を形成されるもので，砂質土が該当する 

泥水式シールドでは，切羽に泥膜が形成された後に

カッターによって連続して切削されて新しい切羽が現

れる。泥水式シールドのカッターフェイスは，直径に 

 

 
図－1 泥水式シールドの切羽安定メカニズム 
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より回転数は変わるが，ビット取付け箇所数から平均

すれば，同一箇所を掘削する時間間隔は約10～15秒と

なる。一方，既往の実験２)では，有効な泥膜の形成時間

は 1～2 秒であり，中間状態の場合でも 2～4 秒後には

有効な泥膜が形成されることが確認されており，ある

間隔で切羽が切削されても十分に泥膜は形成される。 

2.3 泥水性状および切羽圧の管理 
泥水シールド掘進時における地盤挙動を最小化する

ためには，土質に適合した泥水性状で適正な切羽圧を

保持しながら掘進することが重要である。特に，細粒

分含有率や均等係数が小さい地盤，透水性が高い地盤

では切羽崩落リスクが高いため，泥水性状と切羽圧の

管理には注意が必要である。また，シールド掘進時の

逸泥や配管閉塞発生時，掘進開始時やセグメント組立

てにおけるジャッキ操作時には泥水圧が変動するため，

変動を考慮して管理範囲内に収める管理が必要となる。 

泥水の品質管理の基本は，地盤種別に応じた泥水の

比重（密度）と粘性の管理である。 

泥水の粘性管理には，通常ファンネル粘度が用いら

れている。ファンネル粘度は，イールドバリューに影

響を受け，イールドバリューが大きくなるとファンネ

ル粘度も大きくなるが，その程度は含まれるベントナ

イトや粘土，高分子材料を使用する場合にはその種類

によっても異なる。したがって，掘進中の日常管理と

してファンネル粘度を用いながら，定期的にイールド

バリューも確認することが望ましい。 

また，泥水は，繰り返して使用すると，裏込め注入

材，地下水，地盤の陽イオン等により劣化して，懸濁・

分散状態から凝集状態へ変化し，マッドケーキが分厚

く，軟らかい透水性の高い膜となり，泥水圧を伝達し

にくい状態となるため注意が必要である。 

3. 工事における切羽管理と地盤挙動 

3.1 工事概要 
(1) 工事の概要 
泥水式シールド工事の事例として，洪積地盤と沖積

地盤を長距離掘進した下水道管渠新設工事の例を紹介

する。工事の主要諸元を表－1に示す。 

 
 本工事は，大阪市が淀川の北部地域において建設す

る「淀の大放水路」のうち，菅原立坑～十八条立坑の

約4080 mの区間に泥水式シールド工法で仕上がり内

径φ5.25 mの下水管渠の新設を行うものである。路線

概要図を図－3に示す。 

(2) 土質概要 
施工箇所では，表層より軟弱な粘土・砂・礫からな

表－1 工事の主要諸元３） 

項目 内容 

工事名 
大隅～十八条幹線下水管渠築造工事 

(その10) 

工事場所 
大阪市淀川区十八条１丁目8 

～東淀川区菅原6丁目1 
発注者 大阪市建設局 

施工者 
安藤･間・大本組・中林建設・大勝建設

ＪＶ 

工期 2015年3月25日～2020年3月31日 

主

要 

工

事 

諸

元 

シールド外径 φ6.00m 

掘進延長 L=4079m 

土被り H=12.7m～25.2m 

最大水圧 0.3MPa 

最小曲率 Ｒmin.=30m 

特殊条件 旧河道域を掘進 

 

 

図－2 地山壁面における貫入とろ過２） 
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る沖積層が分布している。 

掘進する地質は，前半部では土被りが大きく，大阪

層群～上部洪積層であり，発進付近の大阪層群（Oc，

Os，Og）から天満礫層（Tg）を通過し，砂礫を多く含

む地質である。後半部では土被りが小さく，比較的深

度の浅い沖積層が主体となり，緩い砂，砂礫層（As，

Asg）とＮ値3～7の粘性土層（Ac）からなる地質とな

っている。図－4に推定土質縦断図を示す。 

工事区域は淀川と神崎川に挟まれた河川氾濫原に位

置しており，施工中の追加調査により発進立坑より

3000～3500 m付近は旧河道で緩い砂層を含む複雑な地

盤となっていることが確認された。 

3.2 シールドおよび切羽安定機構 
(1) シールドの主要諸元 
本工事におけるシールドの概略構造図および主要諸

元を図－5および表－2にそれぞれ示す。 

(2) 切羽安定機構 
シールド隔壁には泥水圧を常時確認する目的で 4 か

所の水圧計を装備し，天端の緩みを早期検知する目的

で前胴頂部に天端土圧計を装備した。 

また，掘進停止時の切羽圧力保持機構として，自動

コントロールバルブによる切羽水圧保持システムを装

備し，配管閉塞時の切羽圧の急激な変動を低減する目

的で送泥管に緊急圧抜き装置を装備した。 

 

図－3 シールド工事路線図３) 

 

図－4 推定土質縦断図３） 
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(3) 送排泥・泥水還流機構 
シールド内における配管径は，送泥管・排泥管とも

にφ300 mmとし，それぞれ予備管を配置したうえで機

内バイパスラインも装備した。 

また，シールド後方の坑内にはクラッシャーを装備

し，坑内配管径は送泥管φ250 mm，排泥管φ200 mmと

した。泥水処理設備および流体輸送設備の構成図を図

－6に示す。 

 
  

表－2 シールドの主要諸元３） 

対象構造物 対応策 

シールド外径 φ6.0m 

カッター支持方式 中間支持方式 

カッター開口率 30.8％ （ビット投影面積含む） 

カッタービット 
先行ビット・ツールビット 

+レスキュービット 

装備ジャッキ推力 総推力42,000kN（2,000kN×21本） 

装備カッタートルク 
常用3,307kN･m （α=15.3） 

瞬時最大4,960kN･m （α=22.9） 

中折れ機構 左右：±12.4°，上下±0.5° 

裏込め注入方式 
同時裏込め注入方式 

（注入装置×2か所） 

テールシール仕様 
ワイヤーブラシ型3段 

（2段ウレタン充填） 

 

 

図－5 シールドの概略構造図３） 

 

図－6 泥水処理設備・流体輸送設備構成図３） 
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3.3 既設構造物との主な近接掘進の概要 
本工事において既設構造物との近接施工となった主

な事例について，近接位置関係，離隔，対応策の概要

を表－3に示す。 

3.4 施工実績 
(1) 泥水性状管理 
本工事では，長距離泥水輸送となるため，調整槽と

送泥後の切羽で，1リングあたり4回の測定の性状（比

重，粘性）の計測を行って平均値で管理した。 

また，砂礫層の掘進時には，事前に行った泥水浸透

試験結果を踏まえて，泥水材料として粘土系鉱物に加

えて増粘剤も添加して，比重1.22，粘性33秒という高

比重・高粘性泥水として逸泥防止を図った。 

(2) シールド掘進管理 
i) 切羽圧管理 

ここでは，通信とう道との近接施工に際して実施し

たトライアル施工の結果，切羽圧力の管理下限として

「シールド停止時の平衡泥水圧＋変動圧（30kPa）」と

して掘進管理を行い，地表面への泥水噴出や地盤中へ

の逸泥を生じないよう泥水性状と切羽圧の管理に細心

の注意を払った。 

ii) 掘削土量管理 

本工事では，送排泥流量・密度より算出される掘削

偏差量・乾砂量を常時確認できるシステムにより，掘

削土量，および逸泥や取込み土量の傾向を確認した。 

なお，掘削土量・乾砂量の管理値は，設計想定値に

対する乖離（変動率）のほかに，過去（直近）20リン

グ平均値に対する変動率の管理値を設けて管理し，逸

泥や過大な取込み土量の変動傾向についても監視した。 

iii) 裏込め注入管理 

本工事では，裏込め注入工は圧力管理を主体とし，

一般部の注入圧は「切羽泥水圧＋0.3 MPa」，構造物近

接範囲の注入圧は「切羽水圧＋0.2 MPa」とした。 

また，近接構造物の周辺および旧河道域の掘進時（逸

泥発生後）は，掘削テールボイドの早期安定を図る目

的で高強度発現型（σ1h＝0.1 N/mm2）を使用した。 

(3) 地盤挙動の計測管理 
i) 重要構造物の近接掘進時における挙動管理 

一般部の地盤挙動計測は地表面のレベル計測が主体

であったが，ここでは通信とう道との近接施工に際し

て実施したトライアル施工における挙動計測管理につ

いて説明する（図－7参照）。 

ii) トライアル計測による掘進管理値の妥当性確認 

近接施工に先立ち，とう道と同一深さに設置した層

別沈下計の自動計測を実施し，地盤変状を確認した。

その結果，最大で許容値の 3 倍近い沈下が発生し，特

にセグメント組立て時，シールド停止中および休工中

の沈下が進行していたことが確認された。 

そこで，セグメント組立て中を含む掘進停止時の沈

下抑制対策（切羽水圧保持システムの装備，セグメン

ト組立て時のジャッキ操作の工夫，近接影響範囲区間

の連続施工）を追加し，地盤挙動を確認して管理切羽

圧の見直しを実施した。 

 

図－7 通信とう道との近接施工概要 

（株式会社安藤・間提供） 

通信用とう道φ3,200mm
NTTインフラネット

OP-26.000

2
2
.
6
5

NTT φ3200 d=15.85
（外径φ3800)

D=5
850

2
.
9
9
5

表－3 主な近接構造物一覧５） 

対象構造物 近接形態 離隔 対応策 

下水処理場地下連壁 下越し 1.6m 水平探査 

通信とう道 

（シールド） 
下越し 3.0m 

トライアル施工 

自動計測 

地下鉄躯体・高架橋 側部通過 11.3m 自動計測 

鉄道軌道（盛土） 下越し 17.9m 自動計測 

新幹線高架橋基礎杭 側部通過 3.1m 自動計測 

鉄道軌道（盛土） 下越し 13.0m 
防護改良 

自動計測 

鉄道軌道 

（橋台基礎杭） 
側部通過 3.2m 自動計測 
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iii) 計測管理計画および管理基準値の設定 

トライアル施工の結果，掘進停止時の平衡切羽水圧

を当該地点の静止土水圧とし，沈下および掘削土の取

り込み過ぎを防止するため 0.03 MPa 高めに管理上限

値（静止土水圧＋0.03 MPa）を設定した。 

また，二次元FEM影響解析の結果に基づいて，地盤

変状の許容値を設定した。 

iv) 地盤および近接構造物の挙動計測結果 

トライアル施工の結果を受けて追加した掘進停止時

の切羽圧保持対策および見直した切羽圧管理値に基づ

いて通信とう道との近接施工を行った結果，沈下量を

許容値の3/4に抑制することができた（図－8）。 

4. おわりに 

ここでは，泥水式シールドにおける掘進管理と地盤

挙動について，実工事の事例を示して解説を行った。 

シールド掘進時の地盤挙動は，切羽地盤の構成や土

性値，土被りなどの施工条件に応じ，土質力学的挙動

を理解したうえで切羽圧，泥水性状を適切に管理する

ことが重要であることを再認識いただけたら幸いであ

る。 
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図－8 通信とう道近接部の層別沈下計の計測結果（株式会社安藤・間提供）  
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報告 

土圧式シールド工事における切羽安定と地盤挙動 
The stability of the face and ground behavior in earth pressure balance shield tunneling 
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キーワード：土圧式シールド，切羽安定，塑性流動管理，切羽圧管理，排土量管理，地盤挙動 

 

1. はじめに 

我が国では土圧式シールドは 1974 年に実用化され

現在にいたるまで3000件を超える施工実績を重ね，さ

まざまな技術的なノウハウを蓄積してきた。一方，近

年の土圧式シールド工事では，大断面化，長距離化，

超近接施工の増加といった傾向に伴い切羽の安定に関

わる新たな技術的な課題が生じ，土圧式シールドの切

羽の安定管理を行ううえで新たなノウハウ（留意事項）

も必要になってきた。これらの状況を踏まえて本稿で

は，土圧式シールドの切羽安定について管理上の留意

事項も含めて記載し，切羽の安定管理と地盤挙動の具

体事例を示す。 

2. 土圧式シールドの切羽安定機構 

2.1 土圧式シールドの切羽安定メカニズム 
土圧式シールドでは，カッターの回転により切削し

た掘削土砂に添加材を必要に応じて混合攪拌し塑性流

動性と止水性を付与した泥土性状として，カッターチ

ャンバー内に充満，加圧して泥土圧を発生させる。こ

の泥土圧により切羽に作用する土圧および水圧に対抗

させて切羽の安定を図る。泥土圧の調整・維持は，シ

ールドジャッキの速度やスクリューコンベアーの回転

数を調節し，隔壁に設けた土圧計によって測定される

カッターチャンバー内の泥土圧（以下，切羽圧）を制

御することによって行う。 

2.2 塑性流動性管理による切羽の安定 
土圧式シールドの切羽の安定は，チャンバー内の掘

削土砂の塑性流動性が確保されていることが前提とな

る。したがって第一に，切羽地盤に応じて適切な添加

材を混合攪拌して適切な泥土性状にすることが重要で

ある。塑性流動性管理はカッタートルク等の施工デー

タ，排土状況，排出土のスランプ値などで評価する方

法が用いられてきた。これらの管理にあたっては，経

時的に変化を観察し，変化に応じて速やかに添加材注

入管理に反映させることが肝要である。変化の察知が

遅れると塑性流動性が損なわれ，切羽の安定を維持で

きない状況に陥る危険が生じるので注意が必要である。 

近年の土圧式シールド工事では，大断面化や長距離

化に伴い切羽地盤にさまざまな土層が存在する状況や，

切羽地盤が掘進とともに刻々と変わる状況が増えてい

る。このような状況下の掘進においては，チャンバー

内の塑性流動状態の変化をこれまで以上に速やかに察

知し添加材注入管理に反映させることが必要になる。

また，超近接施工にあたっては，切羽の安定がより重

要になり塑性流動性管理のさらなる厳格化が求められ

る。こういった状況から，従来の塑性流動性管理の方

法に加えて，新たな技術としてチャンバー内の泥土性

状をリアルタイムに評価する技術（図－1，図－2）や

チャンバー内から土砂を採取する技術（図－3）などが

導入されてきた。 

 
図－1 土砂流動管理技術 1) 



 

 37 73 (7), 2025 

 

2.3 切羽圧管理および排土量管理による切羽

の安定 
土圧式シールドにおいて切羽の安定を確保するため

には，前述のとおり，チャンバー内の塑性流動性が確

保されていることを前提として，切羽圧管理と排土量

管理が重要である。切羽圧管理では切羽に作用する土

圧，水圧に対抗できる切羽圧を設定することが重要で，

切羽に作用する土圧に対しては切羽地盤に応じて静止

土圧，主働土圧，緩み土圧などを設定し，水圧に対し

ては地質調査結果や地下水位の計測結果等に基づき設

定する。しかし，切羽地盤の土層構成や各土層の土質

定数，地下水位を正確に把握することは難しいため，

設定した切羽圧の妥当性を地表面沈下の傾向や後述す

る排土量の増減傾向などにより検証し，必要に応じて

見直しをすることが重要である。特にシールド発進部，

近接施工部，土質変化部等では，掘進による周辺地盤

への影響を計測・確認するトライアル計測を行い，計

測結果に基づき切羽圧の妥当性を検証することが有効

である。横浜環状北線シールドトンネル工事（首都高

速道路発注）では，地中変位と間隙水圧を計測して切

羽圧管理に反映している 4)。 

排土量管理においては掘削土量と排土量のバランス

をとることが重要である。しかし，掘削土量について

は切羽地盤の土層構成や各土層の単位体積重量を正確

に把握することができないため正確な掘削土量を算定

することが難しい。また，排土量については掘削土砂

の坑内運搬方式（連続ベルトコンベアー，ズリ鋼車，

土砂圧送など）に応じて掘削土砂の体積や重量を計測

する方法があるが，いずれの計測方法においても掘削

土砂に取り込まれている地下水や添加材の量を正確に

把握することができないため，正確な排土量を計測に

より把握することが難しい。そのため，排土量管理に

おいては絶対量管理ではなく統計的手法を用いるなど

傾向管理を行うことが重要である。また，地表面沈下

の傾向，掘削土質の変化，切羽圧等の掘進管理データ

の状況，複数の方法による排土量計測結果との整合性

なども踏まえて排土量を管理することも重要である。 

土圧式シールド工事の大断面化や長距離化に伴い切

羽地盤にさまざまな土層が存在する状況や，切羽地盤

が掘進とともに刻々と変わる状況が増えていることか

ら，チャンバー内の塑性流動状況を常に一様に維持す

ることが難しくなっている。そのため，切羽圧の分布

が鉛直方向に一定勾配の直線分布にならず，切羽断面

内において切羽圧の過不足が生じる状況もある。特に

大断面シールドの場合は，チャンバー中央部の土圧計

に着目して切羽圧を管理するとチャンバー上部の切羽

圧が管理値よりも低くなる傾向があり，また切羽上部

と下部の圧力差が大きいことから，切羽圧の過不足に

よって周辺地盤に影響を及ぼす可能性が高くなる。こ

ういった状況から，切羽断面内における切羽圧の過不

足を管理・調整するために，隔壁に土圧計を上下左右

方向に複数個設置するようになってきた。また，大断

面シールドでは掘削土砂が膨大になることから，掘削

土量算定誤差や排土量計測誤差の度合いによっては，

周辺地盤に及ぼす影響が大きくなる。そのため，排土

量管理のさらなる精度向上が課題となっている。 

 
図－2 塑性流動可視化システム 2) 

不良

塑性流動性の指標

良好

 
 

図－3 チャンバー内土砂採取装置 3) 
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3. 土圧式シールド工事における切羽の

安定管理と地盤挙動の具体事例 

3.1 工事概要 
本工事は泥土圧シールド工法にて，仕上がり内径φ 

4600 mm（二次覆工省略）の共同溝（水道・電気収容）

を構築するものである。工事概要を表－1に，路線概要

を図－4に，地質縦断図を図－5に示す。シールド土被

りは6.1～10.3 m（1.2～2.0 D：D はシールド外径）と

小さく，シールド直上に最小離隔約 3.4 m で並行して

送水管φ1500 mmが存在する（図－6）。また，後半450 

m区間では地下鉄本線（2線）ならびに出入庫線（2線）

と並走しており（図－7），最小離隔は 1.47 m である。 

表－1 工事概要 5) 

工 事 名 称 国道479号清水共同溝設置工事-4 

工 事 場 所 大阪市鶴見区鶴見5丁目～旭区新森7丁目 

発  注  者 大阪市建設局 

施  工  者 前田・南海辰村JV 

工     期 2013年3月1日～2017年3月31日 

掘 進 延 長 1,343 m 

掘 削 工 法 泥土圧シールド工法 

シールド機外径 φ 5.13 m 

土  被  り 6.1 m～10.3 m 

セグメント 
RCセグメント 

（外径φ 5,000 mm×幅1,200 mm×桁高200 mm） 

 

 
図－5 地質縦断図 6) 

 
図－6 送水管とシールドの位置関係 6) 

 
図－7 地下鉄とシールドの位置関係 6) 
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図－4 路線概要 5) 
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3.2 シールド機の仕様 
シールド機（φ5130 mm）の断面図を図－8に，シー

ルド機の主要緒元を表－2に示す。 

3.3 施工実績 
(1) 切羽の安定管理 
i) 塑性流動性管理 

添加材には切羽地盤に応じて気泡，もしくは鉱物系

と高分子系材料を使用した。気泡は発泡倍率5～10倍，

注入率10～20 %程度とし，鉱物系と高分子系材料は注

入率を鉱物系15～25 %，高分子系5～10 %（合計20～

30 %）とした。隔壁に土圧計を6か所設置し土圧分布可

視化システムを導入して，図－9に示すようにチャンバ

ー内の土圧分布をコンターで可視化しチャンバー内の

塑性流動状態を把握した。土圧分布に偏りがある場合

は添加材注入量や掘進速度を調整し，早期に泥土状態

を改善した。また，定期的に掘削土の粒度分布試験を

実施し，切羽地盤の変化を把握して添加材配合や注入

量に反映することで塑性流動性を確保した。 

 

ii) 切羽圧管理 

切羽圧は上限値を静止土圧＋水圧＋予備圧（0.02 

MPa），下限値を主働土圧＋水圧＋予備圧（0.02 MPa），

管理土圧を上限値と下限値の平均値とし，上下限幅の

70 %を管理目標範囲とした。掘進では，上段（シール

ド中心＋1 m)の土圧計の値が地表面変位と顕著に連動

していたため，上段の土圧計に着目して切羽圧を管理

した。また，切羽圧低下による地表面および近接構造

物への影響を防止するために土圧保持システムを使用

して，掘進中以外においても切羽圧が設定値を下回る

とチャンバー内に可塑状充填材を自動注入し切羽圧を

常時管理値以内に保持した。 

 

 
図－8 シールド機 5) 

表－2 シールド機の主要諸元 5) 

推進機構 装備推力 1,323 kN/本×16本＝21,168 Kn 

掘削機構 

カッターヘッド形式 センターシャフト支持方式 

カッタートルク 常用最大 2,331 kN･m（α＝17.2） 

カッター回転数 1rpm 

カッター開口率 62 %（ビットを含む） 

余掘り装置 コピーカッタ 2基（st100 mm） 

切羽安定 

機構 

土圧計 6箇所（上段2個，中断2個，下段2個） 

地山崩壊探査装置 前胴頂部に1基（先端に土圧計設置） 

添加材 

注入機構 

注入口 

（カッタースポーク） 
中央部1箇所，カッタースポーク1箇所 

注入口（隔壁） 8箇所（4箇所は首振り式） 

注入系統 独立した2系統 

混練機構 
攪拌翼 4本 

固定翼 2本 

排土機構 

スクリューコンベヤー 
Φ520×P360 mm，回転トルク25.1 kN・m， 

回転数21rpm，排土量83.8 m3/h 

排土口緊急遮断装置 蓄圧式アキュムレータ 

二次排土機構 圧送ポンプ 

坑内土砂運搬設備 土砂圧送（300A) 

その他 

テールシール 2段（ワイヤーブラシ式） 

形状保持装置 上下拡張方式 

裏込め注入装置 シールド機からの同時注入（2箇所） 

 

 
図－9 土圧分布可視化システムによる事例 7) 
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iii) 排土量管理 

土砂圧送配管の流量計の計測値と土砂圧送ポンプの

ピストン回数により排土量を管理した。 

(2) 地盤挙動管理 
i) トライアル計測による切羽の安定管理の妥当性確認 

トライアル計測は図－10に示す2か所で実施した。ト

ライアル計測ではシールド直上部の地中変位と，近接

施工時の地下鉄本線との位置関係と同様の位置（シー

ルド側方1200 mm）の地中変位を計測した（図－11）。

トライアル計測①にて掘進管理値の見直しおよび再設

定を行った後，トライアル計測②にて施工の影響がな

いことを確認し，地下鉄近接施工を開始した。 

 

 

 

ⅱ) 計測管理計画 

送水管は車道直下に位置し，直接計測することが困

難であったため，図－12に示す測点を計測した。シー

ルド法線方向の測線ピッチは10 m間隔とし，1回／日，

切羽前方 4 側線および切羽後方 5 側線を計測した（図

－13）。また，送水管の制御弁等の地上露出部も併せて

計測した。 

地下鉄本線に対しては鉛直・水平変位の自動計測と

手動計測を行った（図－14)。計測器の設置間隔は近接

程度に応じて5～10 m 間隔とした。シールド掘進中は 

5分間隔で自動計測を実施し，リアルタイムで変位を監

視した。また，手動計測は補完的に地下鉄営業時間外

 
図－13 地表面沈下測点縦断図 5) 

 
図－10 トライアル計測実施箇所 5) 

地下鉄近接区間

トライアル計測②
トライアル計測①

 
図－11 トライアル計測断面図 5) 
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図－12 地表面沈下測点断面図 5) 
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に1回／2日実施した。管理限界値は事前影響解析の最

大値（5.9 mm）とし，その値の50 %を1次管理値，75 %

を2次管理値とした（表－3）。 

ⅲ) 地表面および近接構造物の挙動計測結果 

地表面沈下計測結果を図－15に示す。最大沈下量は

No.4＋10 m付近の11 mmで，事前影響解析値の26 mm

よりも小さく管理基準値（15 mm）以内に収まった。沈

下量は No.2～8 の区間が比較的大きく，これは発進か

らNo.8 付近まではN 値＝0～2 の軟弱な沖積粘性土層

が存在していたためと考える。 

地下鉄本線の自動計測結果は最大値が1.4 mm，手動

計測結果は最大値が 2.5 mm で，いずれも 1 次管理値

（3.0 mm）未満であった。変位の発生方向はシールド

側に変位する傾向であった。 

4. おわりに 

今後，土圧式シールド工事の施工条件は益々厳しく

なり，切羽の安定管理のさらなる厳格化が求められる

と考える。そういった状況になっても，切羽安定メカ

ニズムを理解したうえで 3000 件を超える実績から得

た技術的ノウハウに基づく切羽の安定管理が基本にな

ると考える。新しいノウハウの活用や新技術の導入に

あたっても切羽の安定管理の基本を忘れてはならない

と思う。本稿が今後の土圧式シールド工事の参考にな

れば幸いである。 
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表－3 地下鉄トンネル（営業線）の管理値 6) 

 

 
図－15 地表面計測結果 6) 

  
図－14 地下鉄構内の計測機器設置状況 6) 
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キーワード：気泡シールド工事，塑性流動性，消泡，分離，含水比 

 

1. はじめに 

気泡シールド工事において切羽の安定を保ちながら

掘進するためには，チャンバー内の気泡混合土が均一

な懸濁状態を維持することが重要となる。ただ，気泡

混合土が消泡や分離すると，塑性流動性や遮水性の低

下につながる。その結果，チャンバー内圧力が地山に

均等に作用せず，掘進中の切羽安定性が損なわれる。 

本稿は，気泡シールド工法 1)における切羽安定と地

中連続壁工法における溝壁安定および気泡混合土の流

動性保持の類似性に着目して，シールド機チャンバー

内の気泡混合土の消泡特性および分離特性について実

験的に検討し，施工時に適用可能な品質管理手法を検

討したものである。 

2. 気泡混合土の含水比が消泡現象に与

える影響 

気泡安定液における検討結果 2)を参考にしながら，

気泡シールド工事においてチャンバー内気泡混合土の

消泡が生じない含水比を新たに細粒分の消泡含水比

wminFと定義し，実験的に検討を行った。 

2.1 気泡混合土の消泡による湿潤密度の変化 
気泡シールド工事における掘削対象土が硬質粘性土

の場合，硬質粘性土の自然含水比は一般にその液性限

界値より小さい。この時チャンバー内に掘削により取

り込まれた硬質粘性土は，気泡の水分を奪って消泡現

象が発生し気泡混合土の流動性が低下する 3)。本実験

では，気泡混合土が消泡すると，気泡混合土の実測湿

潤密度が理論湿潤密度よりも大きくなることに着目し

た。ここに，理論湿潤密度とは式(1) に示すように，消

泡していない場合の気泡混合土の配合から決定される

湿潤密度である。 

理論湿潤密度=
�試料土湿潤質量＋配合気泡質量

注1)
�

容器体積
 (1) 

そこで，実験では気泡混合土の混合時の含水比を変

化させ，その時の湿潤密度を計測することとした。含

水比が小さく実測湿潤密度が理論湿潤密度より大きい

場合は消泡が発生しているので，両者が一致する含水

比が，消泡が発生する含水比の上限値と考えられる。 

試料土とその物性値は表－1 に示すとおりである。

なお，Ka-Beとはカオリンとベントナイト（Na型）を

質量比3：1で混合させた試料土である。 

図－1 に消泡含水比実験結果の一例を示す。実測湿

潤密度は実線で，理論湿潤密度を破線で示した。これ

により，含水比に対応する実測湿潤密度と理論湿潤密

度の変化を表す曲線の交点を確認することができる。

それらの交点で細粒分の消泡含水比wminF（実験値）を

求めた。交点よりも小さい含水比では，気泡混合土中

に消泡が生じており，実測理論密度は，理論湿潤密度

よりも大きくなっている。一方，交点よりも含水比が

大きい領域で実測湿潤密度が理論湿潤密度を下回って

いることが確認できる。これは，試料配合後の撹拌に

よって，気泡が過発泡したことによるものと考えられ

る。 

 

注1) 消泡および過発泡していない配合上の気泡質量。 
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表－1 各試料の液性限界・塑性限界・塑性指数 

試料名 試料土 
液性限界

wL (%) 

塑性限界

wP (%) 

塑性指数 

IP 

A カオリン 70.53 39.25 31.28 

B 木節粘土 42.23 15.81 26.43 

C Ka-Be 164.13 42.51 121.62 

D Ki-c 54.27 35.50 18.77 

 

図－1 消泡含水比実験結果（試料B：木節粘土） 

 

2.2 気泡混合土の消泡含水比の決定 
次に，求められる塑性流動性を考慮して，気泡混合

土の消泡含水比を決定する。東京外環トンネル施工等

検討委員会資料では，室内試験時のチャンバー内混合

土のテーブルフロー値（以下 TF 値）4)の目安を 105～

160 mmとしている 5）。切羽安定に加えてスクリューコ

ンベア－などによる安定的な排土のために過剰な流動

を避ける必要があるので，上記の TF 値の下限値 105 

mm程度を目標とするのが適切と考えられる。 

2.1の実験において，含水比とTF値の関係をもとに

推定した各試料のTF＝105 mm での含水比wcを表－2

に示す。また，wcはいずれもwL以下なので，その場合

のコンシステンシー指数 Icも併記する。 

表－2 からわかるように，試料A のカオリンを除い

て，Icは 0.2 前後の値となっている。試料 A のカオリ

ンの Icが0.81となっている要因としては，カオリンの

主要粘土鉱物の活性度の影響と考えることができる。 

したがって，粘土鉱物の活性度が0.4～0.5のカオリ 

表－2 実験値の近似式とTF＝105 mmでの含水比wcと 
コンシステンシー指数 Ic 

試料 近似式 
TF値＝105 mmで

の含水比wc （%） 

左記含水比での 

コンシステンシー 

指数 IC 

A TF=1.26w+48 45.24 0.81 

B TF=3.71w-31 36.66 0.21 

C TF=0.74w＋10 128.38 0.29 

D TF=6.50w-230 51.54 0.15 

 
 

ン粘土を除けば，コンシステンシー指数 Icが 0.2 程度

の含水比であれば，気泡混合土はTF＝105 mmを満足

できると考えられる。 

この結果に基づいて，コンシステンシー指数 Ic＝0.2

を満足する含水比を細粒分の最小含水比 wminF と定義

することとした。 

気泡混合土の消泡含水比 wmin は，文献 2）を参考に，

粗粒分・細粒分の影響を分けて導出を行う。それぞれ

の消泡含水比 wminC，wminFを細粒分含有率 Fcで加重平

均し，式(2)のように消泡含水比wminを計算することが

できる。 

𝑤𝑤min = 𝑤𝑤minC ×
100 − 𝐹𝐹c

100 + wminF ×
𝐹𝐹c

100    (2) 

細粒分の消泡含水比wminFは，式(3)で定める。 
𝑤𝑤minF = 𝑤𝑤L − 0.2𝐼𝐼P  (3) 

粗粒分の消泡含水比wminCは，表面乾燥状態に相当す

る含水比（表面乾燥含水比）とし，一般的な粗粒分と

して豊浦標準砂と珪砂の表面乾燥含水比を用いる。実

測値の平均をとり，式(4)で定める 2)。 
𝑤𝑤minC = 6.97 %   (4) 

したがって，気泡混合土の消泡含水比 wmin は式(5)の

ように表すことができる。 

𝑤𝑤min = 6.97 ×
100 − 𝐹𝐹c

100 + (𝑤𝑤L − 0.2𝐼𝐼P) ×
𝐹𝐹c

100        (5) 

3. 気泡混合土の含水比が分離現象に与

える影響 

本章では，気泡混合土の分離特性を把握するととも

に，分離沈降せず許容できる最大の含水比 2)（分離含水

比wmaxとする）について，分離沈降に伴う粒度特性の

y = -0.915ln(x) + 4.9842

y = -0.356ln(x) + 2.8478
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変化に着目して実験的に調査した。 

3.1 気泡混合土の分離特性の把握 
気泡混合土の分離特性を把握するため，分離特性確

認実験を行った。実験は近藤らの研究 2）を参考にした。

試料土は東京都内の最大粒径20 mmの東久留米砂層の

粒度分布を混合再現した模擬サンプル（以下，模擬His）

を用いた。試料土の粒度分布を図－2に示す。実験ケー

スは含水比wおよび気泡添加率QM %（質量比）／QV %

（体積比）を 12 種類の組み合わせケースに設定した。

起泡剤は消泡含水比実験と同一の界面活性剤を使用し，

水道水で20倍希釈，25倍発泡の条件で統一した 。 

 

図－2 模擬Hisの粒径加積曲線 

 

実験には，図－3 に示すようなプラスチックモール

ド（内径90 mm，高さ100 mm）2個を上下に組み合わ

せた容器を使用した。容器に気泡混合土を満たし，1時

間静置する。１時間経過後に上部モールドと下部モー

ルドを注意深く分割し，それぞれに満たされている気

泡混合土の質量計測後，湿潤密度を算出した。気泡混

合土の上下モールド湿潤密度比を式(6)のように定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 上下分割モールド（左：容器写真，右：容器断面図） 

し，分離沈降の進行度合いを示す指標とした。  

湿潤密度比=
容器下部の気泡混合土の湿潤密度

容器上部の気泡混合土の湿潤密度
   (6) 

すなわち，湿潤密度比が大きいほど分離が進行して

いることになる。なお，静置して 1 時間経過以降は密

度比がほぼ一定に落ち着くことを事前に確認したので，

静置時間を１時間とした。 

実験結果を図－4 に示す。含水比 w と湿潤密度比の

関係をプロットした。全ケースで含水比wの増加とと

もに湿潤密度比も増加する。また，同一含水比wでは

気泡添加率が大きいほど湿潤密度比も大きい。 

 

図－4 分離特性確認実験結果（模擬His） 

3.2 気泡混合土の分離の定義について 
湿潤密度比から判断して，分離現象が発生している

ことはわかる。本節では，粗粒分の分離含水比を決定

するにあたって，気泡混合土の分離の定義について検

討した。 

 3.1 の実験結果より，含水比 w と湿潤密度比には相

関関係があることがわかった。そこで，分離と判断す

る湿潤密度比を決定するために，分離現象が生じた際

の試料土の粒度特性の変化に着目した。分離の程度が

大きい代表ケースの粒度試験結果として，気泡添加率

（質量比）QM＝0.1 %および0.8 %，含水比w＝20.9%，

湿潤密度比1.239のケースを図－5に示す。 

粒度試験結果より，上下モールド内試料の粒径加積

曲線の差異は，細粒分，砂分よりも礫分で顕著である。

ただ，湿潤密度比が大きい場合は，砂分の差異も大き

くなる傾向がある。 
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図－5 粒径加積曲線（w＝20.9 %，QM＝0.8 %，湿潤密度比1.239） 

粒径加積曲線の形状変化を統計的に取り扱うために，

粒度分布を対数正規分布で近似する方法が提案されて

いる。土屋ら 6）は，粒度分布が対数正規分布で表され

る場合，その確率密度関数 f (D)は式(7)で表現できるこ

とを示している。 

 𝑓𝑓(𝐷𝐷) =
1

√2π𝜎𝜎0𝐷𝐷
exp �−

1
2 ⋅ �

ln𝐷𝐷 − 𝜆𝜆
𝜎𝜎0

�
2

�         (7) 

ここに，𝐷𝐷は土粒子の粒径，lnDはDの自然対数，λ

は lnD の平均値，σ0は lnD の標準偏差である。なお，

𝜆𝜆および σ0は，それぞれ以下の式(8)，(9)で定義される。 
𝜆𝜆 = ln𝐷𝐷50   (8) 

𝜎𝜎0 = ln�
𝐷𝐷84
𝐷𝐷16

        (9) 

上述の式に基づき，分離実験で得られた粒度試験結

果を対数正規分布で近似して表示することを試みた。 

分離の進行により粒径の大きな粒子から下方に移動

していくと考えれば，下部モールドに含まれる試料の

粒径のばらつきが大きくなることが予想される。湿潤

密度比と下側モールドの標準偏差σ0との関係を図－6 
 

図－6 湿潤密度比と標準偏差σ0との関係 
 

に示す。湿潤密度比＝1.05付近までは標準偏差 σ0は増

加傾向にあるが，それ以降は大きく変化しないことが

わかる。そこで，以降の分離含水比の導出では湿潤密

度比＝1.05 を気泡混合土の分離現象の判断基準として

検討を進める。 

3.3 分離含水比の導出 
3.1 での検討結果を踏まえ図－7 に示す試料を用い

て分離特性確認実験を実施した。実験結果から，湿潤

密度比と含水比の関係について近似曲線が得られる。

湿潤密度比＝1.05 と上記近似曲線との交点を粗粒分の

分離含水比wmaxCと設定し，wmaxCを目的変数に，気泡

添加率（質量比）QM （%），粗粒分の比表面積S （m2/kg）

を説明変数として，重回帰分析を実施した。重回帰分

析の結果，粗粒分の分離含水比wmaxCを式(10)のように

定義する。回帰式の決定係数は，R2＝0.709である。 
𝑤𝑤maxC = −6.81𝑄𝑄M＋0.96𝑆𝑆＋18.44   (10) 

気泡混合土の分離含水比 wmaxは，文献 2）を参考に，

粗粒分・細粒分の影響を分けて導出を行う。それぞれ

の分離含水比wmaxC，wmaxFを細粒分含有率Fcで加重平

均し，式(11)のように消泡含水比wmaxを計算する。 

𝑤𝑤max = 𝑤𝑤maxC ×
100− 𝐹𝐹c

100 + 𝑤𝑤maxF ×
𝐹𝐹c

100 (11) 

細粒分の分離含水比wmaxFは，近藤らの研究 2）に準拠

し，式(12)で定める。 
𝑤𝑤maxF = 𝑤𝑤L  (12) 

一方，粗粒分の分離含水比 wmaxCは式(10)に示すよう

に，これまで検討した分離特性確認実験から導出した 

図－7 各試料土の粒度分布 
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分離含水比推定式を適用する。今回の検討に使用した

試料土は最大粒径20 mm以下であったため，最大粒径

20 mm以上の土質については更なる検討が必要である。 

4. モデルケースによる品質管理手法の

試行 

4.1 気泡混合土の分離特性の把握 
2，3 章で提案した気泡混合土の品質管理について，

図－8にフローを示す。以下，モデルケースを設定して

試行する。 

図－9 に示すシールド掘削断面において，木節粘土

が 20.00 %，豊浦標準砂が 80.00 %の土層構成とする。

気泡添加率 Q M（質量比）を 0.50 ％と設定し，図－8

の手順に従って検討を進める。最初に掘削対象土の自

然含水比wnを推定する。土層構成から加重平均し，自

然含水比wnの推定値は31.00 %となる。 

次に，式(5)，式(11)を用いて，掘削対象土の消泡含水 

 

 
図－8 気泡混合土の品質管理フロー図 

図－9 モデルケースのシールド掘削断面 

表－3 推定自然含水比wnの算出 

掘削対象土 
土層構成 

 (%) 

単体での自然含水比 

wn  (%) 

自然含水比wn 

の推定値 (%) 

木節粘土 20.00 35.00 
31.00 

豊浦標準砂 80.00 30.00 

 
 表－4 自然含水比wnの推定値と消泡含水比wmin，  

分離含水比wmaxとの比較 

項目 含水比 (%) 

自然含水比wnの推定値 31.00 

消泡含水比wmin 12.98 

分離含水比wmax 29.82 

 

比wmin，分離含水比wmaxを算出する。細粒分含有率Fc

は，表－3より20.00 %である。式(5)および表－3の物

性値から，消泡含水比wminは12.98 %となる。一方，式

(11)および表－3 の物性値より，分離含水比 wmax は

29.82 %となる。 

表－4に示すように自然含水比wnの推定値は消泡含

水比wminよりは大きいが，分離含水比wmaxよりも大き

くなり，チャンバー内気泡混合土の分離により，塑性

流動性の確保が懸念される。 

そこで，図－8 のフローに従い気泡混合土に細粒分

を添加する。添加する細粒分は表－1 の Ka-Be とし，

表－5に示す土層構成になるように添加した。Ka-Beの

含水比は180.00 ％とする。 

表－1，表－3 および表－5 から，Ka-Be 添加後にお

ける対象土の物性値を加重平均により算出し，表－6 
 

表－5 Ka-Be添加後の土層構成 

対象土 土層構成（%） 

木節粘土 16.66 

豊浦標準砂 66.68 

Ka-Be 16.66 

表－6 Ka-Be添加後の対象土物性値 

自然含水比wn

の推定値 (%) 

液性限界 

wL (%) 

塑性限界 

wP (%) 

塑性指数 

IP 

55.83 103.23 29.16 74.07 
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表－7 細粒分添加後の自然含水比wnの推定値と消泡 
含水比wmin，分離含水比wmaxとの比較 

項目 含水比 (%) 

自然含水比wnの推定値 55,83 

消泡含水比wmin 34.12 

分離含水比wmax 61.10 

 

に示す。 

表－5より細粒分含有率Fcは33.32 %である。式（5）

および表－6の物性値から，消泡含水比wminは，34.12 %

となる。一方，式(11)および表－6の物性値より，分離

含水比 wmaxは 61.10 ％となる。表－7 に示すように，

自然含水比wnの推定値は消泡含水比wminより大きく，

分離含水比wmaxより小さくなり，含水比の管理範囲内

に収まった。これにより，気泡混合土の消泡，分離が

生じることなく塑性流動性を確保できる。 

今回，モデルケースとして，自然含水比wnの推定値

が分離含水比wmaxを上回るケースを試行した。試行で

は，1回の調整で自然含水比wnの推定値が含水比の管

理範囲内に収まったが，実際の現場では細粒分を少し

ずつ添加しながら図－8 の手順を繰り返し，自然含水

比 wn の推定値が含水比の管理範囲内に収まるように

調整する。 

5. 結論 

(1) 消泡含水比wmin 
・消泡含水比試験を実施し，TF値と含水比との関係を

導いた。チャンバー内気泡混合土が塑性流動性（TF

＝105 mm）を満足するコンシステンシー指数 IC を

0.2と定義し，細粒分の最小含水比wminFを導出した。 

・粗粒分の最小含水比wminCは，既往の研究を参考に表

面乾燥含水比と定義した。 

 

(2) 分離含水比wmax 

・粗粒分の分離含水比wmaxCは，分離特性確認実験を実

施し，気泡添加率（質量比）QM (%)と粗粒分の比表

面積 S（m2/kg）を説明変数として定義した。気泡添

加率（質量比）QM （%）が大きくなるほど，また粗

粒分の比表面積 S（m2/kg）が小さくなるほど粗粒分

の分離含水比wmaxCは小さくなり，分離・沈降が進行

しやすくなる。 

・細粒分の分離含水比wmaxFは，既往の研究を参考に液

性限界wLと定義した。 

(3) 現場での気泡混合土の品質管理 
・自然含水比wnの推定値が消泡含水比wminよりも小さ

い場合は，チャンバー内に加水することにより気泡

混合土の含水比 wmixが消泡含水比 wminを超えるよう

に管理して塑性流動性を確保する。 

・自然含水比wnの推定値が，分離含水比wmaxよりも大

きい場合は，チャンバー内に細粒分を添加すること

で気泡混合土の含水比wmixが分離含水比wmaxを下回

るように管理して，気泡混合土の分離沈降を抑制し，

塑性流動性を確保する。 

参考文献 
1) シールド工法技術協会：気泡シールド工法 技術資料，2011. 
2) 近藤義正・赤木寛一・仲山貴司：掘削土砂に気泡と水を添加し

た地盤掘削用安定液の開発と適用, 土木学会論文集C Vol. 64 , 
No. 3, pp.505-518, 2008. 

3) 徳永光一：pF土壌水分系による土の物理的・力学的性質に関

する二，三の研究，農業土木研究，Vol. 25, No. 1, pp. 18-24, 1957. 
4) JIS R 5201：2015 セメントの物理試験方法. 
5) 例えば，東京外環トンネル施工等検討委員会：中央 JCT ラン

プシールド工事の安全・安心確保の取組みについて，第21回
委員会資料, 2020. 

6) 土屋義人・山元淳史：粒度分布を考慮した砂質土における非

定常浸透流の基礎方程式とその抵抗則，京都大学防災研究所
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学会の動き 

令和 6 年度地盤工学会の表彰に関する報告 
 

北田 奈緒子（きただ なおこ） （公社）地盤工学会 表彰委員会委員長 

 e-mail: kitada@geor.or.jp 

 

令和 6 年度の地盤工学会学会賞の表彰，貢献賞の表

彰，出版賞の表彰，一般表彰が決定したので，これら

について報告する。また，公益社団法人地盤工学会第

67 回通常総会（令和 7 年 6 月 10 日）において，名誉

会員の推挙に関する議案が承認されたので，あわせて

報告する。 

1. 地盤工学会賞の選考経過と結果 

地盤工学に関する優れた研究業績と技術的実践の奨

励と表彰を行うことは，定款５条(3)に定めるとおり，

公益社団法人地盤工学会の主要な事業（公【4】表彰関

連事業）である。 

地盤工学会賞は，技術賞，研究・論文賞の 2 部門か

らなる。技術賞部門には，技術業績賞，技術開発賞の

二つの賞があり，研究・論文賞部門には研究業績賞，

論文賞（英文部門・和文部門），研究奨励賞の三つの賞

がある。 

令和 6 年度は，技術業績賞 2 件，技術開発賞 2 件，

研究業績賞0件，論文賞（和文部門）8件，論文賞（英

文部門）4件，研究奨励賞7件の応募があった。図－1

に，令和 6 年度を含む過去 5 年間の応募件数推移を示

す。同図に見られるとおり，令和 6 年度の応募総数は

23件であり，昨年度とほぼ同じ件数であった。しかし，

研究業績賞への応募はなかった。 

表彰委員会では，応募業績 1 件につき，それぞれ 4

名の審査委員を選出し，専門的な立場から第 1 次審査

を実施した。次に，各審査員からの審査結果に基づい

て，第2次審査の対象を絞り込み，表彰委員会20名全

員による投票を行った。なお，一連の審査過程におい

て，応募業績に関連の深い方が審査に当たることがな

いように細心の注意を払っている。 

その後，投票結果に基づき表彰委員会にて最終審査

を行い，学会賞候補者を選んだうえで授賞理由書を付

して理事会に推薦し，令和7年3月17日開催の理事会

における審議を経て最終決定した。これらは，表－1に

示すとおり，技術業績賞 2 件，技術開発賞 1 件，研究

業績賞0件，論文賞（和文部門）3件，論文賞（英文部

門）2件，研究奨励賞3件の合計11件である。 

なお，昨年度と同様に通常総会後の表彰式は対面と

オンラインを併用する形式で開催し，各受賞業績に対

する表彰および各受賞者による紹介を行った。さらに

各受賞者に技術概要，取組み経緯，受賞の感想等を披

露いただく時間を設け，偉業に対して聴講者からは温

かい拍手が送られた。 

2. 名誉会員の推挙の経緯と結果 

名誉会員は，定款6条3および表彰規程18条に「地

盤工学とそれに関連した建設事業の発展に特に功労・

功績が顕著である者」と定められている。本部・支部

の役職や永年にわたる会員継続に配慮するとともに，

海外や学会員以外の方にも門戸を開いて選考を行って

きた。令和6年度は，11名の候補者案を委員会で選定

し，学会賞審議と同日の理事会で承認された。6 月 10

日の通常総会で 11 名の新たな名誉会員が推挙された。 

 

 
図－1 過去5年間の応募数の推移 
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3. 地盤工学貢献賞の選考経過と結果 

地盤工学貢献賞は，長年にわたる地道な活動・業務，

一般市民に対する活動のいずれかを通じて地盤工学の

進歩発展あるいは社会的イメージの向上に多大な貢献

をした個人または団体に授与する表彰制度である。平

成22年度の創設以来，隔年で表彰していたが，平成29

年度より毎年表彰することとした。今年度は，表－2に

示す関東支部，関西支部の推薦による 2 件について貢

献賞授与を決定し，受賞者の所属支部の総会で表彰を

行った。 

4. 地盤工学会出版賞の選考経過と結果 

地盤工学会出版賞は，平成28年度より始めた表彰制

度であり，地盤工学の発展あるいは普及に貢献した出

版物を対象とし，その著者を隔年で表彰するものであ

る。令和6年度は 4件の応募があった。各審査員から

の審査結果に基づき出版賞候補を選び，授賞理由書を

付して理事会に推薦した。令和 7 年 3 月 17 日開催の

理事会において，推薦内容および授賞理由を審議した

結果，表－3に示すとおり，1件の出版物について出版

賞を決定し，令和7年6月10日の通常総会で表彰を行

った。 

5. 特別会員の表彰 

地盤工学会は，特別会員の永年にわたる学会支援活

動に感謝の意を表し，特別会員の表彰を行っている。

令和 6 年度に表彰基準に該当した特別会員は初回表彰

と再表彰をあわせて表－4に示す53機関である。表彰

は，特別会員の所属する支部総会で行った。 

6. 一般表彰および支部表彰 

本部の一般表彰と支部表彰は，下記のとおりである。

(1) 事業企画賞（会員･支部部）：3件（表－5） 

(2) 「地盤工学会誌」年間最優秀賞（公益出版部）：1件，

年間優秀賞：2件（表－6） 

(3) 地盤工学研究発表会優秀論文発表者賞（調査･研究

部）：127件の受賞業績および受賞者の詳細はHP

(https://www.jiban.or.jp/wp-content/uploads/2024/09/h

appyou_59.pdf）に掲載した。 

(4) 永年にわたる正会員への感謝状贈呈（会員･支部

部）：72件（表－7） 

(5) 支部賞等：92件（表－8） 

支部賞は各支部で表彰され，一般表彰の各賞は本部

で表彰された。 

7. 令和 7 年度の学会賞応募 

令和 7 年度は，地盤工学会賞「技術賞」，「研究・論

文賞」，「地盤工学貢献賞」を募集しており，締切は，

令和7年10月1日となっている。応募要領は，学会ホ

ームページを参照されたい。なお，令和 3 年度の募集

より引き続いて，技術開発賞に「新しい情報関連技術」

の部を別途，設定している。昨今の ICT や AI，IoT，

DX，i-Construction，BIM/CIMといった技術の潮流を背

景に，これらの技術を活用，もしくは融合した地盤工

学の新たな技術を期待しての募集である。地盤工学会

賞を通して，地盤工学に関わる研究，技術開発が強く

推進され，これが地盤工学の発展，社会の貢献に大き

く寄与することを期待する次第である。  
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表－1 令和6年度学会賞 
 

【技術賞部門】技術業績賞 （順不同敬称略） 

受賞業績名／業績発表文献 受 賞 者 名 

大規模な自然災害を考慮した防潮堤の設置（女川原子力発電所 防

潮堤かさ上げ工事） 

東北電力（株） 

鹿島建設（株） 

●授賞理由：本業績は，原子力発電所の防潮堤かさ上げ工事に関して，新規制基準に準拠した設計と短期間かつ高い精度での施工

に取り組んだものである。設計では，2011年東北地方太平洋沖地震以降に得られた最新の知見をもとに設定された強い地震動と高

い津波に対して機能を損なわないよう解析や試験を実施し，地盤耐震設計の信頼性向上に貢献した。施工では，厳しい条件を克服

するために高圧噴射攪拌工法の合理化や大口径鋼管杭の架台構造などの工夫を実行して工期短縮と施工精度向上を実現した。これ

らの業績は，原子力発電所の安全と地域の安定電源の確保に大いに寄与するものと考えられる。以上より，技術業績賞としてふさ

わしいと認められた。 

受入土量の変更に対応した大規模土砂処分場のフレキシブル

な埋立技術の開発 

国土交通省 九州地方整備局 北九州港湾・空港整備事務所 

一般財団法人沿岸技術研究センター 

（株）日建設計 

●授賞理由：本業績は，新門司港沖土砂処分場（３工区）を対象として受入れ容量を増大させるためのいくつかの課題について検

討・評価したものである。容量拡大のためにPVDを用いた圧密促進を採用し，観測結果に基づき受入れ土量の変化にフレキシブル

に対応して埋立を行った。特に，地盤調査と動態観測結果による圧密パラメーターの同定や解析地盤モデルの設定を行うことによ

り沈下予測精度を高めた。また，傾斜堆積する泥面形状を予測する手法を開発し土砂投入計画に反映させた。本手法は今後の大規

模な浚渫土砂処分場の運営に対して貴重な知見を提供するものである。以上より，技術業績賞としてふさわしいと認められた。 

 

【技術賞部門】技術開発賞  
受賞業績名／業績発表文献 受 賞 者 名 

頭部固定式二重土留め工法の開発 

永谷 英基（鹿島建設（株）技術研究所） 

井上 直史（鹿島建設（株）土木設計本部地盤基礎設計部） 

坂梨 利男（鹿島建設（株）土木技術部） 

渡邉 洋介（鹿島建設（株）土木設計本部地盤基礎設計部） 

重松 慶樹（鹿島建設（株）土木設計本部地盤基礎設計部） 

那須 郁香（鹿島建設（株）東京土木支店） 

西岡 英俊（中央大学） 

菊池 喜昭（一般財団法人沿岸技術研究センター） 

●授賞理由：本業績は，鋼矢板を二重に設置し，頭部を剛結することでラーメン構造化して高い剛性を得る土留め工法を提案し，

地盤工学的アプローチに基づき，技術成立性の確認，性能評価を行い，実用化に至るまでの技術開発の経緯をまとめている。本工

法は，狭隘な用地でも施工可能で，支保工の省略・縮減による作業スペースの確保により高い施工性と安全性を実現している。ま

た，汎用材料と汎用機械の使用，多様な地盤への適用が可能なことから高い汎用性を有し，地中残置物や建設汚泥の発生を抑制す

るなど環境負荷の低減にも貢献した工法である。ゆえに，社会的ニーズの高い技術開発として高く評価できるものである。以上よ

り，技術開発賞としてふさわしいと認められた。 
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【研究・論文賞部門】論文賞（和文部門） 

受賞業績名／業績発表文献 受 賞 者 名 

固相内拡散を考慮した固液間物質移動モデルに関する実験

的検討 

奈佐原 寅太郎（元京都大学大学院 工学研究科修士課程） 

肴倉 宏史（国立研究開発法人国立環境研究所 資源循環領域） 

加藤 智大（京都大学大学院 地球環境学堂） 

高井 敦史（京都大学大学院 地球環境学堂） 

勝見 武（京都大学大学院 地球環境学堂） 

●授賞理由：本論文は，掘削工事で発生する低濃度汚染土の有効利用を目的に，地盤内での物質移動を予測するDF—Kdモデルの

妥当性を実験的に検討したものである。パラメーターKdおよびDFを実験的に取得する手法を確立し，収着・溶出試験の結果をモ

デルによる計算値と比較した結果，DF—Kd モデルが化学反応の長期持続性を予測しうること，吸着・脱着の不可逆性を説明でき

ることを示した。本研究は，土壌中の有害物質の固定機能を定量化することで地盤汚染対策への応用が期待されるだけでなく，カ

ーボンニュートラルを視野に入れた建設副産物の活用にも貢献し，地盤工学・環境工学分野に広く示唆を与えるものである。以上

より，論文賞（和文部門）としてふさわしいと認められた。 

SCP工法による締固め改良地盤の微視構造変化に関する

X線CT模型実験 

江副 哲（（株）不動テトラ 大阪支店） 

梅田 洋彰（（株）不動テトラ 北関東支店） 

原田 健二（（株）不動テトラ 地盤事業本部） 

佐藤 宇紘（元熊本大学 技術部） 

大谷 順（熊本大学） 

●授賞理由：本論文は，我が国における代表的な液状化対策であるサンドコンパクションパイル（SCP）工法の改良効果の中で設

計において現状考慮されてない“微視構造“に着目し，この”微視構造“の変化を非破壊かつ3次元で測定可能なX線CT法とSCP

の施工プロセスを再現可能な模型実験装置の開発に取り組んでいる。さらに，模型実験により可視化したSCP施工に伴う「微視構

造」の変化を画像処理により定量的に評価可能な手法を提案するとともに，開発装置が実施工におけるSCP工法の施工サイクルを

おおむね再現できることを明らかにしている。このようにSCP工法の施工，設計の高度化を図るうえで有益となる知見がまとめら

れており，本論文は論文賞（和文部門）としてふさわしいと認められた。  

風化に対する切土法面の管理優先度の決定方法 

永田 政司（中日本高速道路（株）東京支社） 

村上 豊和（西日本高速道路（株）関西支社） 

佐藤 尚弘（明治コンサルタント（株）技術本部） 

菊本 統（横浜国立大学） 

●授賞理由：本論文は，全国の高速道路の切土法面96箇所を対象として供用後40～50年にわたって実施されてきた弾性波探査等

による風化の追跡調査のデータを取りまとめるとともに，風化程度の評価指標として「法面安定度」を提案し，その有効性を検証

したものである。弾性波探査をもとにして切土法面における風化帯層厚や斜面安定性を評価するための簡便かつ信頼性の高い手法

を提案しており，地盤工学における学術的貢献度が顕著である。さらに，実際に崩壊や崩落の前兆となる変状が生じた法面に対す

る事例検証を通じて，提案手法の適用範囲や実装上の留意事項についても詳細に論じており，切土法面の合理的な管理保全に資す

る工学的に有益な知見を提供している。以上より，論文賞（和文部門）としてふさわしいと認められた。 
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【研究・論文賞部門】論文賞（英文部門） 

受賞業績名／業績発表文献 受 賞 者 名 

Linking inherent anisotropy with liquefaction phenomena of 

granular materials by means of DEM analysis 

大坪 正英（国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所） 

Sanjei Chitravel（ブリティッシュコロンビア大学） 

桑野 玲子（東京大学 生産技術研究所） 

Kevin J. Hanley（エディンバラ大学） 

京川 裕之（名古屋工業大学大学院） 

古関 潤一（ライト工業（株）） 

●授賞理由：本論文は，気中落下法や湿潤突固め法などの供試体作製法に起因する初期異方性の特徴を個別要素法を用いて表現し，

三軸圧縮・伸張試験や繰返し三軸試験を模擬した数値解析を実施することで，初期異方性および誘導異方性の程度に着目して静的

せん断強度および液状化強度を詳細に分析している。本研究成果は，初期異方性を有する自然地盤の液状化強度の高度な解釈と強

度発現メカニズム解明に大きく貢献し，さらに実務における液状化判定の高度化にも貢献し得ると期待でき，学術的にも実務的に

も価値のある内容と評価できる。以上より，論文賞（英文部門）としてふさわしいと認められた。 

Centrifuge modeling of scale effect on hydraulic gradient of 

backward erosion piping in uniform aquifer under river levees 

岡村 未対（愛媛大学大学院） 

露口 祐輔（（株）四電技術コンサルタント） 

泉 典洋（北海道大学工学研究院） 

前田 健一（名古屋工業大学） 

●授賞理由：本論文は，洪水時に河川堤防に生じるパイピング破壊について，特にその発生・進展時の水位とメカニズム，および

堤体寸法の影響に関する研究成果を述べたものである。堤防の縮尺模型に遠心加速度を作用させることにより，パイプ内流れの状

態を層流から乱流に変化させる一方，特に透水係数と耐浸食性の土の力学特性は一定とした実験が実施できることを明らかにし，

パイピング現象に及ぼす砂の粒径とパイプ内流れの状態のそれぞれの影響を独立に調べている。地盤工学と水工学の境界領域にあ

る複雑なパイピング現象の記述と相似則の解明に必要な無次元数を整理し，スケール効果解明の道筋が明確に示されており，地盤

工学に関する学術の進展に顕著な貢献をした。以上より，論文賞（英文部門）としてふさわしいと認められた。 

 

【研究・論文賞部門】研究奨励賞  
受賞業績名／業績発表文献 受 賞 者 名 

Multi-physics numerical analyses for predicting the alterations in 

permeability and reactive transport behavior within single rock fractures 

depending on temperature, stress, and fluid pH conditions 

緒方 奨（大阪大学大学院工学研究科） 

●授賞理由：本論文は，高レベル放射性廃棄物の地層処分における核種閉じ込め性能を評価するため，亀裂性岩盤中の透水・物質

輸送特性の経時変化を予測可能な新たな解析モデルを提案したものである。従来，温度・拘束圧・pH 条件が複合する環境下での

地化学反応が透水特性に及ぼす影響を再現できる数値解析モデルは確立されていなかったが，本論文では，有限要素法と熱力学デ

ータベースを活用し，圧力溶解などの影響を考慮したマルチフィジックス反応輸送解析モデルを提案している。さらに，透水試験

結果との比較によりモデルの妥当性を検証し，その汎用性と応用可能性を示している。これらの成果は，地盤工学・岩盤工学分野

への貢献と今後の発展性の観点から，本業績は研究奨励賞としてふさわしいと認められた。 
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受賞業績名／業績発表文献 受 賞 者 名 

Suffusion in densely compacted Satozuka pumice sand and its impact on 

static loading undrained shear strength and dilation behaviour 
Rupali Sarmah（（株）技研製作所） 

●授賞理由：本論文は，北海道胆振東部地震で液状化により甚大な被害を受けた造成盛土の盛土材である火山灰質砂を対象として，

締固め条件の違い，内部侵食の有無を考慮して一連の三軸試験を実施し，これらの因子がせん断特性に与える影響を詳細に検討し

ている。その結果，ダイレイタンシー特性及び非排水せん断強さと締固め条件，骨格微視構造，内部侵食の関係性について体系的

に説明にしている。また，密に締め固めた火山灰質砂の盛土は，内部侵食を受けても強度低下がほとんど生じないことを明らかに

しており，火山灰台地が多い地域における盛土造成の実務に役立つ知見が得られている。以上より，研究奨励賞としてふさわしい

と認められた。 

Sheet-coating mitigation for membrane penetration in undrained triaxial 

tests and evaluation of comprehensive liquefaction resistance of crushed 

gravel 

笹岡 里衣（鹿島建設（株）土木設計本部） 

●授賞理由：本業績は，繰返し非排水三軸試験において重要なメンブレンペネトレーション（MP）の影響を除去するための新たな

実用的な方法を考案し，粗粒土の非排水せん断挙動を系統的な要素試験により明らかにしたものである。砕石などの粗粒土を用い

て造成した人工地盤は，従来の液状化判定基準に該当せず，また，繰返し非排水三軸試験方法の基準化では粗粒土は対象とされて

いなかった。本研究で得られた粗粒土の非排水三軸試験でのMP 除去法，粗粒土の非排水せん断強度特性の知見は，粗粒土の非排

水せん断強度の信頼度向上，粗粒土から成る人工地盤の合理的な設計や耐震性評価に貢献できると考えられ，本業績は研究奨励賞

としてふさわしいと認められた。 

計  11  件 

（注：敬称略，受賞者の所属は応募当時，掲載は応募順による） 
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表－2 地盤工学貢献賞 
 

 （敬称略） 

所属支部 受  賞  者 受 賞 分 野 

関西 

小山  倫史 ⑤社会的イメージの向上 

●授賞理由：小山倫史氏は，過疎化・高齢化が進む福井市高須町において，独自に設置した気象観測装置によ

り現地局所雨量の計測を長期にわたり継続的に実施し，土砂災害発生危険度を分析してきた。学術的な研究

成果を活用し，地域住民，社会科学の専門家と緊密に連携しながら取り組んだ観測体制・情報伝達・早期避難

のため仕組みの構築は実践的であり，土砂災害リスクが高い中山間地域への貢献度は高く，地盤工学貢献賞

にふさわしいと認められた。 

関東 

吉田 信博 ⑥その他（地盤の防災減災への貢献） 

●授賞理由：吉田信博氏は，令和3年7月に熱海で発生した土石流被害を契機として制定された盛土規制法

に関して，新規盛土等に対するマニュアル，既存盛土等に対するガイドライン，不法・危険盛土等への対処

方法ガイドライン等を作成し，同法が施行されるまでの事業を強力に推進した。その過程では，関係者との

意見交換を通して，地盤工学の知見を取り入れて頂いたことで，地盤工学の社会貢献につながった。この功

績は当該分野の社会的地位の向上に大きく寄与し，地盤工学貢献賞にふさわしいと認められた。 

計  2  件 

   

表－3 地盤工学会出版賞受賞者 
（敬称略） 

出版物名 受 賞 者 名 

斜面防災・減災 106 のノウハウ －技術者に必須の

知識と勘所－ 

奥園  誠之（元 西日本高速道路エンジニアリング中国（株）） 

下野  宗彦（西日本高速道路エンジニアリング中国（株）） 

●授賞理由：本出版物は，著者らによる高速道路の整備・維持管理業務を通じた斜面工学に関する経験を読者にわかりやすく

伝えようと試みたものである。斜面の災害対策は極めて複雑な地質・地盤が対象であるため学術的知見に依存してばかりでは解

決できないことが多い。それらの経験や知識に基づくノウハウをまとめ，図面を多用した豊富な事例とともに，失敗から学ぶと

いうスタンスで執筆されている本書は，若手のみならずベテランの地盤工学者が実務を行ううえで非常に有用である。さらに，

多種多様な経験を有する技術者が減っていく中，本書を通じて多様な事例に触れることができるため地盤技術者教育にも大きく

貢献するものである。以上より，出版賞としてふさわしいと認められた。 

計  1  件 

 

表－4 特別会員表彰 
（順不同敬称略） 

所属支部 会  員  名 等 級 

北海道 

〃 

〃 

〃 

株式会社平田建設 

株式会社測機社 

會澤高圧コンクリート株式会社 

株式会社ケイジー技研 

４級再表彰（50年） 

４級再表彰（35年） 

４級再表彰（35年） 

４級再表彰（25年） 
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所属支部 会  員  名 等 級 

北 陸 

〃 

〃 

〃 

〃 

北電技術コンサルタント株式会社 

アルスコンサルタンツ株式会社 

一般社団法人石川県地質調査業協会 

旭調査設計株式会社 

株式会社不動テトラ北陸支店 

４級再表彰（50年） 

４級再表彰（35年） 

４級再表彰（35年） 

４級再表彰（25年） 

４級再表彰（25年） 

関 東 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

ジャパンパイル株式会社 

サンコーコンサルタント株式会社 

株式会社竹中工務店技術研究所 

フジタ道路株式会社 

成和地質株式会社 

ジオテック株式会社 

ジーエスアイ株式会社 

株式会社横浜テクノス 

株式会社ダイチ地質研究所 

原子力発電環境整備機構 

損害保険料率算出機構 

特定非営利活動法人住宅地盤品質協会 

株式会社長谷工コーポレーション技術研究所 

３級再表彰（60年） 

４級再表彰（60年） 

３級再表彰（50年） 

４級再表彰（50年） 

４級再表彰（35年） 

４級再表彰（35年） 

４級再表彰（35年） 

４級再表彰（35年） 

４級再表彰（25年） 

４級初回（10年） 

４級初回（10年） 

４級初回（10年） 

２級初回（10年） 

中 部 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

東邦地水株式会社 

中央開発株式会社中部支店 

佐藤工業株式会社名古屋支店 

株式会社アオイテック 

矢作建設工業株式会社 

ジェイアール東海コンサルタンツ株式会社 

株式会社吉原化工 

一般財団法人東海技術センター 

４級再表彰（60年） 

４級再表彰（60年） 

４級再表彰（35年） 

４級再表彰（35年） 

３級再表彰（35年） 

４級再表彰（35年） 

４級再表彰（25年） 

４級初回（10年） 

関 西 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

大鉄工業株式会社 

国土交通省近畿地方整備局港湾空港部 

株式会社ソイルテクニカ大阪営業所 

国土交通省近畿地方整備局神戸港湾空港技術調査事務所 

一般財団法人阪神高速先進技術研究所 

ハウス技研通商株式会社 

丸泰土木株式会社大阪営業所 

カネカケンテック株式会社 

大阪公立大学地盤工学研究室 

株式会社山崎砂利商店 

キタイ設計株式会社 

京都大学防災研究所地震災害研究部門耐震基礎研究分野 

２級再表彰（60年） 

３級再表彰（35年） 

４級再表彰（35年） 

４級再表彰（35年） 

４級再表彰（35年） 

４級再表彰（35年） 

４級再表彰（25年） 

４級初回（10年） 

４級初回（10年） 

４級初回（10年） 

４級初回（10年） 

４級初回（10年） 
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所属支部 会  員  名 等 級 

中 国 

〃 

株式会社計測リサーチコンサルタント 

中国地質調査業協会島根県支部 

４級再表彰（50年） 

４級初回（10年） 

四 国 株式会社不動テトラ四国支店地盤研究室 ４級再表彰（25年） 

九 州 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

株式会社不動テトラ九州支店 

中央開発株式会社九州支社 

日特建設株式会社九州支店 

株式会社中央土木コンサルタント 

九州旅客鉄道株式会社 

エポコラム協会 

西日本鉄道株式会社鉄道事業本部施設部線路課 

日本ジタン株式会社 

４級再表彰（60年） 

４級再表彰（60年） 

４級再表彰（60年） 

４級再表彰（35年） 

４級再表彰（35年） 

４級再表彰（25年） 

４級再表彰（25年） 

４級再表彰（25年） 

計  53  会員 

 

 

表－5 事業企画賞 
 

 
（順不同敬称略） 

受 賞 業 績 名 受 賞 者 名 

第58 回地盤工学研究発表会でのダイバーシティ関

連セッション「多様な人材活躍で学会・業界を盛り

上げよう」  

会員・支部部 ダイバーシティ委員会 

地盤工学のためのデータサイエンス基礎講座 
関西支部 行事広報G 

 

スクリューウエイト貫入試験（SWS）による宅地の

液状化に対する安全性検討方法（案） 

関東支部 地盤情報を活用した首都直下型地震に対する宅地防災検討委員

会（委員長：清木隆文） 

 

計  3  件 
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表－6 「地盤工学会誌」年間最優秀賞，優秀賞 
 

【「地盤工学会誌」年間最優秀賞】 （順不同敬称略） 

受賞業績名／業績発表文献 受 賞 者 名 

地盤工学における模型実験 第6 回 各論 土構造物／2024年2

月号掲載（講座） 

渡邉 健治（東京大学）／平川 大貴（中央大学）／上野 勝利

（徳島大学） 

【「地盤工学会誌」優秀賞】   

地盤分野における工学と理学の協働 建設コンサルタントの技

術者が考える地盤工学と応用地質学の協働／2024年6月号掲

載（論説）  

中井 真司（復建調査設計（株）） 

地盤工学における地形情報の活用 ～航空レーザ測量データを

用いた斜面災害リスク評価を例に～／2024年10月号掲載（論

説） 

高山 陶子（アジア航測（株））／栩野 博（アジア航測（株））

／落合 達也（アジア航測（株））／松田 昌之（アジア航測

（株）） 

計  3  件 

 

 

表－7 永年にわたる正会員への感謝状贈呈 
 

（敬称略） 

所属支部 会  員  氏  名 

北 海 道 上野 邦行    高井 紀雄  

東 北 熊谷 茂一    橋本  亮    渋谷 昭三    小松 順一    原  勝重    伊藤  昇  

北 陸 佐藤  昇       筒井 弘之    小林 久男    畠山 正則 

関 東 

辻本 勝彦    江原  仁    松尾 亨彦    佐藤 高信    佐藤  博    矢野 悦三  

石崎 武志    川口  聡    田村 幸彦    関根 悦夫    落合 博貴    山下 賢治  

柳原 純夫    福井 謙三    渡辺 真一    福元 俊一    鬼沢  茂    狹間 博  

西田  登    国松  直    中之谷 昇    大橋  正    阿部 知之    相川 淑紀  

八谷 好高    後藤 政昭    田部井 哲夫   桂   豊    西江 俊作    押田 正昭  

飯場 正紀    石橋 恵司    田中 英正    服部  圓   

中 部 
下平 雄二    丸山 和夫    松尾 篤樹    浅野 憲雄    榊  祐輔    田邊 謹也  

平野 義明    中川  誠    玉腰 幸士  

関 西 浜田 貞二    古田 芳彦    植田 康宏    竹田 一夫    綾城 本号  

中 国 水野 正行    橋本 光則    二木 正則    向井 雅司    谷本 和範  

四 国 大西  勉    冨士 達雄    土居 正信 

九 州 池田 幸博    八百山 孝    岩本 直樹    溝田 豊実   

計  72  会員 
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表－8 支部賞等 
 

【北海道支部】                                           （順不同敬称略） 

賞の区分 受 賞 業 績 名 受 賞 者 名 

支 部 賞 

廃石膏ボードの地盤材料へのリサイクル方法に関する

検討 
江本 啓二（萩原建設工業（株）） 

室内における簡易動的コーン貫入試験の原位置試験へ

の適応性及び土質定数との関係 

水野 敏裕（益村測量設計（株）(室蘭工業大学社会人

学生)） 

支 部 賞 

（学生部門） 

異なる層厚において初期応力の深度分布の考え方が粘

性を考慮した圧密沈下挙動に与える影響 
大崎 慈丈（北海道大学） 

道路盛土で用いた泥岩材料の吸水膨張膨潤特性とその

評価 
小原 拓己（室蘭工業大学） 

道内火山灰質土からなる斜面の地震時および降雨時の

崩壊挙動に関する模型実験 
小松 竜大（室蘭工業大学） 

斜面浅層における不飽和浸透流への無限長斜面適用条

件の体系化 
佐藤 泰地（北海道大学） 

 
【東北支部】 

賞の区分 受 賞 業 績 名 受 賞 者 名 

支 部 賞 

(最優秀賞) 

八戸地域におけるしらす盛土の不飽和浸透挙動と予測

に関する研究 
清原 雄康 （八戸工業高等専門学校） 

支部賞 

αシステムを利用した盛土転圧施工の効率化事例 

佐近 翔 （東北電力（株）） 

小山慎一郎（東北電力（株））            

鈴江 康人（前田建設工業（株）東北支店） 

津田 啓史（前田建設工業（株））         

石黒 健 （前田建設工業（株）ICIテクノロジーセン

ター） 

山形県の 2 つのため池改修工事に伴う調査・解析・設

計の事例 

坂野 修次（山形県村山総合支庁） 

小山 啓太（山形県村山総合支庁） 

矢矧 渉 （山形県置賜総合支庁） 

芳賀 敦子（山形県置賜総合支庁） 

岩田 賢 （中央開発（株）東北支店） 

支 部 賞 

（貢献的 

 業績部門） 

― 清原 雄康（八戸工業高等専門学校） 

― 森口 周二（東北大学災害科学国際研究所） 

― 古河 幸雄（日本大学名誉教授） 

― 峯岸 雄一（陽光建設（株）） 

― 長谷川 浩（（株）ダイワ技術サービス） 
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【北陸支部】 

賞の区分 受 賞 業 績 名 受 賞 者 名 

支部賞 

(研究・論文部門・論

文賞） 

Xiong, X., Kobayashi, S., Izumi, H., and Zhang, F. (2024). FEM 

analysis on isotropic consolidation of unsaturated soils using 

ceramic disks and microporous membrane filters for suction 

control. 

Geotech. Test. J. 47(6): 1275–1297. 

https://doi.org/10.1520/GTJ20230439 

熊 曦 

支部賞 

(功績部門・功績賞） 

2016年〜2018年 北陸支部選出理事 

2017年～2019年 副支部長 
金子 敏哉 

〃 

2010年～2013年 副支部長 

2014年～2016年 支部長 

2014年〜2015年 北陸支部選出理事 

2017年～2019年 副支部長 

松本 樹典 

〃 2016年～2019年 副支部長 杉本 利英 

〃 
2008年～2009年 幹事長 

2010年～2011年 副支部長 
門木 秀一 

〃 2006年～2008年 北陸支部選出理事 宮島 昌克 

〃 2008年～2009年 北陸支部選出理事 岩田 英二 
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【関東支部】 

賞の区分 受 賞 業 績 名 受 賞 者 名 

優秀発表賞 

アルミ棒積層体におけるリバウンド現象 矢川 萌衣(中央大学) 

既存杭引抜き時に発生する地盤への影響に関する研究 岩崎 光大(東京都市大学) 

自立式鋼矢板護岸の高強度薬液改良効果の評価に関する遠心

場傾斜土槽実験 
王シイハン(東京都市大学) 

円形土槽を用いた先端根固め杭の支持力試験 高橋 明日香(東京都市大学) 

ガラス粒子の粒子形状がせん断強度定数に及ぼす影響 吉田 尚生(東京海洋大学) 

差圧の変動に対する低配合ベントナイト・砂混合土の透水係

数変化 
小山 すず(早稲田大学) 

密詰め・緩詰めの人工軽石の state-boundary surface における

差異 
真下 康平(東京大学) 

The effect of clogging on the performance of a suspension-type grout 

formula in permeation grouting 
Jemy Chua(東京都市大学) 

軽石の単粒子破砕強度と粒子内間隙比や粒子形状の関係 橋本 拓幸(東京大学) 

2018 年北海道胆振東部地震で発生したテフラ層すべりにおけ

る異なる地点で採取したテフラに対する定体積繰返し一面せ

ん断特性 

名切 智也(山梨大学) 

グラウンドアンカー補強斜面の振動台実験と安全率の算定 加藤 哲志(防衛大学校) 

太陽光発電設備を設置した斜面における表流水及び地下水位

変動の簡易予測モデルに基づく表層崩壊の危険度評価 
福島 将太(群馬大学) 

令和6年7月の花月川三郎丸橋の洗掘被害調査 渡邉  真一郎(東京大学) 

バランス断面法の考えを取り入れた弾塑性有限要素法による

岩盤斜面の地形変動解析 
中野  大輝(群馬大学) 

海底鉱物資源の開発における尾鉱の海底処分に関する一考察 

-尾鉱の造粒物の大きさ・密度と海底での掃流の関係の検討- 
川島  颯太(東京海洋大学) 

顆粒状軽量気泡コンクリート(AAC)を混合した透水性舗装ブ

ロックの蒸発性評価 
坂井  優太(埼玉大学) 

Fast Suction Measurement on Sand using Membrane Filter 金子  茉由(早稲田大学) 

簡易動的コーン貫入試験装置を活用した電気探査手法の検討 土方  渉太郎(東京大学) 

透明地盤へのSP貫入試験 市井  俊介(東京都市大学) 

関東支部 

技術賞 

地盤工学の知見に基づいた住民対話型処分場運営の在り方に

ついて 

一般財団法人茨城県環境保全事業団 

エコフロンティアかさま環境保全委員会 

関東支部賞 

関東支部設立20周年特別貢献賞 伊藤 和也(東京都市大学) 

〃 川本 健(埼玉大学) 

〃 岸田 隆夫 (メトリー技術研究所（株）) 

〃 後藤 聡(山梨大学) 
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賞の区分 受 賞 業 績 名 受 賞 者 名 

関東支部賞 

関東支部設立20周年特別貢献賞 小峯 秀雄(早稲田大学) 

〃 西村 友良(足利大学) 

〃 早野 公敏(横浜国立大学) 

〃 松島 亘志(筑波大学) 

〃 峯岸 邦夫(日本大学) 

〃 若井 明彦(群馬大学) 

〃 若月 洋朗(千葉エンジニアリング（株）) 

   

【中部支部】 

賞の区分 受 賞 業 績 名 受 賞 者 名 

研究奨励賞 
越流に対する表面被覆型対策工の効果と堤体崩壊メカニズム

の検討 
夏目 将嗣 (名城大学大学院) 

技術賞 
供用している高速道路トンネルへの避難連絡坑接続における

補強工事の実施 
堀川 敬 (中日本高速道路（株）） 

功績賞 該当なし 該当なし 

 

【関西支部】 

賞の区分 受 賞 業 績 名 受 賞 者 名 

学術賞 
鉄鋼スラグで改良した軟弱粘土に含まれる重金属等の溶

出挙動の解明 

加藤 智大（京都大学大学院地球環境学堂） 

高井 敦史（京都大学大学院地球環境学堂） 

勝見 武（京都大学大学院地球環境学堂） 

地盤技術賞 
体積含水率観測データによる検証に基づく雨量情報を用

いた高速道路斜面の健全度判定手法の提案 

安藤 珠希（大阪大学） 

小泉 圭吾（大阪大学） 

久田 裕史（西日本高速道路（株）） 

櫻谷 慶治（西日本高速道路（株）） 

乾 徹（大阪大学） 

社会貢献賞 
画像処理による金沢城文化財石垣の崩落石材同定手法の

開発 

原 幸平（関西大学大学院社会安全研究科） 

小山 倫史（関西大学社会安全学部） 

山中 稔（香川大学創造工学部） 

西田 郁乃（石川県金沢城調査研究所） 

冨田 和気夫（石川県金沢城調査研究所） 
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【中国支部】 

賞の区分 受 賞 業 績 名 受 賞 者 名 

地盤と建設 

論文賞 

移動体測量を使ったインフラのメンテナンス作業に関

する基礎的研究 

長江 健三（（株）荒木組） 

西山 哲（岡山大学） 

地盤と建設 

論文奨励賞 

アルミ棒積層体に部分敷設した鋼製帯状補強材の引抜

き実験の数値シミュレーションと粒子挙動の可視化 
前田 祐美（山口大学） 

地盤工学セミナ

ー最優秀報告賞 

地中レーダ探査とSLAMによる地上と地下埋設物の3Dモ

デル作成 

小林 紅瑠美（（株）ウエスコ） 

田山 良一（（株）ウエスコ） 

白根 明穂（（株）ウエスコ） 

地盤工学セミナ

ー優秀報告賞 

地すべり地のボーリングコアを対象とした帯磁率計の

活用事例 

佐藤 友香（（株）ウエスコ） 

津村 拓美（（株）ウエスコ） 

浅井 瞳（（株）ウエスコ） 

宮本 広富美（（株）ウエスコ） 

地盤工学セミナ

ー優秀報告賞 
ブロック積みのひび割れを中間土で復元した簡易実験 

中本 泰誠（西日本高速道路エンジニアリング中国

（株）） 

秦 二朗（西日本高速道路エンジニアリング中国

（株）） 

金子 雅博（西日本高速道路エンジニアリング中国

（株）） 

 

【四国支部】 

賞の区分 受 賞 業 績 名 受 賞 者 名 

優秀発表者 

河川堤防のパイピング実験における進展過程の観察 井澤 良太（愛媛大学大学院） 

部分排水条件で繰返しせん断された砂の再圧密時体積ひ

ずみ特性 
長田 知樹（愛媛大学大学院） 

まさ土の非排水単調および動的せん断特性に及ぼす過酸

化水素の影響 
山田 大翔（香川高等専門学校） 

スラスト力を受ける二条埋設管路の挙動に関する模型実

験および個別要素法解析 
井上 優佑（神戸大学大学院） 

施工時荷重が杭の鉛直支持力に与える影響と施工データ

を用いた支持力推定の適応性の検証 
戸田 行紀（（株）技研製作所） 

四国支部賞 
自立電源と静電容量センサー（30m 計）による地すべり地

の地下水リアルタム計測 

高田  章徳（（株）エス・ビー・シー） 

木村  充宏（（株）エス・ビー・シー） 

上野  勝利（徳島大学大学院） 
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【九州支部】 

賞の区分 受 賞 業 績 名 受 賞 者 名 

技術賞 
八代港大築島土砂処分場（中仕切堤）におけるカルシア改質

土の冬季施工について 

五洋建設（株） 土木部門 環境事業部 

国土交通省 九州地方整備局 熊本港湾・空港整備

事務所 八代港分室 

国土交通省 九州地方整備局 下関港湾空港技術調

査事務所 

日本製鉄（株） 九州製鉄所 

日本製鉄（株） スラグ事業・資源化推進部 

技術賞 
地下埋設物が複数存在している中洲層（砂層）における掘削

工法の施工 
大成建設（株）九州支店 

支部学生賞 

(優良学生賞) 

緩傾斜地における地震時の大規模な流動化破壊に関する研

究 
FENG CHAOFAN 

地盤材料への適用を目指したCO2固定再生骨材の物理化学特

性変化に関する研究 
甲斐 柊吾 

Post-failure analysis of slope with spatial variability on shear strength 
YU JUNYAN 

斜面安定度および道路への影響を考慮した落石・岩盤崩壊危

険箇所抽出手法の開発 
川浦 悠梨乃 

表法面・天端補強による越水に対して粘りを発揮する河川堤

防構造の検討 
藤井 隼人 

石灰およびセメント改良土の一軸圧縮強さ，変形係数，鋭敏

比について 
久保山 聡子 

撹拌時間の違いを伴う固化材スラリーが改良土の強度発現

特性に及ぼす影響に関する研究 
福島 美晴 

Assessment of Rainfall-Induced Landslide Susceptibility Based on 

Geometric Characteristics of 3D Slopes 
Li Xun 

Fluorine Removal Effect of Low-cost Adsorbent Using Organic 

Wastes 
Mostafa Mahmoud Abdelazeem Ahmed 

半石塁タイプの築石構造物の動的挙動と補強材の効果に関

する実験的検討 
有冨 文人 

複数の地下空洞を有する地盤の安定解析に関する基礎的研

究 
福田 和純 

動的載荷時における阿蘇 4 火砕流堆積物の軟質化特性に関

する研究 
嘉数 ことり 

空気圧送試験機による土層性状の把握に向けた基礎的検討 木之下 広憲 

Physics-Informed Neural Networks とベイズ推定を組み合わせ

た地盤パラメータの推定に関する研究 

 

福永 竜世 
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冨重 寛人 
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玉田 康誠 
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田村 廣丈（たむら ひろたけ） 鹿島建設（株）東北支店女川原子力発電所土木工事事務所 所長 

岡 史浩（おか ふみひろ） 鹿島建設（株）東北支店土木部 土木工事管理部長 

戸田 孝史（とだ たかし）        鹿島建設（株）本社土木設計本部原子力土木設計部 部長 
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キーワード：東日本大震災，原子力，防潮堤，鋼管杭，地盤改良 

 

1. はじめに 

このたびは，「大規模な自然災害を考慮した防潮堤の

設置（女川原子力発電所 防潮堤かさ上げ工事）」に対

しまして地盤工学会より栄誉ある技術業績賞をいただ

き，誠に光栄に存じます｡ここに厚く御礼申し上げます。  

本業績は，自然災害に係る最新の科学的知見に基づ

いて発電所の安全性をさらに向上させたものであり，

本稿にて概要をご紹介いたします。 

2. 事業概要 

東北電力（株）女川原子力発電所は，東北地方太平

洋沖地震(東日本大震災)の震源に最も近接した原子力

発電所です。震災時は震度 6 弱の地震（保安確認用地

震計の最大加速度567.5 Gal）と，高さ約13.0 m（敷地

高さは13.8 m）の津波に見舞われましたが，建設当初

から未曽有のリスクに備えて敷地高さを設定するなど

の地震・津波への備えにより，深刻な被害は受けずに

全 3 号機を冷温停止に導き，被災した地域住民を所内

に受け入れて地域とともに困難を乗り越えました。こ

れらのことは国際原子力機関（IAEA）や世界原子力発

電事業者協会（WANO）から高く評価いただきました。 

防潮堤かさ上げ工事は，震災直後に緊急安全対策と

して設置したセメント改良土による海抜 17 m（盛土高

さ3 m）の防潮堤を，海抜 29 mまでかさ上げしたもの

です。狭隘な敷地制約や，海側へのアクセスを考慮し，

鋼管式鉛直壁と盛土堤防を組み合わせた構造です。     

図－1 防潮堤全景 

3. 安全性の追求 

かさ上げ後の防潮堤は，東日本大震災で得られた最

新の知見を考慮し，より過酷な条件下（最大地震加速

度 1000 Gal，想定津波高さ 23.1 m，その継続時間 0.5  

写真 

盛土堤防 
L=120m 

鋼管式鉛直壁 
（一般部） 
L=416m 

鋼管式鉛直壁 
（岩盤部） 
L=264m 
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hr.）でも機能を維持できるよう設計されています。  

想定津波高さにおいては複数の地震（波源域）の連動

やすべり量の増大といった最新知見や各種の不確かさ

を考慮し，防潮堤への液状化の影響評価では東日本大

震災で観測された地盤変状に係る再現解析を行い，解

析用パラメータを試験下限値から設定するなど，地盤

耐震評価の信頼性を高めました。 

また，工事着手後に開始された新規制基準に基づく

審査における議論を踏まえて，地盤改良や漂流物防護

工の追加など，さらなる安全性向上のための構造変更

を加えて完成に至っています。 

   

図－2 審査結果を踏まえたさらなる安全性向上 

4. 防潮堤の施工に係る特徴 

早期の安全確保を目指し，膨大な数量の施工を短期

間で，かつ高精度に実施する必要があったことや，工

事途中での構造変更を実現するためにさまざまな工夫

を実践しています。 

4.1 改良地盤造成における工期短縮 

狭隘な作業エリアで多様な工事が錯綜する中で，直

径4.5 m，深さ約12 mの改良体 331本を造成する必要

がありましたが，簡易作業台と 2 台の改良機械をユニ

ット化して移動手間を最小化することにより 1.5 か月

の工期短縮と安全作業を実現しました。 

4.2 大口径鋼管杭の施工精度確保 

大口径鋼管杭（φ2500 mm）の施工にあたり，一般的

な許容精度（杭芯ずれ100 mm，傾斜1/100）では防潮

堤の止水機能が懸念されたことから，掘削用架台と建

込用架台をそれぞれ開発し，杭芯ずれ 10 mm，傾斜

1/500～1/1000 という高い施工精度を実現しました。防

潮堤や締切提などの高い止水・遮水性能を求められる

インフラへの鋼管杭の適用拡大に期待できます。 

 

 
図－3 上：掘削用架台，下：建込用架台および建込状況 

4.3 高圧噴射撹拌工の大口径化 

安全性向上のための改良地盤の追加造成にあたり，

施工済み鋼管杭直下で隙間なく改良するため，改良体

の径を4.5 m から5.5 m に拡大する必要が生じました。

人頭大の巨礫を含む岩砕盛土での施工事例はありませ

んでしたが，試験施工や事後調査での性能確認により

要求性能を満足できることを確認して採用しました。 

   

図－4 改良体の大口径化による未改良部発生防止 

5. おわりに 

防潮堤かさ上げ工事については約 10 年をかけ 2024

年3月に完了し，同年11月に女川原子力発電所は再稼

働することができました。原子力発電所の安全性向上

の取組みにご尽力いただいた関係者の皆様に対して謹

んで感謝の意を表します。 

 

（原稿受理 2025.5.22） 
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片桐 雅明（かたぎり まさあき） （株）日建設計 都市・社会基盤部門 アソシエイト 

  

キーワード：浚渫粘土，埋立予測解析，圧密促進，動態観測 

 

1. はじめに 

このたびは，地盤工学会より名誉ある「技術業績賞」

を授与いただき，誠に光栄に存じます。ここに厚く御

礼を申し上げます。本稿では，実施してきた業務の課

題から解決方法などの概要をご紹介いたします。 

 
図－1 対象エリアの位置 

2. 業務概要と課題の抽出 

本業務は，我が国の主要航路である関門航路を整備

する際に発生する浚渫土砂の埋立技術の開発に関わる

もので，受入れ浚渫土砂量が変更されていく中，それ

を受け入れるために行う方策の妥当性評価や受入完了

時の予測検討を行ったものである。 

対象とする土砂処分場は，新門司沖土砂処分場（3工

区）（以下，3工区）で，2014年までの浚渫土砂を受け

入れる計画のもと，2002年から浚渫土の受入れが始ま

った。新規の土砂処分場の建設が計画どおりに進まず，

いくたびか 3 工区内に処分する浚渫土量が変更され，

それら変更された浚渫土砂を受け入れるための方策が

実施されてきた 1)。それら受入容量拡大方策は，図－2

に示すように，堆積している浚渫土を機械脱水して堤

体構築に用いること(有効活用),嵩上げによる容量拡

大，PVD打設による圧密促進(堆積土砂の減容化)が行

われた。一般的な受入容量拡大方策は，図－2左側に示

す山土による嵩上げで，その受入容量よりも今回の方 

 

 
図－2 3工区で用いられた受入容量拡大方策 

関門航路 東側

関門航路 西側

下関市

北九州市

北九州空港

新門司沖土砂処分場

浚渫土砂

新門司航路

浚渫土の有効活用

PVDによる
圧密促進

既設護岸
既設護岸
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策はより多くの容積増が期待できる。しかしながら，

圧密促進しながら浚渫土が埋め立てられるため予測手

法の妥当性に懸念があり，フレキシブルな埋立技術の

開発が必要となった。 

 埋立技術の開発における主な課題は以下であった。 

1) 埋立てにより上昇する泥面高さの的確な予測 

2) 一方向からの投入により形成される泥面の傾斜 

3) 投入部の泥面が計画高さに達したとき，傾斜した泥

面の過大な残空間（計画高さとの差） 

4) PVDの有効期間を暫定値としたことによる予測精度 

3. 課題に対する対応策と結果 

(1) 埋立解析手法の高度化 
新北九州空港の埋立事業で実績がある解析 Code2)を

ベースに，地盤特性を加味した複数の地盤モデルを用

い，地盤調査結果ならびに泥面高さの経時変化を再現

する事後解析を行って圧密定数を同定し，その圧密係

数を用いて予測解析を行った。その一例を図－3 に示

す。 

 

 

 

 

 

 

図－3 埋立事後解析結果：泥面高さ変化と含水比分布 3) 

 
 

 

(2) 傾斜堆積する泥面に対する準二次元埋立解析手法 
長大土砂処分場の短辺から浚渫土が投入されたため，

堆積した泥面は長辺方向に傾斜した。これを図－4 に

示すように傾斜に沿って 6 分割して，異なる投入比率

を与えた一次元埋立解析の結果を組み合わせて表現す

る準二次元埋立解析を開発し，図－5 のように表現し

た 4)。 

(3) 予測解析結果の浚渫計画への反映 
準二次元埋立解析手法を用い，残空間を残さない配

分量を解析的に求め，それをベースに排砂管の出口の

移動，澪筋構築などの実施案に反映させた。 

(4) PVDの有効期間の照査 
設計時に，打設したPVD の有効期間を 4 年とした。

図－6 に示すように，動態観測，事後解析から 8 年ま

ではPVDの効果があると結果が得られた 3)。 

 

4. おわりに 

受入土量の変更に対応できるフレキシブルな埋立技

術が，3工区の浚渫土受入容量拡大事業を通して，高精

度化された。今後，本手法は浚渫土砂処分場の受入容

量拡大事業の方針検討や評価方法に活用できる。 

謝辞 

本事業は，新門司沖土砂処分場（3工区）技術検討委

員会（委員長：善功企九州大学名誉教授）からさまざ

まな助言をいただきながら進めている。検討会のメン

バーその他関係各位に感謝の意を表する。 
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図－6 PVD打設部の沈下挙動と解析結果の比較 3) 
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キーワード：土留め，開削，鋼矢板，支保工省略 

 

1. はじめに 

このたび，「頭部固定式二重土留め工法」に対しまし

て地盤工学会より栄誉ある「技術開発賞」をいただき，

誠に光栄に存じます。ここに厚く御礼申し上げます。

本稿では，開発した技術の概要について説明させてい

ただきます。 

2. 本技術開発の背景 

開削工法を用いた躯体工事などでは，掘削深さが 3

～4 m を超える場合，一般的に切梁式支保工が用いら

れます。切梁やそれを支持する中間杭は，掘削や躯体

構築の作業効率低下の要因となります。切梁を省略ま

たは削減して施工空間を広く確保できると，掘削や躯

体構築の施工性が向上するだけでなく，躯体に巻き込

む中間杭の減少による躯体品質の向上や，プレキャス

ト工法の採用による施工の合理化が期待できます。こ

れらを踏まえ，開削施工の合理化を目的とした「頭部

固定式二重土留め工法」を新たに開発しました。 

3. 頭部固定式二重土留め工法の概要 

本工法は，図－1 に示すように鋼矢板を二重に設置

し，頭部を剛結することでラーメン構造化して高い剛

性を得る土留め壁であり，鋼矢板，頭部固定構造（鋼

材ブレス方式または RC 方式）で構成される汎用材料

と，圧入機（パイラー）のような汎用機械を用いるこ

とで施工が可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図－1 頭部固定式二重土留め工法の概要 

頭部を剛結
ラーメン構造化
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工法原理を図－2に示します。自立壁式土留めは，背

面側の曲げモーメントで部材仕様が決定しますが，架

構のラーメン化により頭部に掘削側の曲げモーメント

が発生するため，壁全体の発生応力が小さくなる特徴

（曲げモーメントの分散化・抑制）があります。また，

前後 2 枚の土留め壁を配置することで，土留め間隔が

狭くとも前後どちらも水平受働抵抗を受ける控え杭に

類似した構造であり，SMW 等の高剛性土留めと同程

度の変位抑制効果を発揮します。図－3に施工事例，図

－4に適用例を示します。 

本工法の場合，鋼矢板を二枚使う必要はありますが，

以下のような利点を得ることができます。 

① 省スペース 

狭隘な用地でも施工可能で，在来工法（控え杭式，

グラウンドアンカー式）と異なり背面側に広い用地が

不要で，圧入機等の小さい施工機械で施工可能です。 

② 施工性・安全性・品質の向上 

切梁等の支保工の省略・縮減により，広い作業スペ

ースを確保でき，施工性や安全性，躯体品質が向上し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 高い汎用性 

鋼矢板と頭部固定構造（鋼材ブレス方式または RC

方式）で構成されるシンプルな構造かつ汎用材料で施

工可能です。また，地下水位や土質条件による影響が

少なく，多様な地盤に適用可能です。 

④ 環境負荷低減 

SMW 工法などと比較して，地中残置物や建設汚泥

が発生しません。鋼矢板は引抜き撤去が容易のため，

地下水の流動も阻害しません。 

4. おわりに 

土留め工法は，すでに多種多様な施工技術がありま

すが，経済性に加えて，安全性や環境負荷低減などの

SDGs の観点で持続可能性を追求した建設技術につい

ては，まだ取組みの余地があると考えます。こうした

領域に対し，地盤工学的なアプローチで技術開発に取

り組み，在来工法である土留め開削工事において，新

たな可能性を見出しました。更なる技術の発展に寄与

することを期待しています。 

（原稿受理 2025.6.9） 
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図－2 工法原理 
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キーワード：分配係数，固相内拡散，溶出，吸脱着，バッチ試験 

 

1. はじめに 

このたびは，論文「固相内拡散を考慮した固液間物

質移動モデルに関する実験的検討」に対して，名誉あ

る論文賞（和文部門）を授与いただき，とても光栄に

存じます。本論文は私（奈佐原）が京都大学大学院修

士課程にて取り組んだ研究内容をまとめたものです。

修士課程修了後の論文執筆まで，長きにわたり多大な

るご支援を賜りました多くの方々に御礼申し上げます。 

2. 受賞論文の概要 

2.1 研究の目的と手法 

昨今の建設工事によって自然由来の重金属等（ヒ素，

鉛など）を含む掘削土が大量に生じています。資源循

環の観点から鑑みると，土から溶出したり，土に吸着

する化学物質の挙動を評価したうえで，これらの低濃

度汚染土を有効利用することが求められています。地

盤内での化学物質の移動を評価する従前の手法は，液

相（間隙水）と固相（土粒子）の界面での即時反応を

前提に，分配係数Kdを用いたモデルで記述されており，

長期的な実現象を十分に再現していません。 

そこで本研究では，固液接触の時間経過に伴う物質

移動の進行性を表現するため，分配係数 Kdに加え，固

相内拡散係数 DF を導入した物質移動モデル（DF－Kd

モデル 1））の妥当性を実験的に評価することを目的と

しました。 

本研究では，ヒ素溶液と土を用いて，1) 接触時間バ

ッチ試験，2) シリアルバッチ試験，3) DF－Kdモデルを

用いた数値解析，4) 単一バッチ試験を実施しました。 

1)では，接触時間を複数に変えた収着試験を実施し，

時間とKdの関係を求め，即時反応とみなすKd0を算出

しました。 

 
図－1 吸脱着と固相内拡散による物質移動のイメージ 
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2)では，一定時間ごとに一定濃度の溶液に交換する

収着試験を実施し，試験値に一次元拡散モデルを適用

して収着フラックスとDFを算出しました。 

3)では，1)，2)で取得したDF，KdをDF－Kdモデルに

入力して数値解析を実施し，固相と液相の接触時間経

過に伴うヒ素濃度の計算値を求めました。 

4)では，ヒ素溶液に土を浸漬する収着試験と，収着試

験後の試料を純水に浸漬する溶出試験を実施し，固相

と液相の接触時間経過に伴うヒ素濃度の試験値を取得

して，3)で求めた計算値と比較検討しました。 

2.2 研究の成果 

(1) 分配係数の時間依存性 

 接触時間バッチ試験の結果から，分配係数Kdの時間

依存性を解明しました。Kdは吸脱着平衡を前提とした

係数で，時間をパラメーターに取りませんが，接触バ

ッチ試験の結果では，固液接触時間が増加するほどKd

は増加し，Kd の時間依存性を確認しました（図－2）。

本研究では，この結果を，吸脱着平衡に加えて固相内

拡散を考慮することで，「見かけ」の Kd が増加した，

と整理しました。数時間程度の固液接触を与える吸着

試験からKdを取得する現行手法では，地盤材料が汚染

物質を捕捉する能力を過小評価している可能性が示唆

されました。 

(2) DF－Kdモデルの適用性の評価 

 シリアルバッチ収着試験と接触バッチ試験から取得

したDF，KdをDF－Kdモデルに入力し，数値解析によ

って求めた計算値は，単一バッチ試験の試験値にて確

認された，1) 時間経過に伴う物質濃度変化の傾向，2) 

収着と溶出の不可逆性，を表現しました（図－3）。従

前の Kd のみを用いたモデルでは表現できないこれら

の現象を，吸着層の概念を導入した DF−Kdモデルで表

現しうることを実験的に示しました。 

3. おわりに 

 本研究を通して，地盤材料の有効活用を見据えた物

質移動の長期的な実現象の評価手法として，DF－Kdモ

デルの実用可能性を示唆できたと考えています。本研

究が今後の「循環型社会」の構築実現の一助となれば

幸甚です。 

参考文献 

1) 肴倉宏史・細野賢一・河原裕徳・横山裕之：固相内拡散と吸 

脱着平衡を接続した物質移動モデルの作成と各パラメーター

が有害物質挙動に及ぼす影響の計算，地盤工学ジャーナル，

Vol. 17，No. 3，pp. 267-275，2022. 

 

（原稿受理 2025.5.18）

 

 

図－2 接触時間と分配係数の関係 

 
図－3 単一バッチ試験で取得した試験値と計算結果の比較 
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1. はじめに 

このたびは，地盤工学ジャーナルVol. 17, No. 4に掲

載いただいた論文「SCP 工法による締固め改良地盤の

微視構造変化に関するX 線CT 模型実験」1)に対して，

栄誉ある地盤工学会論文賞（和文部門）をいただき，

誠に光栄に存じます。本論文を推薦いただきました地

盤工学ジャーナル編集委員会ならびに本論文の審査に

関わられた皆様に厚く御礼申し上げます。 

本論文は，我が国における液状化対策工法として代

表的なSCP工法の改良地盤特有な効果のうち，繰返し

せん断履歴による微視構造変化に着目した改良地盤評

価の定量化を目的とした研究成果になります。本報に

て，論文の概要について紹介させていただきます。 

2. 論文の概要 

2.1 研究の背景 
締固めを原理とするSCP工法は，1950年代半ばに開

発されてから今日までの半世紀を超えて我が国の地盤

改良技術の主力を担っています。SCP 改良地盤は，一

般的にN値増加を密度増加による改良効果として評価

されていますが，それ以外にも複合的な特性が関与す

ることで液状化強度が増加することが確認されていま

す。地盤状態の変化に関わる効果としては，密度増加

以外にも，水平有効応力の増加，不飽和化，微視構造

の安定化が挙げられます。現位置で直接的に確認する

ことが困難である微視構造以外は，地盤調査や試験等

により，これまでに定量的な評価がなされています。 

そこで，本研究では，SCP 工法による砂杭造成を模

擬した模型実験に，近年，地盤工学分野でも広く用い

られている非破壊検査法の一つであるX線CT2)を適用

することで砂杭周辺地盤の挙動についての詳細な可視

化を行いました。そのうえで，X 線 CT と画像解析を

 
図－1 X線CT専用の模型実験装置 
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用いることで砂杭造成過程に生じる周辺地盤の微視構

造変化に関して，土粒子同士の接触の観点から定量的

に改良効果を評価した結果について考察しました。 

2.2 SCP改良地盤の微視構造変化 
SCP 工法を模擬した砂杭の造成と砂杭造成過程のX

線 CT 撮影を CT 室内で実現可能とする模型実験装置

（図－1）を開発し，ケーシングパイプ貫入時の押力を

荷重計にて測定し，ケーシングパイプの貫入から引抜

きによる砂の排出，打戻しによる拡径までの一連の砂

杭造成サイクル（図－2）について，打戻し時に押力が

増加することが，実施工におけるSCP工法の施工サイ

クルの模式と概ね一致することを検証しました。 

また，開発したX 線CT 専用の模型実験装置や実験

手法，画像解析を用いた接触点数による評価等を応用

することで，SCP 工法による砂杭周辺地盤の微視構造

変化に関して，これまでが室内実験等による力学的な

検証 3)であったのに対して，今回その変形現象の直接

的な可視化と相対密度および接触点数の変化による定

量的な評価をしました。砂杭造成に伴って発生するせ

ん断ひずみは拡径された砂杭周辺に集中し，先行して

造成された砂杭周囲の体積ひずみが収縮傾向にあるこ

とがX 線CT と画像解析によって可視化することで明

らかとなりました。さらに，砂杭造成に伴って砂杭周

辺地盤の相対密度は増加し，接触点数も増加し，それ

らの変動係数は施工が進捗するにつれ小さくなり改良

地盤が均一化することもわかりました。 

2.3 中実杭の貫入とSCP工法との比較 
貫入と造成（引抜きと打戻し）過程で数多くの繰返

しせん断履歴を与える施工サイクルを持つSCP工法に

対し，それと異なる締固め施工方法として，中詰材の

押し込みを伴わない中実杭の貫入のみによる施工（実

施工では，締固め杭工法例えば4）に相当する）を模擬し，

SCP工法と微視構造の観点で比較を行いました。 

SCP 工法と中実杭の貫入の比較では，施工方法が異

なれば，締固め改良地盤の接触点数に差異が生じ，そ

の接触点数は中実杭の貫入よりSCP工法の方が多いこ

とが明らかとなりました。SCP 工法における砂杭周辺

地盤の接触点数は，同じ相対密度の原地盤より多いこ

ともわかり，SCP 工法による改良地盤の微視構造が安

定化すると考えられます（図－3）。 

3. おわりに 

本研究により， SCP工法による砂質土の締固め改良

効果の一つである微視構造の安定化について，土粒子

の接触点数と変形挙動の変化に着目して，X 線 CT と

画像解析技術を用いることで詳細な可視化と改良効果

の定量的な評価ができることが示されました。 

今回，SCP 改良地盤に対して新たな試みであったX

線 CT を適用したことで得られた知見をベースとし，

微視構造評価の定量化がより一層発展することによる

実務への展開とSCP工法の設計法および施工方法のさ

らなる高度化の一助となれば幸いです。 

参考文献 
1) 江副哲・梅田洋彰・原田健二・佐藤宇紘・大谷順：SCP 工法

による締固め改良地盤の微視構造変化に関するX 線CT 模型

実験，地盤工学ジャーナル，Vol. 17，No. 4，pp. 523-536, 2022. 
2) 肥後陽介・高野大樹・椋木俊文：X 線 CT から見る土質力学 

2.X線CTの概要と研究動向，地盤工学会誌，Vol. 65，No. 10，
pp. 41-48, 2017. 

 
図－2 断面CT画像によるケーシングパイプ先端の軌跡（砂杭造成サイクル） 

 

 (a) (b) (c) (d) (e) (f) (g) (h) (i) (j) (k) (l) (m) (n) 

 
図－3 原地盤とSCP工法および中実杭貫入における相対

密度と接触点数の関係 
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3) 古関潤一：締固め砂杭の施工が液状化強度特性に及ぼす影響

に関する最近の知見，基礎工，Vol.46，No.11，pp.2-5, 2018. 
4) 成川匡文・岸野泰章・山内一秀・石川泰・宮崎祐助：先端閉塞

治具を用いた鋼管杭の打設による地盤の液状化対策（その 1 

工法および現場実験の概要），第 33 回地盤工学研究発表会，

pp. 915-916, 1998. 

（原稿受理 2020.5.22）
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地盤工学会論文賞（和文部門）を受賞して 

風化に対する切土法面の管理優先度の決定方法 
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 e-mail: m.nagata.ac@c-nexco.co.jp 

村上 豊和（むらかみ とよかず） 西日本高速道路（株）関西支社 建設事業部 

佐藤 尚弘（さとう なおひろ） 明治コンサルタント（株）技術本部 
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 （元 横浜国立大学 都市イノベーション研究院） 

 

キーワード：切土法面，風化，弾性波探査，法面安定 

 

1. はじめに 

このたびは，拙稿「風化に対する切土法面の管理優

先度の決定方法」に対して，栄誉ある令和 6 年度地盤

工学会論文賞（和文部門）を賜り，心より御礼申し上

げます。本論文の審査に携わってくださった皆様なら

びにご推薦をいただいた「地盤工学ジャーナル」編集

委員会の関係者の皆様に，厚く御礼申し上げます。 

本研究は，高速道路の開通から50 年にわたり，代々

の研究者が意志を継いで調査してきた記録をもとに実

施したものです。研究の遂行にあたり，特に本研究の

創始者である（株）高速道路総合技術研究所 研究アド

バイザーの奥園誠之氏には，切土法面の風化に関する

多くの指導を賜りました。また，同研究所の道路研究

部 土工研究室の皆様には，現地調査や土質試験の実施，

さらには切土法面の風化に関する議論に多大なるご協

力をいただきました。この場をお借りして，本研究に

ご尽力いただいた方々に改めて深く感謝申し上げます。 

2. 受賞論文の紹介 

受賞論文は，切土法面完成後から約 50 年にわたり，

全国の高速道路 10 路線・96 か所の切土法面において

過去に実施された現地調査の追跡調査を行い，弾性波

探査を用いた切土法面の風化評価方法を提案し，その

有効性を検証したものです。 

近年，異常降雨に伴う切土法面の崩落が頻発してい

ます。その直接的な原因は降雨ですが，崩落した法面

の多くは供用年数が長く，風化が進んでいたことが確

認されています。このことから，切土法面の崩落を未

然に防ぐには，地盤の風化メカニズムを解明し，その

影響を適切に評価したうえで，適格な保全対策を講じ

ることが不可欠です。しかし，法面内部で長期間にわ

たって進行する風化現象には未解明な点が多く，現在

でも経験に基づいた維持管理が中心であり，変状が顕

在化してから対処するのが一般的です。こうした課題

に対し，著者らの先行研究 1)では，単一の切土法面に対

して詳細な調査を行い，法面内部の風化程度や力学特

性の変化を明らかにしました。とはいえ，高速道路の

ように延長の長く，多数の法面を有するインフラにお

いて，すべての法面に対して同様の調査や対策を講じ

るのは現実的ではありません。そのため，詳細調査や

維持管理を優先的に行うべき法面を，効率的かつ正確

に選定する手法の開発が急務となっていました。 

これに対して，本論文は全国の高速道路の96か所の
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切土法面を対象に 40～50 年にわたって実施した弾性

波探査の結果を取りまとめるとともに，風化程度を評

価する指標「法面安定度 F」を開発し，その有効性を

実証しました。この研究により，弾性波探査で推定さ

れた風化帯の層厚や風化程度が，実際の岩盤の強度低

下とよく一致することを明らかにしました。また，提

案した法面安定度F を用いることで，数多くの切土法

面の中から崩落のリスクが高い法面を効率的に抽出で

きることを示しました。さらに，崩壊や変状が発生し

た法面に対する事例検証を通じて，手法の適用範囲や

留意事項を論じました。具体的に本論文が示した特に

重要な知見は以下の三点です。 

(1) 理論と実用性を両立した法面安定度Fの提案 

提案する法面安定度F は，弾性波探査の結果から得

られる風化帯の層厚や弾性波速度および法面勾配のみ

を用いて簡便に算出できるだけでなく，力学理論に基

づいた指標です。ベーンせん断試験で得た強度定数と

斜面安定計算により求めた切土法面の安全率Fsと相関

性が高く，予防保全において効率的に法面の安定性を

評価できることを実証しました。 

(2) 風化進行に伴う経時的な不安定化の評価 

風化の進行度合いが異なる二つの法面について事例

分析を行い，弾性波探査を繰返し実施して分析するこ

とにより風化帯の進展を把握し（図－1），岩盤の剛性

変化を空間的に評価できることを示しました。また，

弾性波速度 Vp は簡易動的コーン貫入試験による貫入

限界深さと相関性があるため，弾性波速度を用いる提

案手法は風化による法面不安定化の評価法として有用

であることを実証しました。 

(3) 管理優先度の判定法とケーススタディ 

96か所の法面を対象としたケーススタディでは，法

面安定度F の閾値を設定して切土法面を抽出すること

で，崩壊が懸念される法面を効果的に検出できること

を示しました(図－2，図－3)｡すなわち，法面安定度F

を用いることで，膨大な数の切土法面から管理優先度

の高い法面を効果的に抽出できることを実証しました。 

 本論文では，切土法面の風化評価方法として，弾性

波探査による簡便な風化評価手法を提案しました。近

年の異常気象によって過去に経験したことのない規模 

の災害が発生する昨今，災害の未然防止は法面の維持

管理上重要な課題です。本研究が切土法面の保全の合

理化の一助となれば幸いです。 

参考文献 

1) 永田政司/・.Sharmily Bhowmik・菊本統・藤原優・佐藤尚弘：

半世紀にわたる泥岩切土法面の風化過程と法面安定への影響，

地盤工学ジャーナル, Vol. 17, No. 1, pp.7 3-89, 2022 

（原稿受理 2025.5.26） 

 
図－1 泥岩切土法面の風化帯層厚の経年変化 

 

 
図－2 崩壊法面の法面安定度F 

 

 
図－3 法面安定度Fの閾値 
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Linking inherent anisotropy with liquefaction phenomena of granular materials by means of DEM 
analysis 

（個別要素法（DEM）解析による粒状材料の液状化現象と固有異方性の関連付け） 
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キーワード：液状化，個別要素法，異方性，三軸試験 

 

1. はじめに 

このたびは，国際学術論文誌「Soils and Foundations」

に掲載された論文「Linking inherent anisotropy with 

liquefaction phenomena of granular materials by means of 

DEM analysis」1)に対して，栄誉ある地盤工学会論文賞

（英文部門）をいただき，誠に光栄に存じます。本論

文の審査に関わった方々，ご推薦いただいた Soils and 

Foundations編集委員会の関係者の方々に心より御礼申

し上げます。 

本研究は科研費挑戦的研究（開拓）「砂の液状化特性

モデル化の抜本的革新を目指した極低拘束下での粒状

体せん断挙動の計測」に取り組む中で着想を得た研究

内容であり，東京大学で実施した研究の成果となりま

す。共著者のエディンバラ大学Hanley氏は本研究に用

いた個別要素法（以下，DEM）プログラムの開発者の

一人であり，筆頭著者が Imperial College London博士課

程だった頃から研究をサポートしてくれた研究者です。 

2. 研究の概要 

2.1 本研究の背景と目的 
砂地盤は砂粒の集合体であり，粒子間の接触点を介

して骨格構造の安定性を保ちます。地盤の堆積過程に

応じて粒子間接触面の法線方向（以下，接触方向）に

は偏りが生じることが知られており，一般に初期異方

性，あるいは固有異方性と呼ばれています。初期異方

性が力学試験の結果として現れる剛性，強度および液

状化強度に影響を与えることは経験的に知られていま

すが，実験では接触方向の定量化が容易ではないため，

経験的な理解に留まっているのが現状です。そこで本

研究では，球形粒子を用いた DEM 解析を実施し，単

調および繰返し三軸試験における異方性の発現と変化

を定量化した上で力学挙動との関連性を調べました。 

本論文では，接触方向が鉛直に偏る“Ver-供試体”，

水平に偏る“Hor-供試体”および等方的な“Iso-供試体” 

を代表例として液状化挙動について調べました。この 
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うちVer-供試体は気中落下法，Iso-供試体は湿潤突固め

法に見られる固有異方性の特徴を捉えたものです。な

お，これら供試体の相対密度（≒30%）および粒子間の

平均接触点数は同等になるよう調整しました。 

2.2 初期異方性と液状化挙動 
上記の緩い 3 供試体に対して，液状化試験と等価な

繰返し三軸試験を定体積条件下で実施した結果を図－

1に示します。Ver-供試体は鉛直伸張側，Hor-供試体は

鉛直圧縮側で軸ひずみが急増（つまり，有効応力が急

減）して液状化に至っています。このことは，Ver-供試

体の「鉛直圧縮に強いが水平圧縮には脆弱な骨格構造」

ならびに Hor-供試体の「鉛直圧縮に脆弱な骨格構造」

であることを反映した結果だと考察できます。一方，

骨格構造に脆弱となる方向のない Iso-供試体の場合，

圧縮・伸張側でほぼ対称的な応力経路となり，より大

きな液状化強度を示すことがわかります。 

続いて同様の異方性を有した供試体を対象に，初期

異方性のインデックスと液状化に至るまでの繰返し載

荷回数の関係を詳細に調べました（図－2）。両者には

強い相関があり，初期異方性の程度が大きくなるほど

液状化強度が低下することが明らかとなりました。 

このほか，受賞論文 1)では繰返し載荷時の誘導異方

性と液状化挙動の関係などについても議論しています。 

2.3 本研究の成果 
本研究では次のような成果を得ることができました。 

・先行研究において経験的に知られていた液状化強

度に対する“供試体作製方法の影響”を“初期異

方性の影響”として解釈できること示しました。 

・初期異方性を考慮した室内試験の高度な解釈，さ

らには実務での液状化判定法の高度化に資する基

礎的なデータを得ることができました。 

・“異方性のない”最密状態とすることが，液状化対

策としての締固め改良で本来目指すべき状態であ

ることを確認することができました。 

３. おわりに 

本研究を通して，日々の研究における初期異方性に

ついての意識が高まりました。例えば，気中落下法で

作製した供試体に対し，間隙比を調整するために突き

固めてしまうと，異方性の状態に影響が及ぶため力学

試験結果の解釈が難しくなります。また，液状化試験

の結果を考察する時は，気中落下法で作製した供試体

は伸張側にひずみが進展しやすい傾向がある，などと

いった新たな視点を持てるようになりました。 

地盤工学分野には複雑で未解明の課題が多々ありま

すが，今回の栄誉ある受賞を糧に，今後も地盤工学の

発展に貢献できるよう研究に精進する所存です。 

参考文献 
1) Otsubo, M., Chitravel, S., Kuwano, R., Hanley, K. J., Kyokawa, H. 

and Koseki J.: Linking inherent anisotropy with liquefaction 
phenomena of granular materials by means of DEM analysis, Soils 
and Foundations, Vol 62, No. 5, 2022, 101202. 
https://doi.org/10.1016/j.sandf.2022.101202 

 

（原稿受理 2025.5.22） 

図－1 初期異方性と繰返し三軸挙動の関係 

図－2 初期異方性と液状化強度の関係 

https://doi.org/10.1016/j.sandf.2022.101202
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キーワード：パイピング，河川堤防，遠心模型実験，シールズ数 

 

1. はじめに 

このたび地盤工学会論文賞（英文部門）受賞の栄を

浴し，著者一同身に余る光栄に存じます。受賞業績は，

河川堤防の洪水時被災メカニズムの一つであるパイピ

ングを研究対象としたものです。 

パイピング現象は 20 世紀初頭にはダムの問題とし

て顕在化し，有名なブライやレーンの経験式（Lane, 

1935）が提案されるなど地盤工学の問題として認識さ

れてきました。しかしながら本格的な堤防パイピング

研究が始まったのは1970年代からで，当時我が国では

堤防管理者側の建設省土木研究所などごく一部の研究

機関・研究者による研究があるのみで，地盤工学分野

での認知度は低かったものと思われます。その頃の我

が国の河川堤防の多くは堤高や堤幅が計画断面に達し

ておらず，堤体や基礎地盤の質的な評価，特に浸透に

よる堤防被災よりも圧倒的に不足した量的な整備に邁

進していたためです。 

その間の先達の努力が礎となったのはもちろんです

が，状況の転換点となったのは，量的整備率の増加と

2012 年に発生した矢部川堤防のパイピング破堤です。

土木学会地盤工学委員会ではその前年から堤防小委員

会を立ち上げ組織的に研究を開始したところであり，

これを機としその後の国交省の継続的な協力もあり堤

防研究が活発になっていきました。その過程において，

2017 年の地盤工学研究発表会で展望講演をする機会

が第一著者に与えられ，河川堤防についての思いと考

えを述べさせていただいたことは，少なからずその後

の研究機運の高まりに影響を与えたものと考えており，

この場を借りて感謝申し上げます。 

近年の地盤工学研究発表会では堤防に関する多くの

セッションが設けられ、河川堤防が地盤工学分野で定

着してきた感があります。そのような状況の中でSoils 

and Foundations に掲載されたパイピングの研究論文が

今回高い評価を受けたことは，堤防研究に携わってき

た多くの方々のおかげでもあり，関係各位に心より御

礼を申し上げます。 

2. 受賞論文の概要 

本論文は，洪水時に河川堤防に生じるパイピング破
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壊について，パイピング進展時の平均動水勾配H/L（H

は堤内外の水位差，L は浸透路長）とメカニズムに関

する，主に実験的研究成果を述べたものです。これま

での研究ではパイピングの発生・進展機構は縮尺模型

実験により調べられ，パイプ先端部地盤の浸透力によ

る崩壊とパイプ内の砂粒子のパイプ内流れによる掃流

であることが明らかにされ，H/L の予測法も提案され

てきました。しかしながら模型スケール（堤体幅）が

増加するとパイピングが低いH/L で発生する，いわゆ

る寸法効果があり，小型縮尺模型の結果は実物とは異

なり，かつ危険側のH/L の評価となることが現在大き

な懸念事項となっています。堤体幅の増加と共に生じ

るパイプの断面も拡大するので，浸透路長が数10 mか

ら100 m以上の実大堤防スケールではパイプ内流れが

縮尺実験とは異なって乱流となり，それがスケール効

果にも影響を及ぼすはずだという仮説に行きついたこ

とがこの研究を始める契機となりました。 

通常、遠心模型実験は土の力学特性の応力依存性を

考慮して行われますが，本研究では小型縮尺模型のパ

イプ内流れを層流から乱流に変えるために遠心加速度

を利用しました。これによって，パイピング現象の支

配的な無次元パラメータであるパイプ内流れのレイノ

ルズ数，限界掃流力に関する粒子レイノルズ数とシー

ルズ数をコントロールした実験を行いました。 

実験では図－1 に示すように砂地盤上に堤体を模し

た透明なアクリルブロックを設置し，堤外側（図の左

側）の水位を調整して，遠心加速度場において堤体直

下の砂地盤表面にパイプを生じさせました。パイプの

正確な 3D 形状やパイプ内流速分布の計測結果に基づ

き，パイプ内流れが層流より乱流において低いH/L で

パイプが進展することを明らかにしました。また，遠

心実験では，加速度が大きいほどパイプ進展時の H/L

が低下し，あたかも堤防のスケール効果が再現できた

かのような結果が得られるものの，これは異なるメカ

ニズムにより生じることなど，パイピング研究におけ

る遠心模型実験の意義も明らかにしました。地盤工学

と水工学の境界領域にある複雑なパイピング現象の記

述と相似則の解明に必要な無次元数を整理し，スケー

ル効果解明に一定の道筋を示すことができたのは，本

研究の重要な成果であると考えています。 

パイプ内の砂の掃流現象はパイプ進展を支配するが，

パイプの深さは砂粒子径の数倍と小さくパイプ底面粗

度はきわめて大きく，パイプは蛇行や分岐を繰返し，

さらに先端および底面からの浸透水の流入があるため

流れはきわめて複雑です。本研究では掃流を規定する

限界シールズ数についても推定を試みたが，その精度

には改善が求められるなど，パイピング現象を正確に

記述するには至っていません。 

3. おわりに 

気候変動による降水量増加が予想される中，治水安

全度を向上するためには河川堤防の信頼性向上がキー

の一つであることに疑う余地はありません。地盤工学

の積極的な貢献が求められている現状を受け止め，さ

らに研究を推進するよう努力する所存です。 

参考文献 
1) Okamura, M., Tsuyuguchi, Y., Izumi, N. and Maeda, K.: Centrifuge 

modeling of scale effect on hydraulic gradient of backward erosion 
piping in uniform aquifer under river levees, Soils and Foundations, 
Vol. 62, Issue 5, 101214, 2022.   

 https://doi.org/10.1016/j.sandf.2022.101214 
2) Lane, E.: Security from under seepage masonry dams on earth 

foundations. Trans. ASCE, Vol. 100、No. 1, 1234-1351, 1935. 

 

（原稿受理 2025.5.9） 

 
図－1 実験装置の概要 
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1. はじめに 

このたびは，栄誉ある地盤工学会研究奨励賞を賜り，

誠に光栄に存じます。ご推薦・ご審査賜りました方々

に厚く御礼を申し上げます。受賞対象論文「Multi-

physics numerical analyses for predicting the alterations in 

permeability and reactive transport behavior within single 

rock fractures depending on temperature, stress, and fluid pH 

conditions1)」は，温度・拘束圧・pH 条件のすべてと連

動した，岩石鉱物と水の地化学反応に伴う岩石亀裂の

透水・物質輸送特性の経時変化挙動を予測する新たな

反応輸送解析モデルの提案・検証を行ったものです。 

2. 研究の経緯と概要 

高レベル放射性廃棄物地層処分施設の核種閉じ込め

性能を評価するうえで，天然バリア（亀裂性岩盤）中

に存在する岩石亀裂の透水・物質輸送特性の経時変化

を数値解析等により予測することは必須となります。

地層処分施設は地下300 m以深に建設されるため応力

レベルは高く，廃棄体からの発熱により岩盤内温度も

上昇も生じます。さらに，処分空洞の支保工や人工バ

リアに利用されているセメント系材料からのアルカリ

成分溶出に伴う地下水 pH の上昇等も予想されます。

また，このような高温・高圧・高pH（アルカリ）条件

が複合した環境下では，岩石構成鉱物と地下水の間で

生じる溶解・沈殿等の地化学反応が活発化し，それら

が岩石亀裂の透水・物質輸送特性を長期にわたり経時

変化させる可能性が高いことが室内実験等よりこれま

でに確認されています。例えば，温度・拘束圧・透過

水の pH を制御した条件で実施された花崗岩単一亀裂

への室内透水試験 2)では，透過水が中性に近い条件よ

りもアルカリ条件（pH が 11 程度）の場合の方が，高

温高圧時の亀裂接触部における鉱物溶解（圧力溶解）

の発生に起因した亀裂の経時的な透水性低下度合いが

より大きくなる傾向が報告されています。しかし，こ

のような温度・拘束圧に加え pH 条件にも依存した地

化学反応がもたらす，実際の岩石亀裂における透水・

物質輸送特性の経時変化挙動に対して再現性が確認さ

れた数値解析モデルはそれまで確立されていませんで

した。例えば，透過水が中性に近い条件下で実施され

た高温高圧環境での単一岩石亀裂透水試験より計測さ

れた，亀裂の透水性および透過水中の溶解元素濃度の

経時変化等を数値解析により再現できた事例は複数報

告されていますが（例えば，Ogata et al.（2018））3)，地

層処分時の岩盤で想定されるアルカリ環境といったほ

かの pH 条件で計測された実験結果まで再現できた事

例はありませんでした。 

そこで本研究では，温度・拘束圧に加え pH 条件に
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も依存した，圧力溶解等の地化学反応およびそれに伴

う亀裂の透水・物質輸送特性の経時変化を記述可能な

マルチフィジックス反応輸送解析モデルを新たに提案

するとともに，そのモデルを有限要素法と熱力学デー

タベースに基づきロバストに求解可能な数値シミュレ

ーション実施機構もあわせて提案しました。 

さらに，温度・拘束圧を制御した条件下で超純水（ほ

ぼ中性に近い条件）とNaOH溶液（アルカリ条件）を

透過水としてそれぞれ用いて実施された 2 種類の花崗

岩単一亀裂透水試験 2)に対する再現解析を提案モデル

により行い，実験結果との比較を通じモデルの妥当性

を検証しました。その結果，提案モデルは，二つの異

なる pH 条件における実験結果（岩石亀裂の透水性変

化，透過水中の溶解元素濃度変化）を共に時系列で的

確に捉えており，モデルの高い妥当性が確認されまし

た。特に pH 条件の違いに起因した，温度上昇時の圧

力溶解に伴う岩石亀裂の透水性低下速度の差異をよく

再現することに成功しました。 

3. まとめと今後の展望 

以上のように地盤工学・岩盤工学分野においてこれ

まで再現することができなかった，温度・拘束圧・pH

条件のすべてと連動した地化学反応に伴う岩石亀裂の

透水・物質輸送特性の経時変化挙動を予測し得る新た

な反応輸送解析モデルを確立している点が，本研究で

得られた新規的な成果と言えます。また，本研究で確

立した解析モデルは有限要素法をベースとしているた

め，多次元化も比較的容易かつより大規模なスケール

への適用性も有しています。したがって，今後はこの

解析モデルを高レベル放射性廃棄物の地層処分をはじ

めとした亀裂性岩盤に関する種々の実問題に適用して

いきたいと考えています。 

謝辞 

本研究を進めるにあたり多大なご支援を賜りました，

京都大学の岸田潔先生，安原英明先生，愛媛大学の木

下尚樹先生，大阪大学の乾徹先生，研究室の卒業生で

ある西羅瑛太氏に心より感謝申し上げます。また，本

研究は，JST創発的研究支援事業（JPMJFR216Y），JSPS

科研費 20K14826, 19H02237 の助成を受けたものです。 

参考文献 
1) Ogata, S., Nishira, E., Yasuhara, H., Kinoshita, N., Inui, T. and Kishida, 

K.: Soils and Foundations, Vol. 62, Issue 101207, 2022. 
2) 木下尚樹・安原英明：熱・拘束圧環境下における不連続面を

有する花崗岩の透水性評価，Journal of MMIJ，Vol. 128，pp.72-
78，2012. 

3) Ogata, S., Yasuhara, H., Kinoshita, N., Cheon, D. S. and Kishida, K.: 
Modeling of coupled thermal-hydraulic-chemical processes for 
predicting the evolution in permeability and reactive transport 
behavior within single rock fractures, International Journal of Rock 
Mechanics and Mining Sciences, Vol. 107, pp. 271-281, 2018. 
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1. はじめに 

このたびは地盤工学会研究奨励賞を賜りましたこと，

心より御礼申し上げます。本受賞業績 1)は，私が北海道

大学で取り組んできた研究内容をまとめたものです。 

2. 研究概要 

札幌市の里塚地区は，約 4 万年前に支笏火山（現在

の支笏湖カルデラ）の噴火による火砕流堆積物で形成

された火山性軽石砂層で構成される台地上にある。そ

の土質は，非塑性な細粒分の含有率が高いこと（通常

40％以上）が特徴である。札幌市郊外の南東部に位置

する里塚地区は，1970年代に住宅地需要の高まりに対

応するため，火砕流堆積物でできた丘陵を掘削し，谷

部を埋めて開発された。平成30年北海道胆振東部地震

後の調査では，土地造成時に設置された地下排水管に

内部侵食の痕跡が一部で見られた。内部侵食は，動水

勾配の作用下で，細粒分の土粒子が粗粒分の骨格を維

持したままその間隙を通って移動するプロセスのこと

でサフュージョンと称される。この現象は，地盤を構

成する土の微視構造を変化させるため，その結果とし

て地盤の力学挙動を変化させる。これまでの研究によ

り，内部侵食は，土の種類，密度，締固め条件，動水

勾配などの試験条件に影響されることがわかっている。 

札幌市は北海道地方の中心的な拠点都市であり，現

在も成長を続けている。締固めの施工管理は厳しく行

われ，今後の建設工事では，高い締固め度（90%以上で，

理想的には95％以上）が要求されることになる。しか

しながら，破砕性が強く見られる火山灰質砂を高密度

に締め固めた場合に，内部侵食がどのように発生し，

その結果としてどのように力学的挙動に影響を及ぼす

かについては未解明な点も多く，依然として重要な課

題として残されている。 

本研究の目的は，細粒分含有率が高い火山灰質砂が

内部侵食を受けたときに，せん断強さやダイレイタン

シーがどんな影響を受けるかを明らかにすることを目

的としている。含水比（あるいは飽和度）を種々設定

した高密度な締固め条件で供試体を作製した。一連の

実験における締固め条件を図－1 に示す。準備した供

試体に対して，内部侵食特性ならびに，内部侵食がせ

ん断特性に与える影響を評価した。 

 
図－1 締固め曲線と供試体の締固め条件 
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試験では，まず，里塚地区の火山灰質砂の内部侵食

ありの高密度供試体と内部侵食なしの高密度供試体に

対し，動水勾配を与えて内部侵食特性を評価した。そ

の後，一定の軸ひずみ速度で静的に載荷を行う非排水

三軸圧縮試験（CU����試験）を実施した。細粒分粒子の移

動を許容するために，供試体と接する面に多くの穴を

あけた内部侵食試験用のペデスタルとキャップを使用

した．これらは，細粒分がトラップされずに中央部の

排水経路に流れるように漏斗状にテーパー加工された

内部構造を有している（図－2）。 

その結果，供試体作製時の締固め度が低下するにつ

れて間隙径が大きくなって粒子間の接触が弱くなると

ともに，マクロポロシティと称される明瞭な間隙ネッ

トワークが形成されるため，内部侵食による細粒分流

出量が増加することが示された（図－3）。 

内部侵食は，細粒分の流出により流路の拡大によっ

て透水係数を増加させた。また，内部侵食を受けた供

試体は，その後に非排水せん断されると，最大せん断

応力（最大偏差応力）も残留せん断強さもともに増加

した。この時，せん断時に見られるダイレイタンシー

挙動において，圧縮傾向から膨張傾向に移行する相変

点が小さなひずみの時点で起こり，せん断ひずみが大

きくなると負圧の発生により残留強度が大きくなった

ことがわかる（図－4, 図－5）。 

この傾向は，締固め度が 80～100％となるように締

め固められた火山灰質砂で造成された盛土において，

サフュージョンによる細粒分の内部侵食が発生しても，

非排水せん断強さの減少のような悪影響を及ぼさない

ことを示している。 

謝辞 

指導教員の渡部要一教授（北海道大学）には，博士

課程在学中，懇切丁寧なご指導を賜りました。また，

西村聡教授（北海道大学），福田文彦助教（北海道大学）

には，研究成果をより良いものにするために貴重なご

指導をいただきました。また，本論文の編集委員や査

読してくださった方々，北海道大学で所属した研究室

の学生の皆様に，心より感謝申し上げます。 

参考文献 
1) Sarmah, R. and Watabe, Y.: Suffusion in densely compacted Satozuka 

pumice sand and its impact on static loading undrained shear strength 
and dilation behaviour, Soils and Foundations, Vol. 63, Issue 6, 101397, 
2023. https://doi.org/10.1016/j.sandf.2023.101397  

（原稿受理 2025.5.22） 

 
図－2 内部侵食試験用に改造したペデスタルとキャップ 

 
図－4 偏差応力と軸ひずみの関係 

 

 
図－5 過剰間隙水圧と軸ひずみの関係 

 

 
図－3 内部侵食で流出した細粒分粒子の質量 

https://doi.org/10.1016/j.sandf.2023.101397
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1. はじめに 

このたびは，栄誉ある地盤工学会研究奨励賞を頂戴

し，誠にありがとうございます。受賞対象論文の「Sheet-

coating mitigation for membrane penetration in undrained 

triaxial tests and evaluation of comprehensive liquefaction 

resistance of crushed gravel」は，粗粒土の液状化特性の

解明を目的として取り組んだ内容をまとめたものです。

また，粗粒土の液状化強度比を繰返し非排水三軸試験

によって適切に評価するうえで重要なメンブレンペネ

トレーションの影響を除去するための実用的な方法を

考案しました。 

2. 研究概要 

2.1 目的 

東北地方太平洋沖地震（2011 年）を契機として，原

子力発電施設をはじめとする国内の重要施設の耐震性

評価基準の見直しが進められ，これに伴い，図－1 に示

すような発電所建設時の岩盤掘削で生じた粗粒土を用

いて造成された敷地地盤の液状化の考慮が求められて

います。一方で，粗粒土の液状化強度特性や地震時挙

動に関する系統的な研究事例は少ないため，耐震性評

価に資する適切な物性値設定が課題となっています。

そこで，粗粒土の液状化強度特性や地震時挙動を明ら

かにすることを目的として，室内要素試験結果から粗

粒土の液状化強度比を評価しました。 

2.2 成果 

当研究では，最大粒径や供試体密度を変化させて繰

返し非排水三軸試験を実施し，砂質土の試験結果と比

較しました。一連の系統的な試験結果で得られた二つ

の成果について以下に記します。 

(1) メンブレンペネトレーション除去方法の考案 

再構成供試体を用いて繰返し非排水せん断試験を行

う際，メンブレンが供試体側面の凹部に湾入すること

（メンブレンペネトレーション，MP）の影響により，

非排水状態を維持することができず，液状化強度比が

過大に評価されることが明らかになっています。これ

に対し，砂質土の液状化試験結果に基づいた MP 補正

式が提案されていますが，当研究で対象とした粗粒土

（最大粒径＝4.75 mm，9.5 mm，19.0 mm）では，既往

 
図－1 敷地造成に使用されている粗粒土 
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のMP 補正式で補正可能な範囲よりも大きなMP の影

響が生じました。 

そこで，シート状に成形したカオリン粘土（MP除去

シートと呼称）を供試体側面にコーティングすること

で，側面を平滑化し，MPの影響を緩和する方法を考案

しました（図－2）。この方法では，供試体径の2%の厚

さの MP 除去シートを用いることで，MP の影響を概

ね除去することができました。 

(2) 粗粒土の液状化特性評価 

当研究では，重要構造物基礎を念頭に相対密度60～

120%で試験を行い，豊浦標準砂の液状化強度比（両振

幅軸ひずみ5%，繰返し回数20 回における非排水せん

断強度比）と比較しました。従来，MPの影響を受けた

液状化強度比は過大評価されると考えられてきました

が，密に締固めた粗粒土の場合は，MPの影響を除去し

た液状化強度比の方が大きくなる結果となりました

（図－3）。この結果から，繰返し荷重を受けると正の

ダイレイタンシーが卓越することに起因し，密に締め

固められた粗粒土の非排水せん断挙動は，従来認識さ

れてきた緩い砂質土とは異なり，MP 効果の現われ方

も大きく異なることが明らかとなりました。 

また，粗粒土の液状化強度比は従来の砂質土で知ら

れている相対密度との強い相関に代わり，発生ひずみ

が大きいほど相対密度よりも間隙比との相関が良くな

ることを明らかにし，間隙比から液状化強度比を概略

推定できる可能性を見出しました（図－4）。 

3. おわりに 

当研究は，要素レベルでの粗粒土の地震時挙動に着

目しましたが，今後は模型実験や数値計算によるシミ

ュレーションに取り組み，実大規模の粗粒土の液状化

強度特性や地震時挙動を明らかにすることで，適切な

耐震性評価を可能にし，設計の合理化に寄与したいと

考えています。 
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図－2 MP除去シートによる供試体側面のコーティング 

 

図－3 供試体密度の違いによる液状化強度比の比較 

 

図－4 粗粒土の液状化強度比と間隙比の関係 

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0
Dmax=4.75mm, t=1.0mm

Dmax=  9.5mm, t=1.0mm

Dmax=37.5mm, t=3.0mm

Toyoura sand, t=1.0mm

C
R

R
(ε

D
A
=

5.
0%

, N
c=

20
)

Void ratio, e

CRR=0.08e−1.39  (R2=0.85)



 

 89 73 (7), 2025 

 

国内外の動き 

小林正樹博士のご逝去を悼む 
元理事，名誉会員，小林ソフト化研究所所長（元運輸省港湾空港 
技術研究所長） 
 

土田 孝（つちだ たかし） 

土田地盤工学研究所 代表，広島大学名誉教授 

 

 

 

元運輸省港湾空港技術研究所長で本学会元理事，名

誉会員の小林正樹博士におかれましては，病気療養中

のところ2025年（令和7年）1月3日にお亡くなりに

なりました。享年80歳でした。 

小林さんは 1966 年に東京大学工学部土木工学科を

卒業され，同年4月に運輸省に入省し，港湾技術研究

所土質部土性研究室に配属されました。土性研究室長

であった故中瀬明男先生（後に東京工業大学教授，第

20代本学会会長）のもと，当時最先端の試験機であっ

たインペリアルカレッジ型の三軸試験を駆使した海

成粘土の力学特性に関する研究に従事され，土質力学

の発展期における粘土のせん断特性に関する重要な

論文を次々と発表されました 1) 2)。小林さんは後にこ

の時期のことを，「入省当初は行政の仕事を希望して

いた。しかし，自分が携わっていることが現場と密接

に関係し，さらに世界の最先端に位置しているという

自負が生まれた」，「研究にどんどんのめり込み，行政

に行きたいとは思わなくなった」と語っています 3)。 

その後，小林さんの研究テーマは有限要素解析プロ

グラムの開発とそれを活用した軟弱地盤工学の実務

的問題の解決の方向に進んでいきました。当時の小林

さんの代表的な研究の一つに「サンドドレーン（SD）

工法に関するいわゆる『海山論争』の解決」がありま

す 4)5)。海山論争は，SD 工法が粘土地盤の圧密沈下促

進について効果ありと主張する港湾事業に従事する

技術者と，効果なしと主張する高速道路事業に従事す

る技術者が，それぞれが豊富な実測データを根拠とし

て主張を闘わせる学術的にもハイレベルな論争でし

た。小林さんは，FEMを駆使して綿密な事例解析に基

づき，地盤の条件や盛土などの載荷重の条件によって，

ドレーンが有効に機能している場合でも，時間－沈下

関係において SD による沈下促進が認められる場合と

ほとんど認められない場合があることを示しました。

すなわち，対立していた双方の主張が，二次元FEMに

よる綿密な解析によって矛盾なく説明できるという

ことを明らかにしたわけです。これは軟弱地盤工学に

おいて数値解析をもっとも有効に活用した成果の一

つといえると思います。1990年3月には，これらの研

究をまとめた「地盤の安定・沈下解析における有限要

素法の適用に関する研究」で，東京工業大学より工学

博士の学位を授与されています。また，同年に運輸大

臣表彰を受賞されました。 

小林さんの解析プログラム 6)は運輸省港湾局の技術

者の中で「小林FEM」と呼ばれ，港湾・空港事業にお

ける地盤工学上の問題の解決に活用されましたが，特

に関西国際空港の沈下予測において中心的な役割を

果たしました。関西国際空港は 1977 年から本格的な

調査を開始したのち1987年に一期工事が始まり，1994

年に開港しました。埋立てを開始した直後から設計時

の予想を大きく超える洪積粘土層の圧密沈下が観測

されたため，沈下予測を見直しながら工事を進める必

要がありました。小林さんは関空版の小林 FEM を構

築し，二期工事の終了以降も含め 20年以上，関空の沈

下予測問題に中心的に従事されました。この間の経緯

は，土木学会論文集の招待論文において詳しく述べら

れています 7)。 

小林さんは，1992 年 4 月に港湾技術研究所土質部

長，1996 年 4 月港湾技術研究所次長，1998 年 4 月か
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ら 2000 年 3 月まで港湾技術研究所長を歴任されまし

た。2001年1月に国土交通省が発足して研究所名が港

湾空港技術研究所となり，2002年4月には国公立研究

機関の独立行政法人化という大きな組織改革があり

ました。小林さんはこれらの直前の時期に所長を務め

られ，組織改革への準備や対応でたいへんご苦労され

たと推察しますが，研究所の管理・運営でのご苦労に

ついてはあまりお話になりませんでした。 

小林さんが研究所の管理職として常に大切にして

いたのは「自由に研究できる」であったと思います。

若手の研究者がいつまでも室長の指示で研究をして

いるようなときは，若手研究者自身で新しいテーマを

開拓して研究し，先輩研究者を乗り越え一本立ちでき

るよう，気を配られていました。後に土木学会誌で学

生編集委員のインタビューを受けたとき，若い学生へ

のアドバイスとして「不真面目になれ」，「先生の言う

ことには表面的に従って，自由に自分のできる範囲で

できることをやる。結果として先生にとっても役立

つ。」という趣旨のことをおっしゃっています 3)。小林

さんが管理職として在職中および退職後において，港

湾空港技術研究所の地盤分野の研究者から8名の大学

教授が誕生していますが，これは小林さんが構築され

た自由闊達な研究環境が大いに関係していると思い

ます。 

小林さんは，2000年3月に港湾空港技術研究所を退

職した後，沿岸開発技術研究センターを経て，小林ソ

フト化研究所を設立され，フリーランスの技術者とし

て活動されました。「小林 FEM」にさまざまな機能を

追加して進化させ，港湾・空港事業の実務上の問題解

決に貢献する仕事をされました。本学会では，1991年

に土質工学会論文賞を受賞されたほか，1995～1996年

度に理事として学会の運営に携わり，1999年に地盤工

学会功労章を受章，2015年に名誉会員に推挙されてい

ます。 

小林さんは，職場での上下関係や業種，年齢の壁を

越えて，仲間や後輩，若手の研究者，実務に携わる技

術者とお酒を飲みながら，地盤工学を中心とした話題

で懇談するのを何よりも楽しみにされていました。生

家が北海道の札幌狸小路商店街の呉服屋さんだった

ということで，「だから僕は賑やかなアーケード街の

そばでないと暮らせないんだよ」と笑っておっしゃっ

ていました。聞き上手でけっして偉ぶることはなく，

若い研究者であればアイディアや失敗談，実務技術者

であれば設計や施工時の苦労話を楽しそうに聞いて，

適切なコメントやアドバイスをしてくださる方でし

た。小林さんと話をすることで，気が付かないうちに

考えが整理されて次へのヒントを得る，モチベーショ

ンが高まる，ということもしばしばでした。小林さん

と話をすると，いつも研究者になってよかったなと思

ったものです。 

2020 年にコロナウイルスのパンデミックが発生し，

人と人が直接会って話をするという人間にとっても

っとも大切なことが長期間できなくなってしまいま

した。お元気だった小林さんは，この時期に体調を崩

され，もう一度楽しくお話させていただきたいという

願いは，ついにかないませんでした。あのパンデミッ

クが無ければ，と残念でなりません。心よりご冥福を

お祈りします。 

参考文献 
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地盤災害の現地調査 
第4回 洪水・地震による河川堤防被災の調査 

Survey of river levee damage due to floods and earthquakes 
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 e-mail: kawajiri.shunzo644@mail.kyutech.jp 

石原 雅規（いしはら まさのり） （国研）土木研究所 上席研究員 

新清 晃（しんせい あきら） 応用地質（株）防災・インフラ事業部 副事業部長 

 

キーワード：河川堤防，被災調査，産官学 

 

1. はじめに 

近年，気候変動に伴う集中豪雨や台風，さらには大

規模地震の頻発により，国内各地で河川堤防の災害が

多発している。2015 年の平成 27 年 9 月関東・東北豪

雨（鬼怒川）1)や 2019 年の令和元年東日本台風（千曲

川，阿武隈川等）2)，2020年の令和2年7月豪雨（球磨

川）3)など，過去 10 年程度を振り返っても，多くの河

川堤防が決壊し，甚大な被害が生じている。これらの

災害では，堤防の越水や堤体内への浸透による決壊，

法面変状など，多様な被害形態が確認されている。ま

た，2011年東北地方太平洋沖地震においては，堤体内

で液状化が発生し，堤体が大規模に崩壊・変状した 4)。

このような災害後の迅速かつ的確な被害調査の重要性

が改めて認識されている。また，今後の防災・減災対

策を有効に進めるためには，学術的な分析，広域的か

つ体系的なデータ収集，現場に即した実践的知見を相

互に連携することが不可欠である。 

本稿では，まず河川堤防の被災調査内容として，地

盤工学会がアーカイブしている既往の災害報告書等を

ケーススタディに被災調査時の調査方法に着目してレ

ビューする。次に大学・国の研究所・民間企業の異な

る立場での筆者がそれぞれの視点から河川堤防被災の

調査事例や位置づけについて紹介する。大学の立場か

らは現象のメカニズムやその結果を反映した解析を念

頭に調査した事例を，国の研究所からは全国規模での

災害データベースの構築や政策立案へのフィードバッ

クの実践を，民間企業からはケーススタディとして実

現場での対応事例を例として迅速な対応力や実務を通

じた技術的課題を述べている。最後に，産学官連携に

よる河川堤防被災調査の新たな方向性と今後の発展性

について筆者らの考えを述べている。 

2. 被災した河川堤防での調査の実施事

例 

本稿において筆者らが所属する機関からの個別事例

を紹介するにあたり，過去の河川堤防の被災調査で実

施された調査方法に着目し，地盤工学会のwebページ

でアーカイブされている 2015～2022 年の災害報告書

や災害報告会の資料からピックアップして，堤防被災

時の調査方法の事例として以下に取りまとめた。なお，

以下に示す事例は報告書，報告会資料，学会発表の抜

粋であり，詳細はそれぞれの参考文献を参照されたい。

また，以下に示す災害名は学会webページに記載され

ている名称としている。 

2.1 平成27年9月関東・東北豪雨 5) 
 2015年9月に接近・上陸した台風17，18号に伴い， 

9月8日から11日にわたり西日本から北日本の広範囲

で記録的な降雨を観測した。栃木県と茨城県を流下し，

利根川に合流する鬼怒川では，茨城県常総市において

堤防決壊が発生した。 

産官学による災害調査の対応としては， 9 月 13 日

に土木学会による初動調査の結果を受けて「2015年関

https://www.jiban.or.jp/?page_id=16751
https://www.jiban.or.jp/?page_id=16751
https://www.jiban.or.jp/?page_id=1891
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東・東北豪雨災害 土木学会・地盤工学会合同調査団」

が結成され，組織的な調査が開始された 5)。越水による

堤防決壊に加えて，既往最大水位を観測したことで堤

体基礎地盤内の間隙水圧が高まり，被災箇所周辺には

噴砂が発生した。図－1 は漏水が発生した区間におけ

る応急対策工（月の輪工）の実施状況を示している。

応急対策として積まれた土のうの内部には，漏水によ

る噴砂が堆積している。このような噴砂が発生した場

合の堤体の内部空洞や基礎地盤のゆるみ領域の存在を

調べるために電気探査および表面波探査が実施された。

図－2 は漏水・噴砂発生区間における電気探査から得

られた比抵抗および表面波探査から得られた S 波速度

分布を示している。この結果から，漏水区間の表層1m

付近までに比抵抗が高く，S 波速度が低下しており，

これは緩い砂層の存在を示唆する結果である。しかし，

この結果からは個々の噴砂地点に対応する局所的な緩

み領域の存在は確認できない点や，事後調査であるた

めの出水前から高い比抵抗で低い S 波速度であったか

の判断ができない点が課題であるとしている。 

2.2 平成28年北海道豪雨災害 6) 
 2016年8月17日から8月23日の1週間に三つの台

風が北海道に連続で上陸し，北海道東部を中心に記録

的な降雨を観測した。地盤工学会としては，8月21日

に「平成 28 年 8 月北海道豪雨による地盤災害調査団」

が結成されて北海道内の各地で組織的に調査が進めら

れた 6)。しかし，調査を進める中で8月29日からは前

線と台風の影響で再び大雨となり，8 月中旬の 3 連続

台風と併せた一連の大雨で河川水位が上昇した箇所で

は堤防決壊や堤防法面の変状が発生した。本項では堤

防開削調査の事例として，釧路川での法面崩壊とその

被災調査の結果について紹介する。 

釧路川は北海道東部の太平洋側を流下しており，上

流部のカルデラ湖である屈斜路湖から流れ出し，下流

部に釧路湿原が位置している。 

先述した北海道内での記録的な降雨による堤防の法

面変状は，釧路川の中流域で発生した。図－3は表法面

に発生した堤防の被災状況を示している 7)。法面中腹

図－1 鬼怒川で発生した噴砂と応急対策工の状況 5) 

図－2 鬼怒川での調査から得られた漏水および噴砂発生箇所の比抵抗およびS波速度分布 5) 



 

 93 73 (7), 2025 

 

に明瞭な亀裂の発生が確認できる。当該箇所では出水

に伴う河川水位の増加は表法尻部付近までに留まり，

計画高水位に達するような水位上昇は確認されていな

い。このため，図－3に示した法面変状は降雨浸透が影

響していると推測された 7)。この法面崩壊メカニズム

を解明するために堤防縦断方向の地盤構成の違いを大

まかに把握することを目的に図－1 と同様の表面波探

査の実施に加えて，被災断面を開削して地盤構成を直

接目視で確認する堤防開削調査が実施された。 

図－4 に開削調査で撮影した開削断面および土質試

験結果から推定された堤体の地盤構成を示している 8)。

この結果から，被災した堤防では段切り面が明瞭に確

認できるため複数回の築堤履歴があることや，法面崩

壊は一部で段切り箇所に及んでいるものの大部分は拡

幅の際に施工した法面表層で発生している等の情報を

得ることができた。また，開削調査断面から得られた

土試料に対する土質試験結果より，法面崩壊箇所では

細粒分含有率が大きく，堤体内部とは地盤構成が異な

っていることがわかる。このように被災堤防に対して

開削調査を行うことができれば，被災箇所の地盤構成

の理解は格段に進むといえる。本事例に示した法面変

状のような箇所では，被災箇所とその堤体土質の構成

を直接的に比較することが可能となる。堤防の変状程

度は異なるが地震後における堤防開削調査の事例 9)で

は，堤体と基礎地盤の境界部において液状化した砂の

存在が確認できたとしている。この結果をもとに堤体

下部が基礎地盤に沈下した状態となって閉封飽和域が

形成されて，地震時にこの領域が液状化することで大

図－4 表法面の開削断面の写真と写真をもとに作成されたスケッチおよび土質試験結果 8) 

 
  

図－3 釧路川で発生した法面変状の状況
7) 
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規模な堤防変状に至ったことが報告されている。この

ようなことから，開削調査は浸透や地震などの被災外

力に依らず，被災した堤防の全体像を把握するための

有用な調査手法といえる。 

しかし，出水に伴う堤防決壊箇所では堤防決壊の要

因になったと推定される初期変状や崩壊が進行した領

域の堤体が決壊後には流出しており，被災箇所の堤体

の地盤構成を被災後に把握することはできない。この

ため被災箇所においては，周辺に残存した堤体に対し

て開削調査が実施されることになり，その際には被災

箇所の地盤構成を直接，調査していることにならない

点に留意が必要である。つまり，開削調査結果をもと

に被災断面ではどのような現象が発生していたのかを

推測することが肝要となる。 

2.3 令和3年8月高瀬川での事例 10) 
 2021 年 8 月 8 日～11 日にかけて台風 9 号から変わ

った低気圧によって青森県では大雨となった。これに

よって増水した高瀬川では青森県管理区間において堤

防決壊が発生した 10)。地盤工学会として調査団は結成

されていないが，土木学会堤防研究小委員会のメンバ

ーとして筆者らが初動調査を行い，その後，河川管理

者と合同で開削調査を行った。 

 河川堤防に限らず被災調査では，被災した地盤構造

物（本稿であれば河川堤防）の被災状況と併せて，周

辺の状況から外力条件を推定する調査が実施される。

外力条件は，例えば事後解析によって被災メカニズム

を解明するうえで極めて重要な情報となることは言う

までもない。地震で被災した場合には，加振外力を直

接的に把握することは困難である。一方で，洪水時に

は痕跡水位を確認できる場合が多い。つまり，洪水に

よる堤防被災時の外力条件は，地震時よりも簡易に把

握できる場合がある。しかし，被災後の降雨や応急復

旧で痕跡が消えることもしばしばあり，痕跡水位の調

査は安全の確保を確実にしたうえで速やかに初動調査

を行うべき一つの動機となる。 

 図－5 は高瀬川での痕跡水位調査の一例を示してい

る。この事例では，ポール等の簡易な機材を用いて堤

防天端からの痕跡水位の位置を調査している。状況に

よっては決壊箇所を中心として上下流の複数地点で痕

跡水位を調査することで，決壊箇所の河川水位を内挿

して推定できる可能性もある。なお，河川水位が上昇

した箇所では図－5 に示したように植生の明瞭な倒伏

や植生への泥の付着に加えて，図－6 のように枯草等

の流下物の堆積が目印となる。一方で，越水が発生し

た堤防の場合には，流水が作用した箇所では図－7 に

示すように植生が明らかに裏法面や裏法尻へ向かって

倒伏している状況が多く確認されるため，被災調査時

のポイントの一つになる。 

堤内 堤外

堆積した枯草

堤内

植生の倒伏

植生が倒伏
している範囲

図－5 高瀬川での痕跡水位調査の事例 

図－6 表法面に堆積した流下物の状況の例 

図－7 裏法面・法尻での明瞭な越水跡の事例 
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2.4 その他の被災調査ツールの例 
 以上に示した事例は限定された調査手法を示してお

り，網羅的に示すことができていない点をご容赦願い

たい。当然，実際の被災箇所ではさらに多くの観点か

らさまざまな調査が行われている。例えば，簡易動的

コーン貫入試験などのサウンディングを面的に展開し，

パイピングの発生を理解するために重要な土層となる

堤内地盤の礫層分布を調査した結果が報告されている

12)。また，上記の事例では出水して堤防決壊や変状が発

生してから比較的時間が経過した後に実施されている

調査を示した。出水後に河川水位が低下し，自身の安

全性が十分に確保できる場合には，先述した痕跡水位

の確認と併せて被災状況の痕跡が消失する前に調査を

行えることが望ましい。その際の有力なハード的なツ

ールとして，昨今ではUAV（Unmanned Aerial Vehicle）

の利用が広く普及している。図－8 は先述した高瀬川

での堤防決壊箇所周辺のオルソ画像を示している。こ

の画像から決壊口の幅，決壊に伴い形成された落掘の

範囲，氾濫流によって運搬された土砂の範囲などの情

報が容易に把握できる。さらに近年では，図－9に示す

ような手のひらサイズで調査用リュックサックに入れ

ても 500ml のペットボトルよりもスペースを取らない

UAVが販売されており，調査箇所が近距離か遠方にか

かわらず被災調査の必需品になりつつある。 

河川堤防の被災調査では，ソフト的な災害調査ツー

ルも整備されつつある。これまでも地盤工学会では先

述した災害報告書や報告会の資料は，web ページ上で

アーカイブされた情報を閲覧可能であった。しかし，

ICT と DX が急速に進んだ昨今では，デジタルデータ

として被災調査データを蓄積し，このデータを将来の

地盤工学の実務・教育研究に役立てることが期待され

る。このような観点から地盤工学会では「災害調査デ

ータの収集と活用委員会」（委員長：早稲田大学 岡村

未対 教授）が 2021 年に設立されて，本委員会の取り

組みの一環として河川堤防被災状況収集アプリ「つつ

みる(TSUTSU-MIRU)」13)の開発・運用が進められ，こ

のアプリを使い調査結果をデータとして蓄積すると同

時に共有を図っている。このアプリは LINE を使い，

調査地点から被災状況を DIAS（Data Integration and 

Analysis System）14)と呼ばれるデータ統合・解析システ

ム上にアップロードする。この DIAS 上に全国の被災

情報を閲覧可能なwebポータルが用意されており，地

図形式のトップ画面に被災箇所の位置がプロットされ

ている。このプロットされた被災情報には被災箇所の

位置のほか，調査者のコメントが記載できるようにな

図－8 UAVのデータから作成したオルソ画像の例（高瀬川） 

図－9 飛行性能は高いが手のひらサイズのUAVの例 

https://www.jiban.or.jp/?page_id=15438
https://www.jiban.or.jp/?page_id=15438
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っており，「いつ，どこで，だれが，どのような調査を

し，何を報告したか」を知ることができる。 

 以下の章では，さまざまな所属機関に属する読者の

相互理解を深め，これから河川堤防の被災調査に臨む

読者の一助となることを期待し，上記に示した調査が

各機関でどのような位置づけで実施されているかを示

す。 

3. 大学等の教育研究機関における災害

調査の位置づけと事例 

大学等の教育研究機関における研究の目的は，これ

まで未知であった事象や現象を解明し，その結果を利

用して社会が直面する具体的な課題を解決することに

ある（と少なくても第一著者は考えている）。本章では，

このようなスタンスで取り組んだ堤防調査の事例につ

いて，調査方法に着目して記載する。 

本章で紹介する事例は宮崎県北部の延岡市を流下す

る北川での噴砂発生についてである。当該河川では，

計画高水位を超過する出水があると堤内地盤でたびた

び噴砂が発生している。この噴砂の発生メカニズムを

解明するために過去 3 度の開削調査が実施されている。

本章では，筆者らが参画した2022年の開削調査 15-21)を

事例として紹介する。 

 堤内地盤での噴砂の発生は，河川水位が上昇したこ

とで堤体基礎地盤に作用する間隙水圧が大きくなり，

基礎地盤の土粒子が動き出して地表面に噴出する，い

わゆるパイピングが発生している可能性を示唆してい

る。当該事例では，図－10に示すように噴砂と陥没の

発生がセットになっており，この発生メカニズムを解

明することを目的として事前に物理探査（表面波探査），

サウンディング（簡易動的コーン貫入試験）を行い，

その後，開削調査が実施された。この開削調査に参加

した機関は愛媛大学，名古屋工業大学，九州工業大学，

豊田高専，土木研究所，応用地質（株）である。 

 S波速度分布やNd値の面的な分布を把握できてもこ

れらの精度や解像度に限界があるため，地盤調査結果

のもっともらしさを検証するためには実際の土層断面

を見て，比較することが最大の答え合わせになる。加

えて，できることなら調査対象とした地盤の土を直接

見て，触らないと納得できないということは読者にも

ご理解いただけるように思う。 

 図－11は開削調査の実施状況を示している。事前調

査で UAV を使って撮影した写真から調査対象地盤の

オルソ画像を作成し，図－10に示したような噴砂と陥

没箇所を横断するような複数の開削断面を設定する。

この設定した断面に沿うよう，最初はバックホーでト

レンチを作りながら粗く調査断面を形成する。この状

態の調査断面はバケットの爪の跡が残り，さらに調査

断面の下層には上層からの土砂が堆積しており，この

調査断面からは土層の詳細な観察は困難である。そこ

で図－12に示すような「ねじり鎌」を使い，調査断面

の表面を平らに形成して不要な土を排土し，きれいな

観察断面を作製する。図－11の事例では観察断面が広

いため，人海戦術で観察断面を作製している。観察断

面はデコボコが無く平らであることが重要であるため，

両隣の作業中の断面に注意を払い，自身の作業範囲を

図－10 北川での噴砂・陥没の発生状況 図－11 人海戦術での観察断面の作製状況 
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形成することがコツであろう。また，作業は土層の上

から下に向かって進めることで，きれいに形成した断

面が不要な土砂で覆われることを避けることができる。

さらにこの観察断面の形成過程において，地表にある

噴砂へと続く直径数 cm の砂脈や空洞が突然現れるこ

とがあり，遺跡の発掘作業さながらの緊張感で断面形

成の作業が黙々と行われる。なお，ねじり鎌は草刈り

や雑草抜きなどの作業に使う道具であり，ホームセン

ターで容易に手に入る。開削調査のベテランになると

自身の専用のねじり鎌を持参しており，このねじり鎌

の刃は僅かに湾曲しており，これによって形成断面を

傷つけないよう工夫がされている。 

 図－13 は開削調査から得られた土層断面図を示し

ている。この結果から，河川水位の上昇に伴って最下

層の砂礫層の間隙水圧の上昇による上向きの流れが生

じ，砂礫層内の細砂が上部層へ移動し，砂だまりを形

成すると推定された。さらに間隙水圧が上昇すると上

層地盤で隆起が発生し，この隆起に伴い形成された亀

裂部に砂だまりを起源とした細砂が流入し，最終的に

は地表面に達して噴出したと推定された。一連の開削

調査から得た上記の仮説は，その後，実験や解析によ

る再現 22)が試みられ，仮説の妥当性が検証されている。 

4. 河川管理者・研究機関での災害調査

の位置づけ 

災害調査として，出水後や地震発生後に実施される

調査のことを指すものとして，本章では河川管理者側

図－12 ねじり鎌の例：ねじり鎌にも種類がある 

図－13 観測断面と観察から得た情報をもとに作製した土層区分 
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の視点からこのような調査について説明する。 

災害調査に係る重要な制度に，災害復旧事業がある。

堤防等の施設の維持・管理は原則，地方公共団体等の

施設管理者が行うべきとされるが，災害において困難

であるため，早期復旧を期するため，高率・迅速に国

庫負担を行うことができる制度である 23)。直轄管理で

も類似の制度が存在し，毎年の予算とは別に，復旧等

に必要な予算を確保することができる。 

災害復旧は原形復旧が基本であるが，再度災害が生

じる可能性がある場合には，改良復旧も可能となって

いる。災害復旧事業に係る手続きに報告や申請，災害

査定があり（図－14），これらのために調査が行われる。

改良復旧も申請が可能となったことで，被災原因をで

きるだけ正確に把握し，復旧に反映させることが重要

となる。このため，災害調査の重要度も増すことにな

ったと考えられる。河川堤防には，一連区間の中の最

も安全性の低い箇所が一連区間の安全性を規定すると

いう特性がある。このような最も安全性の低い箇所を

事前調査により高い精度で予測することは困難である

が，被災箇所は安全性の低い箇所で生じると考えるの

が自然である。調査結果に基づいた強化対策の実施は，

被災箇所の安全性向上だけにとどまらず，一連区間の

安全性向上に寄与しているということも認識する必要

がある。 

平成 24 年 7 月九州北部豪雨による矢部川の決壊以

降，決壊等の重大な被災が生じた場合には，堤防調査

委員会が開催されるようになった。堤防調査委員会は，

河川工学および地盤工学の学識者，国土技術政策総合

研究所および土木研究所，地方整備局の行政関係者か

ら構成され，被災原因や復旧方法が議論され，報告書

がとりまとめられる。堤防調査委員会からの指摘を踏

まえて，より詳細な調査・検討が実施されるようにな

った。 

災害調査に近いもう一つの枠組みが，巡視，点検で

ある。洪水時を含め，定期的に高頻度（頻度は状況に

より変化する）に巡視が行われ，変状が見つかれば，

報告される。また，点検 24)には，出水期前と台風期に

定期的に実施されるものと，一定規模の出水後に実施

されるものとがある。見つかった変状は，写真撮影さ

れ，位置情報とともに，RiMaDIS（River Management Data 

Intelligent System）というデータベースに記録される。

点検結果は，総合的な評価により 4 つに区分され，公

開されている 25)。 

これまで施設管理に直接係る災害調査を紹介してき

図－14 災害復旧事業のフロー図 23) 
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た。このようにして得られた災害調査結果は，新たな

施策や基準作成・改定等にも活用されている。例えば，

2011年東北地方太平洋沖地震による災害調査結果から，

堤体自体の液状化が被災原因の一つになっていること

が多くの箇所で確認されたことを踏まえ，堤体液状化

に対する判定等が河川構造物の耐震性能照査指針等に

追加された。また，河川堤防の液状化対策の手引き（以

下，手引き）26)にも，本地震の災害調査結果が活用され

ている。レベル 1 地震動相当の外力に対する液状化対

策が実施済みの区間と未実施の区間とで被災程度や被

災率が大きく異なり，設計外力を上回る地震動に対し

ても効果を発揮することが明らかとなった。このため，

手引きでは，レベル 1 地震動に対して液状化対策の仕

様を決定する手順を残している。 

5. 民間企業としての災害調査時の動き

と事例紹介 

災害調査の内容や緊急度は，災害の種類や規模によ

って異なるが，ここでは大規模かつ緊急性が高い堤防

決壊時の調査事例を紹介する。 

表－1 は本事例における調査項目の時系列を示して

いる。対象河川における堤防の決壊は，越水開始から

約2時間後に発生した。 

発災当日の夕方，対策本部より，（一社）建設コンサ

ルタンツ協会を通じて災害支援要請が入った。さらに，

発災翌日の夕方，対策本部より，翌朝より応急復旧工

事が入るので，それまでに決壊断面で調査を実施して

欲しいとの要請があった。そこで，速やかに災害調査

経験者 3 名からなる調査班を編成し，不十分ながらも

最低限の資材を積み込んで現地に向かった。現地まで

は，決壊直後ということもあり，周辺道路の交通規制

や泥土の堆積等の影響で予想以上の時間を要し，現地

に到着したときは20時近くになっていた。 

決壊箇所は暗闇で作業が困難であり，準備した照明

では決壊断面の全体像が確認できなかったため，決壊

箇所の上流側の堤防に車を停め，車のヘッドライトを

下流側の決壊断面に当てて，断面の観察および土試料

の採取を実施した。決壊現場の周辺は泥状の土が大量

に堆積しており，途中で足をとられそうになりながら

も安全を確保しつつ徒歩で移動した。調査は深夜に終

了した。 

調査の翌日（発災から 2 日後）には，実施した調査

結果に加え，土木研究所の調査班が決壊当日に撮影し

た写真をもとに，断面スケッチを完成させた。図－15

に決壊した河川とは別の河川になるがスケッチの下書

きの例を示した。最終的には図－4 と同様に土質情報

を追加し，対象とする堤体や基礎地盤の地盤構成の全

図－15 スケッチの下書きの例：土質試験の情報を追加することで全体像を把握できる 

表－1 紹介事例での調査項目の時系列 

日時 調査項目・内容 

発災 
堤防決壊 
災害支援要請が入る 

1日後 
応急復旧の着手（13日後に完了） 
夕方～深夜にかけて決壊断面調査を実施 

2日後 断面スケッチの完成 

3日後 
現地調査計画の決定 
現地調査の実施（22日後に完了） 

18日後 
堤防調査委員会の開催（以降3週間で3回
開催） 
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体像を把握することになる。災害復旧に携わる民間企

業に従事する者として，図－15のような下書きができ

るようになれば十分な経験を積んだといえる。 

決壊現場では，発災翌日から応急復旧工事が開始さ

れ，厳しい条件の中，荒締切工は発災から 7 日後に完

成し，さらに鋼矢板二重式仮締切工は発災から13日後

に完成した。 

決壊箇所の現地調査については，発災から 3 日後に

対策本部と協議を行い，以下の方針で進めることにな

り，直ちに作業計画書を提出し，調査に着手した。 

・決壊箇所周辺に形成された洗掘跡の土質特性（物

理特性）を面的に確認するため，洗掘部の土試料

を採取し，物理試験を実施する。 

・応急復旧工事の支障の無い位置においてボーリン

グ調査およびサウンディング調査を実施する。 

・ボーリング調査は，決壊口を含む堤防および高水

敷で実施する。各地点とも連続サンプリングを行

い，室内土質試験を実施する。 

・サウンディング(SWS）は，高水敷で縦断方向に実

施する。また，堤防決壊口でも実施する。 

ボーリング調査は 6 班搬入し 19 日間で終了させた。 

一方，決壊箇所周辺の堤防の状況について現地踏査

を実施したところ，決壊区間の上下流付近の堤防裏法

尻付近において噴砂跡が確認されたため，オーガーボ

ーリングを実施し，堤体土および基礎地盤の土質状況

を確認した。また，決壊箇所周辺の氾濫堆積物の調査

も実施した。 

堤防調査委員会は，発災の18日後から3週間の間に

3回開催された。その間，調査結果の整理と資料作成，

委員会で指摘された事項に対する対応等が続いた。 

決壊箇所においては，仮締切工の後に堤防断面の開

削調査を実施し，基礎地盤および堤防の土質構造を詳

細に観察した。 

決壊原因の解明にあたっては，越水による洗掘のほ

かに，浸透破壊が生じていた可能性もあったことから

浸透流解析を実施した。浸透流解析の実施にあたって

は，ボーリング調査結果のほか，開削調査結果も踏ま

えて地盤構成のモデル化を行った。さらに，堤防縦断

方向の被覆土層の連続性や層厚をサウンディング結果

や露頭調査で評価したうえで基盤漏水に対する弱部の

評価を行った。 

以上，民間企業の災害調査の一例を紹介したが，災

害調査では対策本部等の指揮系統のもとで応急復旧や

本復旧等の検討に必要な情報を効率的かつ確実に取得

し，タイムリーに提供する必要があり，それらに対応

できる体制を早期に組織することが重要と考える。ま

た，決壊部や崩壊部の堤防断面，変状形態，漏水や噴

砂跡の状況といった災害直後にしか得られない情報を

見逃さずに記録する必要があり，そのために経験者を

含む調査班を迅速に立ち上げることが重要と考える。 

6. おわりに 

近年，気候変動による豪雨や台風，大規模地震が頻

発し，全国各地で河川堤防の被災が多発している。特

に2015年の鬼怒川や2019年の千曲川，2020年の球磨

川などでは越水や浸透破壊による被害が報告され，東

日本大震災では液状化による大規模な堤体崩壊も発生

している。これらの事例から，迅速で科学的・工学的

な災害調査の重要性が高まっており，学術的分析，広

域的なデータ収集，現場の実践的知見の相互連携が不

可欠となっている。 

本稿では具体的な調査手法として，物理探査，開削

調査，UAVを用いた空中撮影，痕跡水位の把握などの

事例を紹介した。例えば鬼怒川では地盤の緩み領域を

電気探査や表面波探査で調査し，北海道の釧路川では

法面変状の要因を開削調査で明らかにした。また，高

瀬川では堤防決壊時の痕跡水位を迅速に調査すること

で被災メカニズムの解明に寄与した。近年では ICTや

DX を活用し，被災調査データをデジタル化して共有

する試みも進んでいる。 

河川堤防の分野は産官学の強い連携が特徴であり，

研究成果が現場での課題解決に直接的に活かされる可

能性が高く，イノベーションが期待される。研究者や

実務者は最新技術の習得と実践的応用を積極的に進め

ることで，河川堤防の安全性・耐久性向上や被害軽減

に貢献できる分野ともいえる。また，若手の研究者・

実務者にとっては，産官学連携の調査活動が成長の絶

好の機会である。近年，地盤工学会では若手の実務者

や研究者を対象に河川堤防をテーマにしたシンポジウ

ム等が開催されているので，このようなイベントに積

https://jgs-chubu.org/wakate2024/
https://jgs-chubu.org/wakate2024/
https://jgs-chubu.org/wakate2024/
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極的に参加し，意見交換することをお勧めする。 

最後に，災害調査では二次災害防止のため安全管理

の徹底が最優先事項であることを強調する。現地調査

時は安全確認を怠らず，危険箇所への無理な進入を避

け，調査チーム内のコミュニケーションを密にし，安

全第一で調査に臨んでほしい。 
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22) 大桑有美・前田健一：堤内地の漏水・噴砂動態と損傷に及ぼ
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pp. 215-220，2024． 

23) 国土交通省水管理・国土保全局：災害復旧事業（補助）の概要，

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/hukkyu/data/saigaihukkyujigyou.
pdf（参照2025.4.10） 

24) 国土交通省水管理・国土保全局：堤防等河川管理施設及び河

道の点検・評価要領，2023． 
25) 国土交通省水管理・国土保全局：点検評価結果について, 

https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/kasen/tenkenhyouka/r
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会告 

地盤工学会活動支援 醵金のお礼 
 

平成26年4月より開始しました「ご寄附のお願い」に対しましては，お陰様をもちまして，毎年大変多くの会

員ならびに関係者の皆様よりご醵金を賜り，心より感謝申し上げます。令和6年度にご醵金を賜りました皆様の

お名前をここに掲載し顕彰させていただきます。いただきました寄附金は「持続すべき地盤工学会」，「持続でき

る地盤工学会」を目指した基盤確立のための応援資金として，無駄なく大切に活用させていただきます。 

さらなる皆様のご支援とご協力をお願い申し上げます。 

 

寄附者（敬称略：目的別） 

 

一般 北海道支部 東北支部 

堀越 研一 

末岡 徹 

ほか非公開 1名 

(株)吉本組 

(株)アクアジオテクノ 

五十嵐建設(株) 

(株)エーティック   

ＨＲＳ(株) 

岡三リビック(株)北海道支店 

小野田ケミコ(株)北海道事業所 

(株)開発調査研究所     

川崎地質(株)北海道支店 

(株)北海道近代設計 

五洋建設(株)札幌支店     

(株)シーウェイエンジニアリング 

(株)ジオテック   

(株)シン技術コンサル   

(株)ＪＳＰ札幌営業所      

(株)ダイイチプラニング 

大起コンサルタント(株) 

大地コンサルタント(株) 

太平洋総合コンサルタント(株) 

(株)田中組    

大日本ダイヤコンサルタント(株)北海道支社 

(株)竹中土木北海道支店     

中央開発(株)札幌支店 

飛島建設(株)札幌支店 

中村建設(株) 

日本データーサービス(株) 

日本工営(株)札幌支店 

(株)大林組東北支店 

鹿島建設(株)東北支店 

清水建設(株)東北支店 

大成建設(株)東北支店 

東北電力(株) 

東亜建設工業(株)東北支店 

東日本高速道路(株)東北支社 

(株)不動テトラ東北支店 

(株)奥村組東北支店 

奥山ボーリング(株) 

(株)竹中土木東北支店 

大日本ダイヤコンサルタント(株)東北支社 

一般社団法人東北地域づくり協会 

パシフィックコンサルタンツ(株)東北支社 

(株)復建技術コンサルタント 

(株)丸本組 

山和建設(株) 

(株)建設技術センター 

(株)興和 

佐藤工業(株) 

(株)新東京ジオ・システム 

(株)ダイワ技術サービス 

(株)東北開発コンサルタント 

東北ボーリング(株) 

土木地質(株) 

日本工営(株)仙台支店 

日本基礎技術(株)東北支店 
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(株)橋本川島コーポレーション 

北王コンサルタント(株) 

北海道石灰化工(株) 

北武コンサルタント(株) 

(株)北海道技術コンサルタント 

北海道土木設計(株)      

前田工繊(株)   

益村測量設計(株) 

ライト工業(株)北海道統括支店 

水元建設(株) 

宮坂建設工業(株) 

村井建設(株) 

大成建設(株)札幌支店 

伊藤組土建(株) 

岩田地崎建設(株) 

(株)大林組札幌支店 

基礎地盤コンサルタンツ(株)北海道支社 

北日本港湾コンサルタント(株) 

(株)イーエス総合研究所 

清水建設(株)北海道支店 

(株)構研エンジニアリング 

(株)ドーコン 

(株)安藤・間札幌支店 

(株)平田建設 

(株)不動テトラ北海道支店 

北海道土質試験協同組合                             

ほか非公開3団体 

(株)ネクスコ・エンジニアリング東北 

(株)ネクスコ・メンテナンス東北 

陽光建設(株) 

ライト工業(株)東北統括支店 

熱海建設(株) 

岡三リビック(株)東北支店 

川崎地質(株)北日本支社 

基礎地盤コンサルタンツ(株)東北支社 

(株)シビル設計 

日本地下水開発(株) 

山形県地質土壌調査業協会 

日特建設(株)東北支店 

(株)地質基礎 

(株)エイト日本技術開発東北支社 

国土防災技術(株)東北支社 

中央開発(株)東北支店 

錦城護謨(株)秋田営業所 

(株)熊谷組東北支店 

ほか非公開2団体 
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会告 

「令和７年度地盤工学会賞」候補募集要項 
 

公益社団法人 地盤工学会 
 

地盤工学会表彰規程により，下記のとおり令和7 年度学会賞候補を募集いたしますので，奮ってご応募ください。 学
会賞は「技術賞」，「研究・論文賞」の2賞に分けて募集していますので，ご注意ください。 
 
応募の形式： 推薦とし，自薦・他薦を問いません。なお，推薦者は本学会の会員に限りません。 

なお，推薦にあたり，次の点にご留意ください。 
1） 推薦書記載の賞区分が適当でないと判断した場合は，推薦者と相談のうえ，賞区分を変更すること

があります。 
2） 審査にあたり，必要な場合には，資料の追加提出を求めることがあります。 
3） 自薦をする場合には，同一受賞区分に対して１件に限ります。 

審   査： 審査は，表彰委員会内規に則り，表彰委員会で行い，理事会で決定します。 
発   表： 受賞決定の場合には，直接本人に通知します。また，JGS Websiteおよび｢地盤工学会誌｣でも発表します。 
授   賞： 第68 回通常総会（令和8年6月予定）において行い，受賞者に賞状を贈ります。 
応募締切日： 令 和 7 年 1 0 月 1 日（水）  
提 出 先：電子メールやファイル転送サービス等により下記へ提出してください。紙媒体での提出は不要です。（※ 

事務局へ直接持参されても応募の受付をいたしかねます。） 

公益社団法人地盤工学会 表彰委員会事務局 宛 E-mail：hyosho@jiban.or.jp 
メール件名：令和7年度地盤工学会賞_〇〇賞 応募業績の送付（※〇〇には該当する賞を記載ください。） 

◎ 推薦書の用紙： ホームページ（https://www.jiban.or.jp/?page_id=598）からダウンロードしてください。 

 

1．技術賞 

技術賞は，地盤工学，地盤防災，環境地盤等の進展に顕著な貢献をしたと認められる事業や技術で，令和 2 年 10 月 
1 日から令和 7 年 9 月 30 日までの 5 年間以内の業績を対象とします。5 年間以内に論文や報文として公表されていて

も，対象期間より以前に終了した事業等は，特段の事情がないかぎり候補となりません。 
 

技術業績賞 技術開発賞 
1）対象とする業績 
地盤工学，地盤防災，地盤環境等の分野の進展に顕著な

貢献をした技術が活用されたプロジェクトで，同技術が

計画立案，調査，設計，施工，維持管理等に活かされた業

績。 
その対象となる技術の活用が，募集公示年の 9 月末日前

5か年以内の業績。また，それ以前の業績が同期間内で新

たな業績として高く評価された場合を含む。 
以下のいずれかのカテゴリーを選択して応募すること。 
(a) 事業 
(b) 技術 

1）対象とする業績 
地盤工学，地盤防災，環境地盤等における新技術開発お

よびその実用化等で，顕著な貢献をしたと認められる業

績。一般的な業績のほかに，地盤工学における新しい情

報関連技術についての業績もあわせて募集します。 
募集公示年の 9 月末日前 5 か年以内に実用化されて実績

が認められた技術。また，それ以前の業績が同期間内で

新たに実績として高く評価された場合を含む。 
以下のいずれかのカテゴリーを選択して応募すること。 
(a) 一般 
(b) 新しい情報関連技術（例えば，ICT，AI，IoT，DX，
i-Construction，BIM/CIM，など） 
 

2）受賞候補者の資格 
個人あるいは機関，および，それらのグループ。 
 

2）受賞候補者の資格 
主として開発を担った，個人あるいは機関，および，そ

れらのグループ。 
 
 

mailto:hyosho@jiban.or.jp
https://www.jiban.or.jp/?page_id=598
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3） 提出書類      *提出必須 
*①推薦書 1部 
*②業績を示す資料1 部 
 

③貢献内容を示す資料 1部 
④同意書 
*⑤受賞候補者等情報入力シート1 部 

Word・PDFの両方 

PDF 
 
PDF 
PDF  
Excel 

PDFのみ押印要 
5点以内で，合計50ページ以内（所定の表紙を添付

し，１つのPDFファイルにまとめる） 
 
複数名いる場合は１つのPDFファイルにまとめる 
 

4）備  考 
① 技術賞については，共著またはグループ（機関・個人）の業績を受賞候補とする場合には，その個人の業績全体

に対する貢献内容を示す資料を 1部提出してください。 
② 技術賞については，推薦書に記載の受賞候補機関・個人以外に，候補業績に貢献した機関・個人がある場合は，

その同意書を添付してください（業績資料に記載のある受賞候補以外の機関・個人についても同意書が必要で

す）。 
③ 技術業績賞については，グループ（機関・個人）の業績を受賞候補とする場合には個々の機関が計画，立案，等

のどの分野を担当したかを推薦書に記入してください。 
④ 提出された電子ファイルをそのまま用いて審査を行います。低品質の電子ファイルの提出によって，審査結果に

影響が出たとしても，すべて応募者の責任となります。電子ファイルの提出の際には十分にご注意下さい。 

 

2．研究・論文賞 

研究・論文賞は，地盤工学，地盤防災，環境地盤等に関する学術および技術の進展に顕著な貢献をしたと認められる

業績で，研究業績賞については全部または一部が，令和 2 年 10 月 1 日から令和 7 年 9 月 30 日までの 5 年間以内に，

論文賞・研究奨励賞については全部または一部 が，令和 5 年 10 月 1 日から令和 7年 9月 30 日までの 2年間以内に地

盤工学会機関誌類（Soils and FoundationsはVol.65 No.4掲載分まで、地盤工学ジャーナルは 20巻 3号掲載分まで）に

発表されたものを対象とします。 
 研究業績賞 
1）対象とする業績 
地盤工学，地盤防災，環境地盤等に関する一連の研究テーマについて，多くの研究論文・報文により，学術および

技術の進展に顕著な貢献をしたと認められる業績。 
2）受賞候補者の資格 
① 個人。 
② 既に研究業績賞を受賞した人は，受賞候補者になれない。なお，平成4年度までに受賞した論文賞は，研究業

績賞とみなす。 
3） 提出書類      *提出必須 
*①推薦書 1部 
*②論文等 1部 
 

③貢献内容を示す資料 1部 
④同意書 
*⑤受賞候補者等情報入力シート1 部 

Word・PDFの両方 

PDF 
 
PDF 
PDF  
Excel 

PDFのみ押印要 
5点以内で，合計50ページ以内（所定の表紙を添付

し，１つのPDFファイルにまとめる） 
 
複数名いる場合は１つのPDFファイルにまとめる 
 

4） 備  考 
① 地盤工学会機関誌類とは，次のものです。 
 地盤工学会誌，Soils and Foundations，地盤工学ジャーナル，地盤工学会（支部を含む）が主催・共催する会議等

における刊行物，その他地盤工学会刊行物，国際地盤工学会（技術委員会を含む）が主催・共催する会議等にお

ける刊行物。 
② 共著の論文を受賞候補とする場合には，その個人の業績全体に対する貢献内容を示す資料を1 部提出してくださ

い。また，その中の特定の者を受賞候補者とするときには，共著者の同意書を添付してください。 
③ 研究・論文賞については，同一業績での，各賞への同時推薦はできません。 
④ 提出された電子ファイルをそのまま用いて審査を行います。低品質の電子ファイルの提出によって，審査結果に

影響が出たとしても，すべて応募者の責任となります。電子ファイルの提出の際には十分にご注意下さい。 
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論文賞（和文部門，英文部門） 
1）対象とする業績 
各部門に対して，地盤工学，地盤防災，環境地盤等に関する学術の進展に顕著な貢献をしたと認められる単一の論

文。なお，研究奨励賞で受賞した論文は，対象とならない。 
2）受賞候補者の資格 
①  論文の著者。 
② 過去に受賞した人も重ねて受賞候補者になれる。 
3） 提出書類      *提出必須 
*①推薦書 1部 
*②論文 1部 
*③受賞候補者等情報入力シート1 部 

Word・PDFの両方 

PDF 
Excel 

PDFのみ押印要 
所定の表紙を添付 
 

4） 備  考 
① 地盤工学会機関誌類とは，次のものです。 
 地盤工学会誌，Soils and Foundations，地盤工学ジャーナル，地盤工学会（支部を含む）が主催・共催する会議等

における刊行物，その他地盤工学会刊行物，国際地盤工学会（技術委員会を含む）が主催・共催する会議等にお

ける刊行物。 
② 研究・論文賞については，同一業績での，各賞への同時推薦はできません。 
③ 提出された電子ファイルをそのまま用いて審査を行います。破損や低品質の電子ファイルの提出によって，審査

結果に影響が出たとしても，すべて応募者の責任となります。電子ファイルの提出の際には十分にご注意下さい。 
 
 
 研究奨励賞 
1）対象とする業績 
地盤工学，地盤防災，環境地盤等に関する注目に値する研究を行い，将来学術の進展に貢献が期待できる業績。 
2）受賞候補者の資格 
① 令和7 年4月1日において，満36 歳未満の個人。 
② 既に研究奨励賞を受賞した人は，受賞候補者になれない。 
③ 同一論文で，既に論文賞を受賞した人は，受賞候補者になれない。 
④ 個人を対象とする応募の場合は，業績を示す資料，論文等において第一著者を原則とする。第一著者以外を受賞

候補者とする場合，候補者の貢献内容を「貢献内容を示す資料」に詳細に記載すること。 
3） 提出書類      *提出必須 
*①推薦書 1部 
*②論文等 1部 
 

③貢献内容を示す資料 1部 
④同意書 
*⑤受賞候補者等情報入力シート1 部 

Word・PDFの両方 

PDF 
 
PDF 
PDF  
Excel 

PDFのみ押印要 
5点以内で，合計50ページ以内（所定の表紙を添付

し，１つのPDFファイルにまとめる） 
 
複数名いる場合は１つのPDFファイルにまとめる 
 

4）備  考 
① 地盤工学会機関誌類とは，次のものです。 
 地盤工学会誌，Soils and Foundations，地盤工学ジャーナル，地盤工学会（支部を含む）が主催・共催する会議等

における刊行物，その他地盤工学会刊行物，国際地盤工学会（技術委員会を含む）が主催・共催する会議等にお

ける刊行物。 
② 共著の論文を受賞候補とする場合には，その個人の業績全体に対する貢献内容を示す資料を1 部提出してくださ

い。また，その中の特定の者を受賞候補者とするときには，共著者の同意書を添付してください。 
③ 研究・論文賞については，同一業績での，各賞への同時推薦はできません。 
④ 提出された電子ファイルをそのまま用いて審査を行います。破損や低品質の電子ファイルの提出によって，審査

結果に影響が出たとしても，すべて応募者の責任となります。電子ファイルの提出の際には十分にご注意下さい。 
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会告 

「令和７年度地盤工学貢献賞」候補募集要項 
 

公益社団法人 地盤工学会 
 
 

候補対象： 長年にわたる地道な活動・業務，一般市民に対する活動のいずれかを通じて地盤工学の進歩発展あるい

は社会的イメージの向上に多大な貢献をした個人または団体。 
受賞候補者： 本会会員・非会員を問わない。すでに地盤工学貢献賞を受賞した者は重ねて受賞することはできない。

名誉会員および地盤工学会功労章の受章者についても受賞候補者になることができない。ただし，「一

般市民に対する活動」により，名誉会員および地盤工学会功労章の受章者が本賞の受賞候補者となる場

合はこの限りではない。 
候補の範囲：  令和 7年 9月30日（火）までの活動・業務とする。 
推薦の方法：  
〇 推薦者は会員（正会員，特別会員），支部，その他一般とする。 
〇 推薦者は別に定める推薦書を提出する。 
〇 なお，当該活動・業務に関する参考資料を添付することを妨げない。 

審 査： 表彰委員会において行う。 
表 彰： 通常総会または支部総会において行い賞状を贈呈する。 
応募締切日： 令和 7年 10月 1日（水） 
提 出 先： 電子メールやファイル転送サービス等により下記へ提出してください。紙媒体での提出は不要です。（※ 

事務局へ直接持参されても応募の受付をいたしかねます。） 

公益社団法人地盤工学会 表彰委員会事務局 宛 E-mail：hyosho@jiban.or.jp 
メール件名：令和7 年度地盤工学貢献賞 応募業績の送付 

提出書類：  
①推薦書 1部 
②業績を示す資料1 部 
 

Word・PDFの両方 

PDF 
PDFのみ押印要 
5点以内で，合計50 ページ以内（所定の表紙を添付し，１つ

のPDFファイルにまとめる） 

◎ 推薦書の用紙： ホームページ（https://www.jiban.or.jp/?page_id=68）からダウンロードしてください。 
 
表彰対象分野の具体例： 
（1） 地盤工学に関わる技術者育成 
（2） 地盤工学に関わる実験・試験機器の開発や改良 
（3） 地盤工学に関わる資料・データ収集とその公開 
（4） 地盤工学に関わる調査・計画・設計・管理・施工・検査・防災などの技術支援 
（5） 地盤工学の社会的イメージの向上 
（6） その他 上記趣旨に合致するもの 
 

mailto:hyosho@jiban.or.jp
https://www.jiban.or.jp/?page_id=68
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